
別表

是正の申出に係る保有個人情
報を取り扱う事務の名称及び
内容その他保有個人情報を特

定するに足りる事項

是正の申出の趣旨 是正の申出の理由

１
平成25年度
諮問受理第51
号

平成25年５月
27日付け大生
保生第270号

平成24年４月
27日

［他法他施策の件］４／
18検討済
第12章、福祉のあらまし
Ｐ．22を無視する違法。
大健福第6151号「第６」
は、他法決定又は、推定
可規定する。

全面謝罪を以後わい曲。
表記に一部謝罪欠き、
又、一部は、不明。
条例第６・13条逸脱

抑うつ状態は、規定外。
（当号表明点）
末受診不知は、規定違反
（レセプト点検規定）

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成24年７月
17日付け大生
保生第381号

補正依頼に対する回答なし
平成24年８月
21日付け大生
保生第501号

［他法他施策の件］４／
18検討済
第12章、福祉のあらまし
Ｐ．22を無視する違法。
大健福第6151号「第６」
は、他法決定又は、推定
可規定する。

全面謝罪を以後わい曲。表記に一部謝
罪欠き、又、一部は、不明。
抑うつ状態は、規定外。（当号表明
点）
末受診不知は、規定違反（レセプト点
検規定）
条例第６・13条逸脱

保有個人情報が特定されてお
らず、是正の申出の趣旨及び
是正の申出の理由が明確かつ
具体的ではないため、是正の
申出に対する補正依頼をお願
いしましたが、期日までに提
出されなかったため、是正処
理を行うことができません。

平成24年９月
28日

○○Dr所見表記を６・７貼り付け照会
可の法律無い。（規定欠く）
レセプト「神経症」全点同じく医療要
否意見書「抑うつ状態軽減～」指定分
第12章は、「神経症」除外。当区「不
存在」決定大生保生第574号
大生保生第825号第３－１・２・３共
に証拠無い「不存在」

２
平成25年度
諮問受理第52
号

平成25年５月
27日付け大生
保生第272号

平成24年６月
15日

大生保生第33号「指導し
ました」※抑うつ状態不
可。
又、理由説明書「〃」
は、規定外（第12章反
す）
４／18も「〃」公言。
は、明白の為、指導不要
（不可）
しかし、実態欠くのは、
生保生第73号に明白。

個人情報保護条例第６・
13条。ケース記録作成規
定（章）は、正確を指
定。尚、一般常識でも有
る。
※法第50条は、指導相手
が、Drと成る。※当法主
張の区不同意理由

大生支第469号・生保生第
73号は、「見合わせ
る。」との明示。「指導
しました」不明示の為、
正しくせよ。
※あたかも、指導可の様
な病態扱いに有る。病態
の職責は嘱託医に有る。
参→468・469号に反す。

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成24年７月
17日付け大生
保生第382号

補正依頼に対する回答なし
平成24年８月
21日付け大生
保生第502号

大生保生第33号「指導し
ました」※抑うつ状態不
可。
又、理由説明書「指導し
ました」は、規定外（第
12章反す）
４／18も「指導しまし
た」公言。は、明白の
為、指導不要（不可）
しかし、実態欠くのは、
生保生第73号に明白。

個人情報保護条例第６・13条。ケース
記録作成規定（章）は、正確を指定。
尚、一般常識でも有る。
※法第50条は、指導相手が、Drと成
る。※当法主張の区不同意理由。大生
支第469号・生保生第73号は、「見合
わせる。」との明示。「指導しまし
た」不明示の為、正しくせよ。
※あたかも、指導可の様な病態扱いに
有る。病態の職責は嘱託医に有る。参
468・469号に反す。

保有個人情報が特定されてお
らず、是正の申出の趣旨及び
是正の申出の理由が明確かつ
具体的ではないため、是正の
申出に対する補正依頼をお願
いしましたが、期日までに提
出されなかったため、是正処
理を行うことができません。

平成24年９月
28日

○○Dr所見表記を６・７貼り付け照会
可の法律無い。（規定欠く）
レセプト「神経症」全点同じく医療要
否意見書「抑うつ状態軽減～」指定分
第12章は、「神経症」除外。当区「不
存在」決定大生保生第574号
大生保生第825号第３－１・２・３共
に証拠無い「不存在」

３
平成25年度
諮問受理第53
号

平成25年５月
27日付け大生
保生第274号

平成24年９月
４日

答申第318号は、事実誤認
有る為、別紙３点とう
り、「来庁」を窓口請求
とすべき。
市民の声回答は、個人情
報で有る。

理由説明書「大生保生第
614」が、虚為記載を意見
書に供述を無視した。
（市民を否定）

来庁を窓口請求と供述し
ている点
市政参画目的から逸脱す
る。（不信要因）

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成24年９月
26日付け大生
保生第631号

補正に応じない旨の回答あり
平成24年10月
25日付け大生
保生第749号

答申第318号は、事実誤認
有る為、別紙３点とう
り、「来庁」を窓口請求
とすべき。市民の声回答
は、個人情報である。

理由説明書「大生保生第614号」が、
虚為記載を意見書に供述を無視した。
（市民を否定）

保有個人情報が特定されてお
らず、是正の申出の趣旨及び
是正の申出の理由が明確かつ
具体的ではないため、是正の
申出に対する補正依頼をお願
いしましたが、平成24年10月
13日に請求者から補正に応じ
ない旨の意思表示があったた
め、是正処理を行うことがで
きません。

平成24年10月
31日

「医療券の取り扱いについて」→「直
接交付」とし、郵送停止
市民の声No.1120-20090-001-01→「来
庁する」説明有る
市民の声No.1101-11566-001-01→「来
庁」指示ある。
市民の声No.1101-11702-001-01→「来
庁」「郵送」明示。
市民の声No.1101-10702-002-01→「郵
送」明示。（従来とうり）
市民の声No.1201-11702-002-01→「区
説明分からず」明示。
市民の声No.1101-11685-001-01→５点
目「証明書」
以上、他でもＨ23．５／23書面請求
（医療券・証明書）拒否

４
平成25年度
諮問受理第54
号

平成25年５月
27日付け大生
保生第276号

平成24年10月
12日

遠視メガネ不支給の件
（却下処分）
ケース記録票・理由説明
書・市民の声回答＜特定
されずは、有り得ず＞審
議会分

大阪府「裁決書」とう
り、適法の是正
却下通知表示は、支給時
確認不要に有った。

不正浮上、当局の指導拒
否や市民の声回答上、２
点却下理由否定有、不要
な２点特定。

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成24年11月
１日付け大生
保生第808号

補正依頼自体が、不明。（規定欠く却下処分）
補正依頼より、あたかも請求不明かに工作したとこ
ろで、府裁決・局見解は、合致した「取り下げ」判
断に有り、規定明示。
社援第34号問16－答(2)反した。
その上、修理規定引用する「耐用年数４年」答弁再
三実施。紛失規定は、第１Ｐ．366の「６治療材料
の給付」加味し、医療扶助の為、保護拒否した却下
理由に有る。
白々しい、補正依頼隋時こそ、市民サービス意識欠
く立証にも有る。医療扶助申請拒否した。応じない
のを不承認に引用は、生保規定欠く裏付け。
遠視メガネ日常使用概念は、必要時着用する事に有
る。近視メガネと同じく扱う当区却下は、社会的不
相当。

平成24年11月
19日付け大生
保生第897号

遠視メガネ不支給の件
（却下処分）
ケース記録票・理由説明
書・市民の声回答
＜特定されずは、有り得
ず＞審議会分

大阪府「裁決書」とうり、適法の是正
却下通知表示は、支給時確認不要に
有った。
不正浮上、当局の指導拒否や市民の声
回答上、２点却下理由否定有、不要な
２点特定。

保有個人情報が特定されてお
らず、是正の申出の趣旨及び
是正の申出の理由が明確かつ
具体的ではないため、是正の
申出に対する補正依頼を行っ
たところ、平成24年11月７日
に請求者から補正依頼に対す
る回答書が提出されたが、記
載内容から保有個人情報を特
定することができず、また、
是正の申出の趣旨についても
明確かつ具体的でないため、
是正処理を講じない。

平成24年12月
17日

「特定されている」為、再調査要す。
目下、審議会諮問中で有る。
遠視メガネ不支給（却下処分）は、市
民の声回答及び却下決定通知書、並び
に弁明書・反論書（局・区の市民の声
回答多数引用し、現物添明提出）を社
援第1151号「裁決書」は、取り下げ決
定。当区、従う。局は、元来「取り下
げ指導実施」直近、大福祉第2964号
「当区主張規定欠く」

５
平成25年度
諮問受理第55
号

平成25年５月
27日付け大生
保生第278号

平成24年10月
12日

窓口請求の件（答申第318
号）
理由説明書・決定書の虚
偽記載の証拠「来庁を明
記する当区交付書面」
有。

大政第188号調査資料（答
申第318号）

「フロートチャート」
（略）を保護課市民の声
回答上否定。現に決定を
表示し、請求表示欠く。

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成24年11月
１日付け大生
保生第809号

「来庁」説明（明示）有・無の水掛論を理由説明書
上行った。
事実は、市民の声回答並びに「医療券の取り扱い」
明示上、「来庁」指示する。
現に、２週間郵送拒否した。
○○職員は、必らず、事実を追々否定する自作自
演。添付した当区交付書面（３点）の記述と、答申
第318号整合性欠く根拠は、当区「理由説明書」に
有る。又、来庁規定欠く為、「来庁」繰り返し、郵
送中止の上、発行拒否実態は、当局回答上に明白な
記載有る。

平成24年11月
19日付け大生
保生第898号

窓口請求の件（答申第318
号）
理由説明書・決定書の虚
偽記載の証拠「来庁を明
記する当区交付書面」
有。

大政第188号調査資料（答申第318号）
「フロートチャート」（略）を保護課
市民の声回答上否定。現に決定を表示
し、請求表示欠く。

保有個人情報が特定されてお
らず、是正の申出の趣旨及び
是正の申出の理由が明確かつ
具体的ではないため、是正の
申出に対する補正依頼を行っ
たところ、平成24年11月７日
に請求者から補正依頼に対す
る回答書が提出されたが、記
載内容から保有個人情報を特
定することができず、また、
是正の申出の趣旨についても
明確かつ具体的でないため、
是正処理を講じない。

平成24年12月
17日

「特定されている」※常時、「特定さ
れる」のを「特定されない」判断相次
ぐが、目下、審議会諮問中も「特定さ
れず」とも有る。（当区対申出者）
「医療券の取り扱い」書面に「来庁」
明記。
窓口請求を答弁（当区）するのは、
「郵送拒否」理由上げていた。平成23
年５／23請求を来庁した窓口請求１点
張りで、６／８当区持参し、本庁での
受理。

６
平成25年度
諮問受理第56
号

平成25年６月
４日付け大生
保生第315号

平成24年６月
15日

整合性欠く。○○病院
「自動発券」治療中。
第12・13章を逸脱。乳癌
治療不知（副作用等）虚
像作り、生活実態無視。
（被告京都市系争中証人
尋問当日）

６・13条とうり、実施せ
よ。不正確を修正すべ
く、是正当然。事務処理
の失販発端。無効の登録
怠る原因に有る。当院処
理認定の上、無効処理規
定反す。

大健福第4419号末受診
は、発行不要。
申出者は、第12章除外
者。レセプト点検怠る。
（不存在不知）
末受診知らないのは、当
区の不作為。第一、本人
確認不要主張

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成24年７月
17日付け大生
保生第384号

補正依頼に対する回答なし
平成24年８月
21日付け大生
保生第504号

整合性欠く。○○病院
「自動発券」治療中。
第12・13章を逸脱。乳癌
治療不知（副作用等）虚
像作り、生活実態無視。
（被告京都市係争中証人
尋問当日）

６・13条とうり、実施せよ。不正確を
修正すべく、是正当然。事務処理の失
販発端。無効の登録怠る原因に有る。
当院処理認定の上、無効処理規定反
す。
大健福第4419号末受診は、発行不要。
申出者は、第12章除外者。レセプト点
検怠る。（不存在不知）
末受診知らないのは、当区の不作為。
第一、本人確認不要主張

保有個人情報が特定されてお
らず、是正の申出の趣旨及び
是正の申出の理由が明確かつ
具体的ではないため、是正の
申出に対する補正依頼をお願
いしましたが、期日までに提
出されなかったため、是正処
理を行うことができません。

平成25年２月
５日

市民の声回答平成21年度「病名抑うつ
状態」記載。
大政第ｅ－192号参照。大生支第419
号・生保生第73号上記示す。
Ｈ23・６／８当日分生保生第80号「開
示決定通知書」※大生保生第65号
「等」の後日付け市民の声回答交付を
示す。
即ち、当日の開示決定したレセプト
「不存在」表明している。本来、不存
在決定すべきで有る。※当局市民の声
回答有。

（し）
再調査申出

年月日

（す）
再調査の申出を

する理由

（か）
補正依頼

（き）
補正依頼に
対する回答

（く）
通知

（け）
是正申出に係る
保有個人情報

（こ）
是正の申出の内容

（さ）
是正の申出に対する

処理の内容

（お）
担当

項
番

（あ）
諮問受理番号

（い）
諮問

（う）
是正申出
年月日

（え）

3



是正の申出に係る保有個人情
報を取り扱う事務の名称及び
内容その他保有個人情報を特

定するに足りる事項

是正の申出の趣旨 是正の申出の理由

（し）
再調査申出

年月日

（す）
再調査の申出を

する理由

（か）
補正依頼

（き）
補正依頼に
対する回答

（く）
通知

（け）
是正申出に係る
保有個人情報

（こ）
是正の申出の内容

（さ）
是正の申出に対する

処理の内容

（お）
担当

項
番

（あ）
諮問受理番号

（い）
諮問

（う）
是正申出
年月日

（え）

７
平成25年度
諮問受理第57
号

平成25年６月
４日付け大生
保生第317号

平成24年６月
15日

生活保護法第18条・63条
（急迫保護）・医師法第
19条（嘱託医相談可）・
生活保護法第50条憲法第
15条・地公法第30・33・
35条・憲法第25条通知類
117号・大健福第6151号・
6152号・3709号

34・149・727号他、「他
法の件」明示通知全部と
照合不可。○○病院（当
院）は、文字とうり総合
治療。現に胃炎・便秘症
診断有。以降は、大腸ポ
リープ診断有る。

条例第６・13条則り、保
健所指導加味して、相違
する双方記録は、保健所
権限に合わせよ。当院規
定「予約制」の為、治療
中（レセプト）は、原則
予約。

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成24年７月
17日付け大生
保生第383号

補正依頼に対する回答なし
平成24年８月
21日付け大生
保生第503号

生活保護法第18条・63条
（急迫保護）・医師法第
19条（嘱託医相談可）・
生活保護法第50条憲法第
15条・地公法第30・33・
35条・憲法第25条通知類
117号・大健福第6151号・
6152号・3709号34・149・
727号他、「他法の件」明
示通知全部と照合不可。

○○病院（当院）は、文字とうり総合
治療。現に胃炎・便秘症診断有。以降
は、大腸ポリープ診断有る。
条例第６・13条則り、保健所指導加味
して、相違する双方記録は、保健所権
限に合わせよ。
当院規定「予約制」の為、治療中（レ
セプト）は、原則予約。

保有個人情報が特定されてお
らず、是正の申出の趣旨及び
是正の申出の理由が明確かつ
具体的ではないため、是正の
申出に対する補正依頼をお願
いしましたが、期日までに提
出されなかったため、是正処
理を行うことができません。

平成25年２月
５日

特定されずの一方で、不承認決定相次
ぐのは必らず特定している実際の点
（当区としての）大福祉第3056・5580
号
大生支第469号・生保生第73号を市民
の声回答上、Ｈ19年10／７付「医療要
否意見書」答弁記述。又、ケース記録
票「病名抑うつ状態」表示。Ｈ21年市
民の声回答上、法第４・27・28・29条
の転々表示かつ「抑うつ状態」示す。

８
平成25年度
諮問受理第60
号

平成25年６月
19日付け大生
保生第362号

平成24年12月
３日

大生総第84号
（大福祉第802号「法第50
条の指導理由不存在・大
健福第6515号「相像・思
い込み」発行証言から大
健福第6564号）※法令欠
く
市民サービス観点解離
（大健福第6514号）

（Ｈ230513）は、論外な
やり取りに、あえて有
る。
又、(2)より、６ヶ月過ぎ
た医療要否意見書引用事
由に当たらず。つまり、
３月後レセプト有・無判
然とする。

非該当「神経症」を末診
（規定反す＝規定「受
診」）に照会する相当理
由無く、当医療機関「行
政指導」根拠欠く発行の
正当性全く有り得ず。

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成24年12月
７日付け大生
保生第990号

補正依頼に対する回答なし
平成25年１月
31日付け大生
保生第1210号

大生総第84号
（大福祉第802号「法第50
条の指導理由不存在・大
健福第6515号「相像・思
い込み」発行証言から大
健福第6564号）※法令欠
く
市民サービス観点解離
（大健福第6514号）

（Ｈ230513）は、論外なやり取りに、
あえて有る。
又、(2)より、６ヶ月過ぎた医療要否
意見書引用事由に当たらず。つまり、
３月後レセプト有・無判然とする。
非該当「神経症」を末診（規定反す＝
規定「受診」）に照会する相当理由無
く、当医療機関「行政指導」根拠欠く
発行の正当性全く有り得ず。

保有個人情報が特定されてお
らず、是正の申出の趣旨及び
是正の申出の理由が明確かつ
具体的でないため、是正の申
出に対する補正依頼をお願い
しましたが、平成24年12月18
日の提出期限までに補正依頼
に対する回答書が提出されな
かったため、是正処理を行う
ことができません。

平成25年３月
15日

補正理由不明。請求要（用）件不備無
し。（趣旨反す）大生保生第251号
（大福祉第802号同じく）有。大健こ
第258・580号「不存在」有るのと、大
生保生第1099・1170・1265号相反す
る。（所管判断否定）
〃・〃・〃は、大情審答申第272号
が、大生支第113号「６・７貼り付け
根拠不存在」＝理由付「独自」示す上
で、大生保生第1313号も相反。

９
平成25年度
諮問受理第61
号

平成25年６月
19日付け大生
保生第364号

平成24年12月
３日

大生総第106・107・108号
表示する通知書ＡＢＣ
内、「他法他施策の活
用」の件
（（発行）診療状況照会
書は、法第25条２項の規
定欠く。（※）二面性明
示（転々）する整合性欠
く。）

第12章「神経症」表示無
く、活用除外。
法第25条２項は、区→被
保護者への交付規定。
（発行

法第50条２項は、区→医
療機関への行政指導。
（回答
大生保生第825号第３－２
「本人から収集」条例第
６条３項実施
大健福第1098号「本人末
収集」謝罪（略）

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成24年12月
７日付け大生
保生第991号

補正依頼に対する回答なし
平成25年１月
31日付け大生
保生第1211号

当区発行書面は、「相当
理由」欠き、規定反す
る。（※）
大生総第106・107・108号
表示する通知書ＡＢＣ
内、「他法他施策の活
用」の件
（発行）診療状況照会書
は、法第25条２項の規定
欠く。（※）
二面性明示（転々）す
る。整合性欠く。

第12章「神経症」表示無く、活用除
外。
相違
法第25条２項は、区→被保護者への交
付規定。（発行）
法第50条２項は、区→医療機関への行
政指導。（回答）
相違
大生保生第825号第３－２「本人から
収集」条例第６条３項実施欠。
大健福第1098号「本人末収集」謝罪
（略）

保有個人情報が特定されてお
らず、是正の申出の趣旨及び
是正の申出の理由が明確かつ
具体的でないため、是正の申
出に対する補正依頼をお願い
しましたが、平成24年12月18
日の提出期限までに補正依頼
に対する回答書が提出されな
かったため、是正処理を行う
ことができません。

平成25年３月
15日

補正理由無い。本来の趣旨反す（不備
無し）
大生保生第574・902号「神経症」示す
もの不存在決定有。
大健こ第258・580号示す。大福祉第
3571（1951）号・1317号・大健福第
6290号有。※相反する大生保生第
1055・1057・1085・1086・1168・
1099・1170・1263・1265・1313・
1314・1317号等々有。
通知上、精神科嘱託医示す点有、大健
福第3709号の示す内、社保第117号
（区引用回答有）・社保第194号示
す。

10
平成25年度
諮問受理第62
号

平成25年６月
19日付け大生
保生第366号

平成24年12月
３日

大生総第106号表示する通
知書Ａ内、「遠視メガネ
不支給の件」制度解釈欠
く。（給付要否意見書判
断欠いた）
原課市民の声回答上、却
下理由２点自体を否定
有。

却下理由２点は、規定
外。（支給時、確認不要
で有った）
大阪府社会援護課「裁決
書」着手すべき。

紛失状況・日常的使用合
わせて、説明済。
「着用」しているから、
店内テーブル上置き忘れ
た。

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成24年12月
７日付け大生
保生第992号

補正依頼に対する回答なし
平成25年１月
31日付け大生
保生第1212号

＜不作為を改善せよ＞
大生総第106号表示する通
知書Ａ内、「遠視メガネ
不支給の件」制度解釈欠
く。（給付要否意見書判
断欠いた）
原課市民の声回答上、却
下理由２点自体を否定
有。却下理由２点は、規
定外。（支給時、確認不
要で有った）

大阪府社会援護課「裁決書」着手すべ
き。
紛失状況・日常的使用合わせて、説明
済。
「着用」しているから、店内テーブル
上置き忘れた。

保有個人情報が特定されてお
らず、是正の申出の趣旨及び
是正の申出の理由が明確かつ
具体的でないため、是正の申
出に対する補正依頼をお願い
しましたが、平成24年12月18
日の提出期限までに補正依頼
に対する回答書が提出されな
かったため、是正処理を行う
ことができません。

平成25年３月
15日

補正の点分からず、本来の趣旨反す。
処分理由は、不法示す裁決書（府）
は、実施機関（処分庁）保有。審査庁
見解示すのを補正依頼こそ不相当（不
適切）。
補正基準は、条例第18条示すとうり、
請求要（用）件の不備場合可反論書
は、市民の声回答（局・区＝本件原
課）引用並びに送付。

11
平成25年度
諮問受理第63
号

平成25年６月
19日付け大生
保生第368号

平成24年12月
３日

大生総第109号表示する通
知書Ｄの件
交付文書の確認欠く浮上
したＤ記述。
区内の共有の上、実態否
定する再開示伝々の点

当区共謀行為を疑う。政
策企画室←→当区の連
絡、当日のケース記録票
コピー取る。以降の連絡
行わず。

大生総第654号〃第655号
「再意見書」提出証拠
（領収証・レセプト不存
在・市民の声回答等）基
づき、実態調査行うべ
き。

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成24年12月
７日付け大生
保生第993号

補正依頼に対する回答なし
平成25年１月
31日付け大生
保生第1213号

大生総第109号表示する通
知書Ｄの件
交付文書の確認欠く浮上
したＤ記述。
区内の共有の上、実態否
定する再開示伝々の点
当区共謀行為を疑う。政
策企画室←→当区の連
絡、

当日のケース記録票コピー取る。以降
の連絡行わず。
大生総第654号〃第655号「再意見書」
提出証拠（領収証・レセプト不存在・
市民の声回答等）基づき、実態調査行
うべき。

保有個人情報が特定されてお
らず、是正の申出の趣旨及び
是正の申出の理由が明確かつ
具体的でないため、是正の申
出に対する補正依頼をお願い
しましたが、平成24年12月18
日の提出期限までに補正依頼
に対する回答書が提出されな
かったため、是正処理を行う
ことができません。

平成25年３月
15日

補正の点分からず、本来の趣旨反す。
大個審第55号示すとうり、レセプトで
は無く、医療要否意見書開示。再開示
要請事実は無い。
何故、「不存在」のレセプトが、再開
示出来るのか！？
補正依頼は、請求要（用）件不備規定
する為、不備は無い。レセプト実在
有・無知るのは、実施機関で有る。通
知書Ａ「情報得ず」示している。

12
平成25年度
諮問受理第75
号

平成25年７月
19日付け大生
保生第488号

平成25年２月
５日

大生保生第696号
大健こ第258号・大福祉第
3056号・大生保生第251号
大生保生第902号・大福祉
第3570・3571・3572号
等々

法律上規定反す（生活保
護法）
法的根拠欠く（障害者自
立支援法）

末診継続（医師法・医療
担当規定第７条）
市民の声No.1001-10970-
001-01・1001-12776-001-
01
神経症非該当（障害者自
立支援法除外）

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成25年６月
４日付け大生
保生第319号

【是正申出に係る保有個人情報を取り扱う事務の名
称及び内容その他保有個人情報を特定するに足りる
事項】
法律上の規定欠く区主張。※大健福第704号「謝
罪」（本件）は、区の個人情報「不知」示す。
大情審答申第332号
大健福第2711・5580号「不」決定
〃3954・3955号「公」〃
大福祉第1317・1951号「不」
大生保生第574号「不」決定
◎市民の声No.1001-10168-001-01⑦の点「レセプト
点検無」主張
【是正申出の趣旨】
大健福第6515号「公」決定
Ｈ24．１／27「想像」の発行主張（○○）
法第50条は、都道府県知事の権限。
又、生保手帳（略）にも、条文明記「行政指導従
え。」有。
【是正の申出の理由】
社援保発第0330001号は、大福祉第3056号（目次と
うりの決定為、国の冊子「法令通知集見よ！）第
一、答申第272号（大情審）別表１・２表記に有
り、除外されている。

平成25年６月
24日付け大生
保生第395号

大生保生第696号
大健こ第258号・大福祉第
3056号・大生保生第251号
大生保生第902号・大福祉
第3570・3571・3572号
等々

法律上規定反す（生活保護法）
法的根拠欠く（障害者自立支援法）
末診継続（医師法・医療担当規定第７
条）
市民の声No.1001-10970-001-01・
1001-12776-001-01
神経症非該当（障害者自立支援法除
外）

保有個人情報が特定されてお
らず、是正の申出の趣旨及び
是正の申出の理由が明確かつ
具体的でないため、是正の申
出に対する補正依頼を行った
ところ、平成25年６月10日に
申出者から回答書が提出され
たが、記載内容から保有個人
情報が特定できず、また、是
正の申出の趣旨及び理由が明
確かつ具体的ではないため、
是正処理を講じない。

平成25年７月
２日

末通院明確為、大情審答申第272号別
表１（市民の声回答転々）や「理由説
明書」を大生総第84号相違、公益通報
「通知書Ａ」（大生（別表１とも相
違）総第106号原書）の「情報得ず」
とうり、大生保生第569号（大生支第
469号以降も、医療券送付から、レセ
点検欠く明白＝1001－10168－001-01
主張にもレセ点検欠く明白示す。

4



是正の申出に係る保有個人情
報を取り扱う事務の名称及び
内容その他保有個人情報を特

定するに足りる事項

是正の申出の趣旨 是正の申出の理由

（し）
再調査申出

年月日

（す）
再調査の申出を

する理由

（か）
補正依頼

（き）
補正依頼に
対する回答

（く）
通知

（け）
是正申出に係る
保有個人情報

（こ）
是正の申出の内容

（さ）
是正の申出に対する

処理の内容

（お）
担当

項
番

（あ）
諮問受理番号

（い）
諮問

（う）
是正申出
年月日

（え）

13
平成25年度
諮問受理第76
号

平成25年７月
19日付け大生
保生第490号

平成25年３月
21日

生保生第81号（大個審第
55号認定）
意見書添付する市民の声
回答を添明資料提出

個人メモが、何を示して
いるか不明。
水掛論は、不利益（人格
権侵害）に成る。

当局生活保護課○○代理
交付する市民の声回答と
異なる。

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成25年６月
４日付け大生
保生第320号

【是正申出に係る保有個人情報を取り扱う事務の名
称及び内容その他保有個人情報を特定するに足りる
事項】
大生保生第319号添付（補正依頼回答）
市民の声No.1001－10168－001-01（区分）の⑥・⑦
着目せよ。レセプト点検欠く上でのレセプト等は、
不当行為。又、レセプト「不知」主張を大生総第84
号有、並びに通知書Ａ供述「情報得ず」有。（通知
書Ａを大総務第106号添付）
【是正申出の趣旨】
レセプト「不知」故に医療券送付続け（大生保生第
256号）、医療要否意見書交付続く。末通院不知
は、区の不作為。
【是正の申出の理由】
個人情報保護条例第７条とうり、実施欠くのを、明
白にした区主張＝不同意は、社援保発第0330001号
Ｉ－４(3)反す主張にも有。更に、Ｉ－４(2)④イ反
す。

平成25年６月
24日付け大生
保生第396号

生保生第81号（大個審第
55号認定）
意見書添付する市民の声
回答を添明資料提出

個人メモが、何を示しているか不明。
水掛論は、不利益（人格権侵害）に成
る。
当局生活保護課○○代理交付する市民
の声回答と異なる。

保有個人情報が特定されてお
らず、是正の申出の趣旨及び
是正の申出の理由が明確かつ
具体的でないため、是正の申
出に対する補正依頼を行った
ところ、平成25年６月10日に
申出者から回答書が提出され
たが、記載内容から保有個人
情報が特定できず、また、是
正の申出の趣旨及び理由が明
確かつ具体的ではないため、
是正処理を講じない。

平成25年７月
２日

末通院明確為、大情審答申第272号別
表１（市民の声回答転々）や「理由説
明書」を大生総第84号相違、公益通報
「通知書Ａ」（大生（別表１とも相
違）総第106号原書）の「情報得ず」
とうり、大生保生第569号（大生支第
469号以降も、医療券送付から、レセ
点検欠く明白＝1001－10168－001-01
主張にもレセ点検欠く明白示す。

14
平成25年度
諮問受理第77
号

平成25年７月
19日付け大生
保生第492号

平成25年３月
21日

生保生第80号（大個審第
55号開示認定）
保有の大生総第106号通知
書Ａ・大健福第4419・
6054（1098）号相違す
る。

レセプト「抑うつ状態」
不存在
平成20年３月26日発行
時、レセプト不存在

診療状況照会書（略）発
行時は、直近レセプト平
成19年９月分、大生総第
84号示す。

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成25年６月
４日付け大生
保生第321号

【是正申出に係る保有個人情報を取り扱う事務の名
称及び内容その他保有個人情報を特定するに足りる
事項】
水掛論は、不利益に十分成る。
福祉局・市民局の市民の声回答は、Ｈ２１.12／17
に本庁１Ｆ当室集合の際、○○課長（当時）入室拒
否有った上での再度集合の時間設けたとの呼び出し
に応じて訪庁（市民＝申出者）つまり、他の職員
が、私を騙した！？
【是正申出の趣旨】
区主張は、市内関係職整合性欠く為、理由説明書と
局双方（上記）主張の矛盾示す市民の声回答（○○
代理・○○課長）有。
【是正の申出の理由】
市内、市民の声回答閲覧可の為、添付不要。又、福
祉局保護課・市民局啓発センターとの連結有ったの
を事実確認要す。

平成25年６月
24日付け大生
保生第397号

生保生第80号（大個審第
55号開示認定）
保有の大生総第106号通知
書Ａ
大健福第4419・6054
（1098）号相違する。

レセプト「抑うつ状態」不存在
平成20年３月26日発行時、レセプト不
存在
診療状況照会書（略）発行時は、直近
レセプト平成19年９月分、大生総第84
号示す。

保有個人情報が特定されてお
らず、是正の申出の趣旨及び
是正の申出の理由が明確かつ
具体的でないため、是正の申
出に対する補正依頼を行った
ところ、平成25年６月10日に
申出者から回答書が提出され
たが、記載内容から保有個人
情報が特定できず、また、是
正の申出の趣旨及び理由が明
確かつ具体的ではないため、
是正処理を講じない。

平成25年７月
２日

末通院明確為、大情審答申第272号別
表１（市民の声回答転々）や「理由説
明書」を大生総第84号相違、公益通報
「通知書Ａ」（大生（別表１とも相
違）総第106号原書）の「情報得ず」
とうり、大生保生第569号（大生支第
469号以降も、医療券送付から、レセ
点検欠く明白＝1001－10168－001-01
主張にもレセ点検欠く明白示す。

15
平成25年度
諮問受理第78
号

平成25年８月
28日付け大生
保生第655号

平成25年６月
10日

大生保生第429・758・
33・640号
大生総第84・106号に該当
する通知書ＡＢＣ107・
108号供述点。（84と106
号は、矛盾する。）

市民の声No.1001-10168-
001-01（Ｈ20．２／10
付）→Ｈ20．２／19「全
面謝罪」理由
⑥「指導」欠く主張示
す。
⑦「レセプト」点検欠く
主張示す。

国ＨＰは、「通院中」示
す。又、市個々回答「通
院中」示す。社援第3239
号（審査庁）・大福祉第
3056号は、区引用通知を
非該当示す決定有。

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成25年６月
24日付け大生
保生第393号

補正依頼に対する回答なし
平成25年７月
９日付け大生
保生第464号

大生保生第429・758・
33・640号
大生総第84・106号に該当
する通知書ＡＢＣ107・
108号
供述点。（84と106号は、
矛盾する。）

市民の声No.1001-10168-001-01（Ｈ
20、２／10付）
Ｈ20、２／19「全面謝罪」理由
⑥「指導」欠く主張示す。
⑦「レセプト」点検欠く主張示す。
国ＨＰは、「通院中」示す。又、市
個々回答「通院中」示す。社援第3239
号（審査庁）・大福祉第3056号は、区
引用通知を非該当示す決定有。

保有個人情報が特定されてお
らず、是正の申出の趣旨及び
是正の申出の理由が明確かつ
具体的でないため、是正の申
出に対する補正依頼をお願い
しましたが、平成25年７月３
日の提出期限までに補正依頼
に対する回答書が提出されな
かったため、是正処理を講じ
ない。

平成25年７月
16日

特定されず、とは「不」示すのか、
「存」示すのか、不明。
公開条例第36条基づく、６条実施なら
ば、特定有る資料添付する規定。補正
点は、資料上の点に寄るものと成る。
表示した大生保生第429・758・33・
640号は、保有＝特定している。同じ
く。大生総第84・106号は、保有＝特
定している。保有資料特定した請求実
施。
通知書Ａ（原案）の調査資料は、社援
保発第0330001号・社援保発第0929003
号・社援指発第0929001号決定有。※
「レセプト」解釈する通知

16
平成25年度
諮問受理第103
号

平成26年１月
21日付け大人
事人第392号

平成24年４月
27日

総務局保有する私の個人
情報に係る理由説明書
（他法他施策の件調査不
要）［他法他施策の件］

条例第６・13条違反
○○・○○職員は、規定
識別有る。

抑うつ状態は、規定外。
職権乱用
医師法第20条違反指導
（医療対策）

人事室人事課
（人事グルー
プ）

平成24年11月
２日付け大総
務第161号

【是正申出に係る保有個人情報を取り扱う事務の名
称及び内容その他保有個人情報を特定するに足りる
事項】
＜情報収集、並びに、個人情報把握責任＞
11／12　13～本庁１階当室の当区当局「テーブル合
議」を認知しており、○○係長は、「是正の件」
（本件）を内容確認の為、４／18テーブル付く、
【是正申出の趣旨】
（再度テーブル）と成るのは、申出者←→○○係長
問共有。11／12　13時～（９／11は、申出者キャン
セル）個人情報・規定収集する中、整合性計るべ
く、
【是正の申出の理由】
不整合認知すれば、法的義務として、個人情報（正
確かつ最新の状態第13条）

平成24年12月
21日付け大人
事人第429号

総務局保有する私の個人
情報に係る理由説明書
（他法他施策の件調査不
要）
［他法他施策の件］

条例第６・13条違反
○○・○○職員は、規定識別有る。
抑うつ状態は、規定外。職権乱用
医師法第20条違反指導（医療対策）

保有個人情報が特定されてお
らず、是正の申出の趣旨及び
是正の申出の理由が明確かつ
具体的でないため、当該保有
個人情報に係る不適正な取扱
いの有無及び内容並びに是正
すべき内容を確認するための
調査を行い、是正の必要性を
判断することができない。
なお、本件申出については、
請求人に対して申出内容の補
正を依頼し、請求人から平成
24年11月６日付けで回答書が
提出されたが、その記載内容
も不明確であったため、保有
個人情報の特定には至らなか
かったものである。

平成25年２月
５日

「神経症」が、他法他施策の活用除外
（障害者自立支援法非該当）共有の
為、供覧資料又は、意見書（申出者
作）→詳細な明記かつ添付決定資料出
す。及び添付資料取得の事実より、特
定可。並びに特定されているのは、判
然たる事実。各職決定事項は、保有さ
れている事態。（特定十分有）又、
「神経症」は、市内資料上「不存在」
決定事項。大福祉第3056号「他法との
関係」法令通知（社援保発第0330001
号除外）

5



是正の申出に係る保有個人情
報を取り扱う事務の名称及び
内容その他保有個人情報を特

定するに足りる事項

是正の申出の趣旨 是正の申出の理由

（し）
再調査申出

年月日

（す）
再調査の申出を

する理由

（か）
補正依頼

（き）
補正依頼に
対する回答

（く）
通知

（け）
是正申出に係る
保有個人情報

（こ）
是正の申出の内容

（さ）
是正の申出に対する

処理の内容

（お）
担当

項
番

（あ）
諮問受理番号

（い）
諮問

（う）
是正申出
年月日

（え）

平成25年８月
９日

軽微な誤字・脱字は、趣旨分かれば、
補正不要とは、従来より、本市の主張
に有る。これまでも、市民局は、決定
表示番号誤りにも、補正依頼欠く上で
の誤る決定番号を決定有。例、大市民
第256号→265号の場合で有っても正さ
ず。
つまり、補正依頼に保有資料添付欠い
た事から、大阪市公開条例第36条（保
有の提示）基づく、同条第６条（添
付）実施欠く事態から、本件「認めら
れず」に該当する保有資料欠く判明よ
り、個人情報無く「不」存在の事実を
何の見解も不可。

平成25年10月
21日

「補正依頼」は、公開条例第36条文献
解説との矛盾する「保有資料」提示欠
いた為、可能な限りの想像力にて回答
している。地公法第35条「懇切丁寧」
に執務欠き、29条「道義的責任」反す
疑い十分の実行行為「補正依頼」再三
から、「保有」存否すら不明。又、
「不存在」決定多数の「本件」消費者
事案は、公益通報の「通知書」（回答
文）が、市民局回答より作成有り、
方々への「場当たり如く」説明変更を
故意に行う悪質より、「正論」回答
（答弁）不可に十分考える。『大市民
第6137号「○○弁護士記録票」合致す
る』

平成25年８月
９日

軽微な誤字・脱字は、趣旨分かれば、
補正不要とは、従来より、本市の主張
に有る。これまでも、市民局は、決定
表示番号誤りにも、補正依頼欠く上で
の誤る決定番号を決定有。例、大市民
第256号→265号の場合で有っても正さ
ず。
つまり、補正依頼に保有資料添付欠い
た事から、大阪市公開条例第36条（保
有の提示）基づく、同条第６条（添
付）実施欠く事態から、本件「認めら
れず」に該当する保有資料欠く判明よ
り、個人情報無く「不」存在の事実を
何の見解も不可。

平成25年10月
21日

「補正依頼」は、公開条例第36条文献
解説との矛盾する「保有資料」提示欠
いた為、可能な限りの想像力にて回答
している。地公法第35条「懇切丁寧」
に執務欠き、29条「道義的責任」反す
疑い十分の実行行為「補正依頼」再三
から、「保有」存否すら不明。又、
「不存在」決定多数の「本件」消費者
事案は、公益通報の「通知書」（回答
文）が、市民局回答より作成有り、
方々への「場当たり如く」説明変更を
故意に行う悪質より、「正論」回答
（答弁）不可に十分考える。『大市民
第6137号「○○弁護士記録票」合致す
る』

条例第６・13条違反。何より、判決と
相違する。
①あっせん否定「判決」あるのを告示
②返金事実欠くのを共有
③基地局作り否定「判決」あるのを告
示
④「著しく」の解釈転々とする。

是正の措置は講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
内容が不明確であるため、平
成25年２月１日付けで補正を
求めたところ、同月10日付け
で補正依頼に対する回答書が
提出されたが、当該回答書の
内容では、是正請求に係る是
正申出の趣旨及び理由も不明
確であることから、そもそも
是正の必要性を判断すること
ができないため。

平成25年８月
６日付け大市
民第561号

大市民第256号

法律解釈欠いている。
官報（号外第135号）
個人情報（申出者）を法律とうり、判
断せよ。又、消センターは、○○弁護
士解釈とうり。

是正の措置は講じない。
（理由）
保有個人情報の取扱是正申出
書に記載された内容が不明確
であったため、平成25年５月
20日付で補正依頼を行ったと
ころ、回答期限までに回答書
の提出がないことから、そも
そも申出の要件を満たしてお
らず、また、是正の必要性を
判断することができないた
め。

18
平成25年度
諮問受理第123
号

平成26年３月
20日付け大市
民第5266号

平成24年４月
27日

保有の私の個人情報（○
○・○○・○○）は、申
出者の権利侵害たる事業
者擁護かつ事案との整合
性欠く。

条例第６・13条違反。
何より、判決と相違有
る。

公益通報「通知書」（平
成21年２／３分）・大市
民第6137号→「著しく」
の見解転々する。

大阪市消費者
センター

平成25年２月
１日付け大市
民第5335号

【是正の申出の趣旨】
○○①あっせん否定「判決」有るのを告示。
○○②返金事実欠くのを共有。
○○　基地局作り否定「判決」有るのを告示。

平成25年８月
６日付け大市
民第5066号

①○○に係る消費者相談
に関する記録
②○○に係る消費者相談
に関する記録
③○○に係る消費者相談
に関する記録
④「著しく」の解釈

法律解釈欠いている。
官報（号外第135号）

個人情報（申出者）を法
律とうり、判断せよ。
又、消センターは、○○
弁護士解釈とうり。

市民局市民部
総務課総務グ
ループ

平成25年５月
20日付け大市
民第162号

補正依頼に対する回答なし17
平成25年度
諮問受理第122
号

平成26年３月
20日付け大市
民第1639号

平成24年９月
28日

大市民第256号

6



是正の申出に係る保有個人情
報を取り扱う事務の名称及び
内容その他保有個人情報を特

定するに足りる事項

是正の申出の趣旨 是正の申出の理由

（し）
再調査申出

年月日

（す）
再調査の申出を

する理由

（か）
補正依頼

（き）
補正依頼に
対する回答

（く）
通知

（け）
是正申出に係る
保有個人情報

（こ）
是正の申出の内容

（さ）
是正の申出に対する

処理の内容

（お）
担当

項
番

（あ）
諮問受理番号

（い）
諮問

（う）
是正申出
年月日

（え）

平成25年８月
９日

軽微な誤字・脱字は、趣旨分かれば、
補正不要とは、従来より、本市の主張
に有る。これまでも、市民局は、決定
表示番号誤りにも、補正依頼欠く上で
の誤る決定番号を決定有。例、大市民
第256号→265号の場合で有っても正さ
ず。
つまり、補正依頼に保有資料添付欠い
た事から、大阪市公開条例第36条（保
有の提示）基づく、同条第６条（添
付）実施欠く事態から、本件「認めら
れず」に該当する保有資料欠く判明よ
り、個人情報無く「不」存在の事実を
何の見解も不可。

平成25年10月
21日

大市民第6139号「○○弁護士記録票」
（理由無くば、不相当）
〃6167号「○○弁護士回答書」
〃6140号「不」非開示理由。
6133号「不承認」理由は、6167号
「開」相違。［「通知書Ａ」（情報得
ず）保有する啓発センター］
市民の声No.1101-12417-001-01・
1101-12452-001-01「謝罪」理由。大
市民第6104号「不承認」理由の個人情
報特定出来ずは、次の大市民第6111号
「不承認」理由の弁護士見解が相違す
る。
個人情報特定不可の弁護士見解有り得
ず。→6167号「開」（弁護士回答）大
市民第6094号・6126号「不承認」理由
は、6104号「特定されず」却下理由矛
盾。

20
平成26年度
諮問受理第１
号

平成26年４月
８日付け大市
民第６号

平成24年４月
27日

市民局保有の私の個人情
報
※在日コリアン４世義務
教育不就学事件資料関係
等と後援名儀の件

公共性のはき違いを回
答、理由説明書は、（憲
法第98条２項に反する！
上に）

条例第６・13条違反。○
○事務局長の違憲行為を
正当化する違法。

市民局ダイ
バーシティ推
進室人権企画
課

平成25年５月
20日付け大市
民第164号

補正依頼に対する回答なし
平成25年12月
６日付け大市
民第1003号

市民局保有の私の個人情
報
※在日コリアン４世義務
教育不就学事件資料関係
等と後援名儀の件

公共性のはき違いを回答、理由説明書
は、（憲法第98条２項に反する！上
に）条例第６・13条違反。○○事務局
長の違憲行為を正当化する違法。

是正の措置は講じない
（理由）
保有個人情報の取扱是正申出
書に記載された内容が不明確
であったため、平成25年５月
20日付け大市民第164号で補正
依頼を行ったところ、回答期
限までに回答書の提出がない
ことから、是正が必要な個人
情報の特定ができず、また、
是正の必要性を判断すること
ができないため。

平成26年３月
12日

「補正依頼」せずとも、数年間の協議
尽くし、市民の声請求や回答も、多々
行って来た経違より、「共通理解」多
分に有った。今更ながら「不足」主張
ならば、「歴不問」の見解こそ不相当
に考えられる。（理由欠く）「個」を
ないがしろにしている事案で有る。現
存する諮問事案でも主張。「歴不問」
とは、「大綱」「要綱」不要とも考え
る。京都市外国籍懇話会」は、「〃」
「〃」設定。本市は、「外国籍住民基
本指針」有。第一、「不就学」は、不
適法行為、校長は、間断無く学籍継続
義務負う」は、国の判断。（見解）委
員を不当擁護だ。

21
平成26年度
諮問受理第３
号

平成26年４月
21日付け大生
保生第65号

平成25年10月
21日

○○診療所分「診療状況
の回答書」
法第50条「懇切丁寧な医
療（略）」は、治療を意
味示す。

末受診無通院治療無い上
の回答は、法的根拠欠
如。区回答上「通院が無
い」・ケース記録票「通
院が無い」・通知書Ａ
「通院が、無い」

医師法第20条反す行政指
導有（医療対策）→大生
支第469号表示有。
障害者自立支援法「大健
こ第147号」（大生保生第
1085号一部表示有）
生活保護法第50条「懇切
丁寧な医療」（但し、都
道府県知事の権限を規
定）

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成25年11月
25日付け大生
保生第1012号

補正依頼に対する回答なし
平成26年２月
14日付け大生
保生第1279号

○○診療所分「診療状況
の回答書」

未受診無通院治療無い上の回答は、法
的根拠欠如。
区回答上「通院がない」・ケース記録
票「通院が無い」・通知書Ａ「通院が
無い」
医師法第20条反す行政指導有（医療対
策）→大生支第469号表示有。
障害者自立支援法「大健こ第147号」
（大生保生第1085号一部表示有）
生活保護法第50条「懇切丁寧な医療」
（但し、都道府県知事の権限を規定）

取扱是正申出書の記載内容で
は、是正の申出に係る保有個
人情報の取り扱いに関し、大
阪市個人情報保護条例第６条
から14条までのどの規定に違
反しているのかが明らかでな
く、また是正措置の内容や是
正申出の理由欄が明確かつ具
体的でないため、取扱是正申
出書の補正を依頼したが、平
成25年12月10日の提出期限ま
でに補正依頼に対する回答が
なかったことから、是正すべ
き内容を判断できないため、
是正の措置は講じない。

平成26年３月
12日

補正依頼不要（分からず）の下記、実
施機関分有り。
①大生支第469号「ケース記録票」
（Ｈ20．４／１「通院が無い為、自立
支援医療の指導見合わす」記載。※大
健福第6515号「公（法令外決定）
②大生支第470号「他法活用検討依頼
通知」不非開示。
③大福祉第3581号「開」市民の声No.
７点（非該当者見解より、発行不適
切、記載分一部抜粋）局は「非該当
者」見解②③示す・
④「公益通報」した「通報についての
連絡」（通知書Ａ）にも、「通院が無
い為。自立支援医療の手続き不要の回
答した記載。実施機関は、「回答無
効」とする非該当者見解示す②③同じ
く。

22
平成26年度
諮問受理第７
号

平成26年４月
25日付け大総
務第ｅ－22号

平成25年６月
19日

大情審答申第315号※別紙
添付「官報」
国際人権都市宣言（本
市）被る上記答申。

政府官報号外135号反す。
（公開条例第７条７号）
法第145号反す。憲法第25
条反す。

憲法「人権事項規定」
は、第３章「何人も」示
す。（第３章）→憲法第
10～40条「何人も」規
定。

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成25年12月
13日付け大総
務第ｅ－197号

補正依頼に対する回答なし
平成26年１月
16日付け大総
務第ｅ－232号

大情審答申第315号

本市契約上、閲覧可＝政府官報号外
135号反す。（公開条例第７条７号）
法第145号反す。憲法第25条反す。
憲法「人権事項規定」は、第３章「何
人も」示す。（第３章）→憲法第10～
40条「何人も」規定。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
保有個人情報を特定するに足
りる事項、当該申出の趣旨及
び理由が不明確であるため、
平成25年12月13日付けで補正
を求めたところ、補正に対す
る回答書の提出がないことか
ら、大阪市個人情報保護条例
第46条第２項に規定された申
出要件を満たしていないと認
められるため

平成26年３月
12日

既に共有（保有）するのを提出求める
補正依頼分からず、第一、ｅ－３号
Ｐ．５「弁護士の回答」とも記述して
いて、「確定」資料である。作成根拠
欠くのは、不自然から、共有（保有）
明白。又、市民No.表示（各々）は、
市内収集や「記者会見」当時は、同室
保有分の為、不知有り得ず。特には、
広聴職員各々の例年都度～庁内供覧
済。（○○職員認知）但し、「弁護士
記録票」否定する弁護士の回答主張
法律の条文のみ決定表示は、職員が、
常に行っている。

19
平成25年度
諮問受理第125
号

平成26年３月
20日付け大市
民第6264号

平成24年４月
27日

自立支援医療を疑う（可
能性有る）との職員主張
は、個人情報を、無視す
る条例第６・13条違反に
該当する。抑うつ状態除
外規定

大生支第469号・大健福第
4419号・大情審答申第272
号・大健福第6514第６

抑うつ状態は、規定外。
※第12章・福祉のあらま
しＰ．22、「末受診は、
不要規定」等々。

大阪市人権啓
発・相談セン
ター

平成25年６月
21日付け大市
民第6080号

補正依頼に対する回答なし
平成25年８月
２日付け大市
民第6107号

自立支援医療に係る行政
行為について

自立支援医療を疑う（可能性有る）と
の職員主張は、個人情報を、無視する
条例第６・13条違反に該当する。

是正の措置は講じない
（理由）
保有個人情報の取扱是正申出
書に記載された内容が不明確
であったため、平成25年６月
21日付けで補正依頼を行った
ところ、回答期限までに回答
書の提出がないことから、そ
もそも申出の要件を満たして
おらず、また、是正の必要性
を判断することができないた
め。
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是正の申出に係る保有個人情
報を取り扱う事務の名称及び
内容その他保有個人情報を特

定するに足りる事項

是正の申出の趣旨 是正の申出の理由

（し）
再調査申出

年月日

（す）
再調査の申出を

する理由

（か）
補正依頼

（き）
補正依頼に
対する回答

（く）
通知

（け）
是正申出に係る
保有個人情報

（こ）
是正の申出の内容

（さ）
是正の申出に対する

処理の内容

（お）
担当

項
番

（あ）
諮問受理番号

（い）
諮問

（う）
是正申出
年月日

（え）

23
平成26年度
諮問受理第８
号

平成26年４月
25日付け大総
務第ｅ－23号

平成25年６月
19日

大情審答申第316号
大情審答申第318号
一般公開する答申は、条
文正しく有るべき！

答申第316号は、生活保護
法第29条反す。
答申第318号は、生活保護
法第34条反す。

個人情報保護条例第７条
反す。（公開条例第７条
７号）※社援保発第0324
号反す。

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成25年12月
13日付け大総
務第ｅ－198号

補正依頼に対する回答なし
平成26年１月
16日付け大総
務第ｅ－233号

大情審答申第316号
大情審答申第318号

答申第316号は、生活保護法第29条反
す。
答申第318号は、生活保護法第34条反
す。
※社保第194号反す。
答申第316号個人情報保護条例第７条
反す。（公開条例第７条７号）※社援
保発第0324号反す。
社援保発第0330001号Ｉ－４(3)・(2)
④イ反す。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
保有個人情報を特定するに足
りる事項、当該申出の趣旨及
び理由が不明確であるため、
平成25年12月13日付けで補正
を求めたところ、補正に対す
る回答書の提出がないことか
ら、大阪市個人情報保護条例
第46条第２項に規定された申
出要件を満たしていないと認
められるため

平成26年３月
12日

既に共有（保有）するのを提出求める
補正依頼分からず、第一、ｅ－３号
Ｐ．５「弁護士の回答」とも記述して
いて、「確定」資料である。作成根拠
欠くのは、不自然から、共有（保有）
明白。又、市民No.表示（各々）は、
市内収集や「記者会見」当時は、同室
保有分の為、不知有り得ず。特には、
広聴職員各々の例年都度～庁内供覧
済。（○○職員認知）但し、「弁護士
記録票」否定する弁護士の回答主張
法律の条文のみ決定表示は、職員が、
常に行っている。

24
平成26年度
諮問受理第９
号

平成26年４月
25日付け大総
務第ｅ－24号

平成25年10月
21日

大総務第ｅ－115「決定
書」ｅ－134「決定書」
（実態は個人情報欠如＝
末受診無通院治療費欠
如）
（市民の声回答は、市内
共有（関係職）※平成21
年度～毎年共有化。「事
実」は、通院無く治療費
無い他法活用不可。）

行政不服審査法遂上解説
「第一章」相違。理由説
明書・意見書の欠如。
大阪市公開条例第36条文
解説相違。「特定され
ず」「満たさず」却下根
拠「保有不明」
大阪市公開条例第７条文
解説相違。「個人情報の
管理・保護」欠如。

大個審答申第57号（私の
分、個人情報争う）
平成19年10月７日「医療
要否意見書」（精神医療
逆説記述）
市民の声No.1101－11587
－001-01Ｈ23．８／８
No.1101-11489-001-01Ｈ
23．７／25
大生保生第635・636号
「不」非開示、大福祉第
2359号「諮問」（申出者
の分「レセプト」実在せ
ず）

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成25年12月
13日付け大総
務第ｅ－199号

補正依頼に対する回答なし
平成26年１月
16日付け大総
務第ｅ－234号

大総務第ｅ－115「決定
書」
大総務第ｅ－134「決定
書」

行政不服審査法遂上解説「第一章」相
違。理由説明書・意見書の欠如。
大阪市公開条例第36条文解説相違。
「特定されず」「満たさず」却下根拠
「保有不明」
大阪市公開条例第７条文解説相違。
「個人情報の管理・保護」欠如。
大個審答申第57号（私の分、個人情報
争う）
平成19年10月７日「医療要否意見書」
（精神医療逆説記述）
市民の声No.1101－11587－001-01Ｈ
23．８／８
No.1101-11489-001-01Ｈ23．７／25
大生保生第635・636号「不」非開示、
大福祉第2359号「諮問」（申出者の分
「レセプト」実在せず）

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
保有個人情報を特定するに足
りる事項、当該申出の趣旨及
び理由が不明確であるため、
平成25年12月13日付けで補正
を求めたところ、補正に対す
る回答書の提出がないことか
ら、大阪市個人情報保護条例
第46条第２項に規定された申
出要件を満たしていないと認
められるため

平成26年３月
12日

既に共有（保有）するのを提出求める
補正依頼分からず、第一、ｅ－３号
Ｐ．５「弁護士の回答」とも記述して
いて、「確定」資料である。作成根拠
欠くのは、不自然から、共有（保有）
明白。又、市民No.表示（各々）は、
市内収集や「記者会見」当時は、同室
保有分の為、不知有り得ず。特には、
広聴職員各々の例年都度～庁内供覧
済。（○○職員認知）但し、「弁護士
記録票」否定する弁護士の回答主張
法律の条文のみ決定表示は、職員が、
常に行っている。

25
平成26年度
諮問受理第10
号

平成26年４月
25日付け大総
務第ｅ－25号

平成25年10月
31日

大総務ｅ－133号

個人情報欠如。（大総務
第ｅ－81号「不」非開
示、ｅ－139号「不」非公
開、ｅ－145号「不」非公
開等々有。）
治療費支払いする他法活
用規定は、治療費欠如な
ら活用不可。

市民の声No.1101-11589-
001-02（Ｈ23.８／17）、
1220-20116-001-01（Ｈ
24.５／７）、1201-
11353-001-01（Ｈ24.３／
15）、1101-10043-001-01
（Ｈ23.２／９）、1001-
12322-001-01（Ｈ22.８／
20）、1101-10829-001-01
（Ｈ23.５／16）、1101-
11589-001-01（Ｈ23.８／
17）、1220-20116-001-01
（Ｈ24.５／17）、以下続
く、1101-10087-001-01
（Ｈ23.１／31）、1101-
10425-001-01（Ｈ23.３／
15）、大市民第6139号
「○○弁護士記録票」、
大市民第6167号「○○弁
護士回答書」

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成25年12月
13日付け大総
務第ｅ－200号

補正依頼に対する回答なし
平成26年１月
16日付け大総
務第ｅ－235号

大総務第ｅ－133号

個人情報欠如。(大総務第ｅ－81号
「不」非開示、ｅ－139号「不」非公
開、ｅ－145号「不」非公開等々有。)
　市民の声No.1101-11589-001-02（Ｈ
23.８／17）、1220-20116-001-01（Ｈ
24.５／７）、1201-11353-001-01（Ｈ
24.３／15）、1101-10043-001-01（Ｈ
23.２／９）、1001-12322-001-01（Ｈ
22.８／20）、1101-10829-001-01（Ｈ
23.５／16）、1101-11589-001-01（Ｈ
23.８／17）、1220-20116-001-01（Ｈ
24.５／17）、以下続く、1101-10087-
001-01（Ｈ23.１／31）、1101-10425-
001-01（Ｈ23.３／15）、大市民第
6139号「○○弁護士記録票」、大市民
第6167号「○○弁護士回答書」

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であるため、平成25年12
月13日付けで補正を求めたと
ころ、補正に対する回答書の
提出がないことから、大阪市
個人情報保護条例第46条第２
項に規定された申出要件を満
たしていないと認められるた
め

平成26年３月
12日

既に共有（保有）するのを提出求める
補正依頼分からず、第一、ｅ－３号
Ｐ．５「弁護士の回答」とも記述して
いて、「確定」資料である。作成根拠
欠くのは、不自然から、共有（保有）
明白。又、市民No.表示（各々）は、
市内収集や「記者会見」当時は、同室
保有分の為、不知有り得ず。特には、
広聴職員各々の例年都度～庁内供覧
済。（○○職員認知）但し、「弁護士
記録票」否定する弁護士の回答主張
法律の条文のみ決定表示は、職員が、
常に行っている。

26
平成26年度
諮問受理第11
号

平成26年４月
25日付け大総
務第ｅ－26号

平成25年12月
３日

大総務行第ｅ－３・ｅ－
26号
※法規上の「他法活用」
可は、「治療中」（診療
中）
特に「他法事案」は、
「無診療」を他法活用可
が争点。

弁護士各件回答とうりの
是正要す。
大個審答申第57号「検討
依頼（略）」通知上、申
出者欠く見解有。

大市民第6110号「開」
（各弁護士記録票）の回
答とは、全く矛盾する。
○○・○○弁護士分は、
添明する「裁決書」・
「消費相談記録」（○○
分）・「指針」等々。

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成25年12月
13日付け大総
務第ｅ－201号

補正依頼に対する回答なし
平成26年１月
16日付け大総
務第ｅ－236号

大総務行第ｅ－３・ｅ－
26号

弁護士各件回答とうりの是正要す。
大個審答申第57号「検討依頼（略）」
通知上、申出者欠く見解有。
大市民第6110号「開」（各弁護士記録
票）の回答とは、全く矛盾する。○
○・○○弁護士分は、添明する「裁決
書」・「消費相談記録」（○○分）・
「指針」等々。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であるため、平成25年12
月13日付けで補正を求めたと
ころ、補正に対する回答書の
提出がないことから、大阪市
個人情報保護条例第46条第２
項に規定された申出要件を満
たしていないと認められるた
め

平成26年３月
12日

既に共有（保有）するのを提出求める
補正依頼分からず、第一、ｅ－３号
Ｐ．５「弁護士の回答」とも記述して
いて、「確定」資料である。作成根拠
欠くのは、不自然から、共有（保有）
明白。又、市民No.表示（各々）は、
市内収集や「記者会見」当時は、同室
保有分の為、不知有り得ず。特には、
広聴職員各々の例年都度～庁内供覧
済。（○○職員認知）但し、「弁護士
記録票」否定する弁護士の回答主張
法律の条文のみ決定表示は、職員が、
常に行っている。

27
平成26年度
諮問受理第27
号

平成26年６月
17日付け大生
保生第302号

平成26年３月
12日

大生保生第33・640号（Ｈ
20．３／１のみ主張）
「自立支援医療の適用指
導しました」市民の声回
答、及び、理由説明書の
作成記述

「ケース記録票」（Ｈ
20．３／31・４／１）
は、「通院中思い込み
（○○）・通院中想像
（○○）した「事実」
（大健福第6515号）※答
申事案（Ｈ25．３／15）

①大生支第470号「不」非
開示（他法活用検討依通
知欠如）※答申事案（Ｈ
25．３／15交
②大生総第106号・③大総
務監第54号「通知書Ａ
（通院が無い為、自立支
援医療の手続きは不要で
す回答を申出者に行う主
張。）」

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成26年４月
３日付け大生
保生第９号

補正依頼に対する回答なし
平成26年４月
21日付け大生
保生第89号

大生保生第33・640号（Ｈ
20．３／１のみ主張）
「自立支援医療の適用指
導しました」市民の声回
答、及び、理由説明書の
作成記述

「ケース記録票」（Ｈ20．３／31・４
／１）は、「通院中思い込み（○
○）・通院中想像（○○）した「事
実」（大健福第6515号）
①大生支第470号「不」非開示（他法
活用検討依通知欠如）
②大生総第106号
③大総務監第54号「通知書Ａ（通院が
無い為、自立支援医療の手続きは不要
です回答を申出者に行う主張。）

取扱是正申出書の記載内容で
は、是正の申出に係る保有個
人情報の取り扱いに関し、大
阪市個人情報保護条例第６条
から14条までのどの規定に違
反しているのかが明らかでな
く、また是正措置の内容や是
正申出の理由欄が明確かつ具
体的でないため、平成26年４
月３日に補正を依頼したが、
回答期限である４月16日まで
に補正依頼に対する回答書の
提出がなく、是正すべき内容
を判断できないため、是正の
措置は講じない。

平成26年５月
７日

答申第57号「生野区件」は、嘱託医師
見解欠如明白より、医師法上「医師資
格欠如」者は、医療見解不可、又、
「違法」から、「社発第727号」第
２・７の法令上「精神科嘱託医師（第
２－１(3)）」「精神医療取り扱い要
領（精神障害者医療費判定指針）」
は、「厚生労働省告示第158号（Ｈ
18．３／28）」正しく実施義務負う。
条例第13条「正確かつ最新の状態を保
持」規定からも、「レセプト該当分」
欠如する大生保生第635・636・915・
935号「不非開示」、1262号「不非開
示」、860号「不非開示」等々の明白
な証拠類（自己情報欠如）、1396・
1397・1398・15・16・17・27号「不非
開示」有。
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是正の申出に係る保有個人情
報を取り扱う事務の名称及び
内容その他保有個人情報を特

定するに足りる事項

是正の申出の趣旨 是正の申出の理由

（し）
再調査申出

年月日

（す）
再調査の申出を

する理由

（か）
補正依頼

（き）
補正依頼に
対する回答

（く）
通知

（け）
是正申出に係る
保有個人情報

（こ）
是正の申出の内容

（さ）
是正の申出に対する

処理の内容

（お）
担当

項
番

（あ）
諮問受理番号

（い）
諮問

（う）
是正申出
年月日

（え）

28
平成26年度
諮問受理第39
号

平成26年６月
26日付け大総
務第ｅ－92号

平成26年３月
24日

大情審答申第332号、以後
の私の行う「不服申立て
事案」の審査会答申、特
には、答申第354号
大個審答申第69号「大生
保生第399号」末決定通知
有。

社援保発第0324号・社援
保発第0331007号の判断欠
如。

原課（福祉局保護課・生
野区役所生活支援）は、
決定除外する理由不可よ
り、もっとも該当する
「法令通知」
社発第727号「第３医療扶
助実施方式」は、６・７
貼り付決定欠如。（不非
公開）

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成26年４月
２日付け大総
務第ｅ－７号

補正依頼に対する回答なし
平成26年５月
12日付け大総
務第ｅ－39号

大情審答申第332号、以後
の私の行う「不服申立て
事案」の審査会答申、特
には、答申第354号　大個
審答申第69号「大生保生
第399号」末決定通知有。

社援保発第0324号社援保発第0331007
号の判断欠如。原課（福祉局保護課・
生野区役所生活支援）は、決定除外す
る理由不可より、もっとも該当する
「法令通知」

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であるため、平成26年４
月２日付けで補正を求めたと
ころ、補正に対する回答書の
提出がないことから、大阪市
個人情報保護条例第46条第２
項に規定された申出要件を満
たしていないと認められるた
め

平成26年５月
19日

「生活保護法関係法令通知集」の実在
する該当「法令通知」「社援第3239
号」公件、「社援第2768（受付番号第
1254・1255号）」不非公開件、「大健
福第3056・3560号」公件を疏明資料提
出。又、大健こ第145・258・580号
「不非公開」件・大福祉第3570・3571
号「不非公開」件より、「神経症」除
外明白、答申第332号「件」の大福祉
第1951・2026号「不非公開」件、大生
保生第778・604・624・574号「不非公
開」件からも、「神経症」可を示すも
の欠如示す。特に大福祉第2026号
「件」は、法第50条他法事例欠如見解
有。

29
平成26年度
諮問受理第40
号

平成26年６月
26日付け大総
務第ｅ－93号

平成26年３月
24日

大総務第ｅ－３号
「公」・大総務第ｅ－26
号「開」職員作成書面

市役所庁内調整欠如。大
福祉第3281号「開」（市
民の声No.７点）大健福第
4419号「理由説明書」
（大個審答申第57号）
大情審答申第332号事案の
矛盾。「大健福第6515号
（発行は法令外）

福祉局、総務局の保有と
は、矛盾。
市民局の保有とは矛盾。
（大市民第5302号「不」
非公開付記。）
※「権利の濫用」は、職
員の怠慢に寄る職権濫用

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成26年４月
２日付け大総
務第ｅ－６号

補正依頼に対する回答なし
平成26年５月
12日付け大総
務第ｅ－38号

大総務第ｅ－３号
「公」・大総務第ｅ－26
号「開」職員作成書面

市役所庁内調整欠如。大情審答申第
332号事案の矛盾。福祉局、総務局の
保有とは、矛盾。市民局の保有とは矛
盾。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であるため、平成26年４
月２日付けで補正を求めたと
ころ、補正に対する回答書の
提出がないことから、大阪市
個人情報保護条例第46条第２
項に規定された申出要件を満
たしていないと認められるた
め

平成26年５月
19日

（明確性有る客観的理解得る作成義務
負う）
答申第332号「件」　Ａの他法件関係
Ｂ消費者件　Ｃ弁護士件
Ａ大健福第5580号「不非公開」件、大
健福第6290号「不非公開」件、大福祉
第1371号「不非公開」件、大福祉第
1951号「不非公開」件、大福祉第2026
号「不非公開」件、大生保生第778号
「不非公開」件、大生保生第574号
「不非公開」件、大市民第6127号「不
非公開」件
Ｂ大市民第5022号「不非公開」件、大
市民第5023号「不非公開」件、大市民
第5024号「不非公開」件、大市民第
5142号「不非公開」件、大市民第5148
号「不非公開」件、大市民第5149号
「不非公開」件
Ｃ大市民第6148号「不非公開」件、大
市民第6005号「不非公開」件、大市民
第6014号「不非公開」件

30
平成26年度
諮問受理第41
号

平成26年６月
26日付け大総
務第ｅ－94号

平成26年４月
11日

大総務第ｅ－26号（ｅ－
３号）「開示」する作成
書面
※職員作成書面（公開す
る配付した作成書面）
本書面は、所管見解否定
する所管外の職員まと
め！！

書面上の「人権啓発セン
ターの人権相談する弁護
士の回答」を不満に考え
る職員が事実。大市民第
6016号「公」

大市民第6110号「各弁護
士記録票」と相違。
職員は、弁護士見解（回
答）を争っている。大市
民第6151号「不非公開」
添付。Ｈ25．11／５付
「○○弁護士」見解共有
欠く！！

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成26年５月
１日付け大総
務第ｅ－33号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年５月
19日付け大総
務第ｅ－42号

大総務第ｅ－26号（ｅ－
３号）「開示」する作成
書面
※職員作成書面
（公開する配付した作成
書面）

書面上の「人権啓発センターの人権相
談する弁護士の回答」を不満に考える
職員が事実。
大市民第6110号「各弁護士記録票」と
相違。
職員は、弁護士見解（回答）を争って
いる。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成26
年５月１日付けで補正を求め
たところ、同月７日付けで申
出人から補正に応じない旨の
回答があり、大阪市個人情報
保護条例第46条第２項に規定
された申出要件を満たしてい
ないと認められるため

平成26年５月
23日

大総務第ｅ－３号「件」は、答申第
332号「件」一致欠く。市民局調整欠
如。→大市民第6277号「不非開示」件
大総務第ｅ－３号「個人情報」は、ｅ
－９号（ｅ－26号）決定事項から、ｅ
－３、ｅ－26号の個人情報ｅ－９号
（ｅ－26、ｅ－３号）の堂々巡り。
「個人」件の大個審答申件不明。
答申第332号「大市民6418・6005・
6014号（不非公開）」件は、弁護士回
答の法的根拠欠如示すものより、「不
服申立て」実施が、批判（本件）は、
「行政不服審査法」逸脱。「教示」の
元実施を中傷。（「不服申立可教示）
○○弁護士「個人情報把握不足」明
示。○○弁護士は、答申相違。○○弁
護士　被告京都市件は、○○弁護士見
解相違。遠視メガネ件は、「社発第
727号」相違。生保教示件は、答申相
違。

31
平成26年度
諮問受理第43
号

平成26年７月
８日付け大市
民消費第78号

平成25年12月
３日

○○「消費者相談記録」

「あっせん」有・無の事
業者答弁相違。
事業者は、「あっせん」
否定する判決有。

大市民第6110号「○○弁
護士記録票」（6137号）
とうり、「あっせん」不
明如く、「消極的」職員
行為。
※状況判断応じて、判決
出す。

大阪市消費者
センター

平成26年３月
20日付け大市
民第5267号

【是正の申出の趣旨】
大市民第6139号「開」（○○弁護士）は、「あっせ
ん」及び腰見解。○○弁護士見解は、事業者主張一
致。
○○は、「裁判」上の「あっせん」否定有。
【是正の申出の理由】
他法の件は、「職員まとめ」（大市民第6121号
「開」具体性欠く）とうり、「弁護士の見解」まと
めた記録要す。（調整）
又、大情審答申事案は、「不非公開」（何の判断も
欠く）理由説明書有。「具体性欠く」条例違反。

平成26年３月
31日付け大市
民第5273号

○○「消費者相談記録」

「あっせん」有・無の事業者答弁相
違。
事業者は、「あっせん」否定する判決
有。
大市民第6139号「開」（○○弁護士）
は、「あっせん」及び腰見解。○○弁
護士見解は、事業者主張一致。

是正の措置は講じない
（理由）
取扱是正申出書に記載された
内容が不明確であるため、平
成26年３月20日付けで補正を
求めたところ、同月27日付け
で補正依頼に対する回答書が
提出されたが、当該回答書の
内容では、是正請求に係る是
正申出の趣旨及び理由も不明
確であることから、そもそも
是正の必要性を判断すること
ができないため。

平成26年４月
11日

不明確は、「あっせん」有・無であ
る。「偏見だ」
「何度も説明」するが、「あっせん否
定」した○○の裁判答弁有。事実確認
を怠る不作為による怠慢続く消費者セ
ンターは、「本人からの収集」原則の
個人情報保護条例反す。単に、「事業
者」擁護する違反。大市民第6137号
「○○弁護士相談記録票」（あっせん
及び腰）は、弁護士の見解。
大市民第5302号「不」非公開は、○○
弁護士「判然としない」見解一致。
又、「公益通報した通知書」（個別判
断ケースｂｙケース主張）平成21年２
月３日付分は、消費者センター見解。
条例第50条反す。

9



是正の申出に係る保有個人情
報を取り扱う事務の名称及び
内容その他保有個人情報を特

定するに足りる事項

是正の申出の趣旨 是正の申出の理由

（し）
再調査申出

年月日

（す）
再調査の申出を

する理由

（か）
補正依頼

（き）
補正依頼に
対する回答

（く）
通知

（け）
是正申出に係る
保有個人情報

（こ）
是正の申出の内容

（さ）
是正の申出に対する

処理の内容

（お）
担当

項
番

（あ）
諮問受理番号

（い）
諮問

（う）
是正申出
年月日

（え）

32
平成26年度
諮問受理第44
号

平成26年７月
８日付け大市
民消費第80号

平成25年12月
３日

○○「消費者相談記録」
占い業の信用性不明。単
に消費者騙すのは、占い
詐欺「霊感商法」値す。

○○弁護士記録票（大市
民第6110・6137号）とう
り、条例第18条「著し
く」判然としない為、本
件の判然要す。
※大阪市消費者保護条例

大阪市消費者
センター

平成26年３月
20日付け大市
民第5268号

【是正の申出の趣旨】
○○副参事（当時）の確認した「返金」事実は無
く、○○が「偽証」した。
○○弁護士相談記録票の検討せよ。（調整）
【是正の申出の理由】
事業者が、契約消費者に、不実行為（記録上有）
は、消費者契約法第４・10条等々の違反を検討すべ
きが、消費者センターの責務に考える。
「具体性」（行政の見解）有る記録改善求める。

平成26年３月
31日付け大市
民第5274号

○○「消費者相談記録」

占い業の信用性不明。不非公開「理由
説明書」有。単に消費者騙すのは、占
い詐欺「霊感商法」値す。
○○副参事（当時）の確認した「返
金」事実は無く、○○が「偽証」し
た。

是正の措置は講じない
（理由）
取扱是正申出書に記載された
内容が不明確であるため、平
成26年３月20日付けで補正を
求めたところ、同月27日付け
で補正依頼に対する回答書が
提出されたが、当該回答書の
内容では、是正請求に係る是
正申出の趣旨及び理由も不明
確であることから、そもそも
是正の必要性を判断すること
ができないため。

平成26年４月
11日

「事業者の返金する」回答を私は、不
知（私は、聞いていない）。
「事業者」←→「消費者センター」の
確認事項を当人知る事無い限り、「事
実関係」不明。「不明確」なのは、消
費者センターである。
「返金」欠如する事実を否定するな
ら、「事業者」への事実確認行い、
「不作為」解消せよ。「事業者」擁護
する職員行為明確。
国は、「非科学的」否定。⁽科学的⁾立
証すべきが、行政機関。＜偏見だ＞
個人情報保護条例第50条実施欠如する
主張認めず。

33
平成26年度
諮問受理第45
号

平成26年７月
11日付け大市
第12号

平成26年５月
７日

大市第47号「開」
※「組織パフォーマン
ス」とは、情報共有必要
不可欠。
（「生野区」の無作為見
なす）→ＣＷ見解根拠欠
如。

事実関係欠如。市政改革
プラン基本編相違有
大情審答申第332号別表
２・４・７「不」非公開
大生保生分・大市民分
大市「不」非公開分

人事担当へ連絡再三する
（6208-8000番オペ窓口）
も、「拒否」から、条例
第６条「本人から収集」
拒否続くが、答申事案と
の「整合性」欠如の「事
実」より、「不」非公
開・非開示との因果関係
欠如も有。大福祉第3281
号「開」（市民の声６
点）・大政第ｅ－43号
「開」（市民の声12点）

市政改革室総
合調整担当

平成26年５月
30日付け大市
第５号

補正依頼に対する回答なし
平成26年６月
13日付け大市
第7号

大市第47号「開」

事実関係欠如。市政改革プラン基本編
相違有。大情審答申第332号別表２・
４・７「不」非公開（大生保生分　大
市民分）大市「不」非公開分。
人事担当へ連絡再三する（6208-8000
番オペ窓口）も、「拒否」から、条例
第６条「本人から収集」拒否続くが、
答申事案との「整合性」欠如の「事
実」より、「不」非公開・非開示との
因果関係欠如も有。大福祉第3281号
「開」（市民の声６点）・大政第ｅ－
43号「開」（市民の声12点）

是正の措置は講じない
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であるため、平成26年５
月30日付けで補正を求めたと
ころ、補正に対する回答書の
提出がないことから、大阪市
個人情報保護条例第46条第２
項に規定された申出要件を満
たしていないと認められるた
め

平成26年７月
３日

大福祉第3281号「開（市民の声６
点）」件の保護課見解相違。（1001-
11239-001-01・1101-10570-001-01・
1201-11353-001-01・1101-10043-001-
01・1101-11589-001-02・1220-20116-
001-01）※大福祉第3570号「不非公
開」件（神経症の事例欠如）
「福祉のあらまし」自立支援医療部分
各年度版の「告示」。
大健こ第258・273・580・145号「不非
公開」件
こ健第1366号「不非公開」件、医看第
1462・2057・2280号「不非公開」件
社援第3281号「公」件、2768号「不
（受付番号1254・1255号）」件、
2983・1533号「不非公開」件、大福祉
第2023号「公」件・大生保生第578号
「公」件同一件
市民の声No.1001-12776-001-01・
1319-20010-001-01見解、〃108号「不
非開示」件

34
平成26年度
諮問受理第55
号

平成26年８月
４日付け大生
総第104号

平成26年５月
７日

大生総第52（84）号
「開」する「職員聴き取
り記録」内容。
（市民の声No.1001-
12322-001-02、1101－
10829-001-01生活支援
は、「申出者が、通院さ
れていない事実を知りま
せんでした」謝罪理由
有。）
（上記）は、是正理由一
つとして、区回答表示す
る。

「公益通報した通知書」
（通知書Ａ「大生総第106
号調査資料」）「大阪弁
護士会からの調査協力方
依頼に対する平成23年11
月11日及び平成24年９月
26日付回答書」大生保生
第952号「開」（Ｈ25．
11．15）
市民の声No.1001-12322-
001-02、1101-10829-001-
01（生野区生活支援）

大健福第6151号「公」
（○○職員「想像」の○
○ＣＷ発行主張、○○職
員「思い込み」○○ＣＷ
発行
大個審答申第55・57号・
大生保生第251号「不」非
開（理由説明書大生保生
第556号）は。大個審69号
発行
大生保生第1262号「不」
非開示（Ｈ25．２／18）
理由欠如。大生保生第399
号「不承認」は、法第123
号主張は、大生保生第
1440号「不」非開示相違
（大生保生第1085・
1099・1170号「公」）

生野区役所総
務課

平成28年５月
16日付け大生
総第65号

補正依頼に対する回答なし
平成26年６月
11日付け大生
総第74号

大生総第52（84）号開示
する「職員聴き取り記
録」内容。

「公益通報した通知書」（通知書Ａ
「大生総第106号調査資料」）
「大阪弁護士会からの調査協力方依頼
に対する平成23年11月11日及び平成24
年９月26日付回答書」大生保生第952
号「開」
市民の声No.1001-12322-001-02、
1101-10829-001-01（生野区生活支
援）
大健福第6151号「公」（○○職員「想
像」の○○ＣＷ発行主張、○○職員
「思い込み」○○ＣＷ発行
大個審答申第55・57号・大生保生第
251号「不」非開（理由説明書大生保
生第556号）は、大個審69号大生保生
第399号「不承認」法第50条項主張
は、法第50条２項「医療担当規定」主
張
大生保生第1262号「不」非開示（Ｈ
25．２／18）理由欠如。大生保生第
399号「不承認」は、法第123号主張
は。大生保生第1440号「不」非開示相
違（大生保生第1085・1099・1170号
「公」）

取扱是正申出書の記載内容で
は、是正の申出に係る保有個
人情報の取り扱いに関し、大
阪市個人情報保護条例第６条
から14条までのどの規定に違
反しているのかが明らかでな
く、また是正措置の内容や是
正申出の理由欄が明確かつ具
体的でないため、平成26年５
月16日に補正を依頼したが、
回答期限である５月30日まで
に補正依頼に対する回答書の
提出がなく、是正すべき内容
を判断できないため、是正の
措置は講じない。

平成26年７月
３日

「レセプト」点検から、「重度かつ継
続する高額治療者」認めるもの欠如。
Ｈ19．12月「レセプト」は、Ｈ20．３
／25「医療要否意見書」具体化するの
に、「一定以上の症状有する、治療の
必要な方」認定基準の可否判明。しか
し。「生野区」決定除外から、「不
知」承知の元、６・７貼る行為。６・
７貼るもの私の分欠如。「神経症」末
受診続く私の法的根拠欠如する「不非
開示」続く為、「不存在」（無い）の
裁量権は無く、６・７貼る私の個人情
報を特定欠く限り、違法性否定出来
ず。大生保生第559・1056・1057・
1085・1086・1099・1170・1168・
1236・1263・1265・1294・131・
1314・1317「公」件

35
平成26年度
諮問受理第56
号

平成26年８月
４日付け大生
保生第548号

平成26年５月
７日

大福祉第4869号「決定
書」（ケース記録票は、
「レセプト」では、無
い）
大生保生第161号「決定
書」（ケース記録票は、
「レセプト」では、無
い）
大生保生第825号「理由説
明書」（通知上③ア主
張）は、大生保生第648号
「不非公開」有③ア６・
７事例欠如
（法第４条は、医療扶助
の検討より、無診療不
可）

「レセプト」欠如する
６・７指導（発行）は、
違反。（大健福第1916
号）
大生支第470号「不非開
示」（他法活用検討依頼
通知は、欠如）
上記は、請求時の「保
有」欠如は、平成21年度
欠如より、Ｈ19年12月分
除外。

Ｈ19年12月「レセプト」
非該当は大健福第1916号
（局指導）大生支第470号
「不非開示（大個審第57
号）」
大福祉第3285号「不非開
示」・大生保生第1396・
1397・1398・15・16・
17・27号「不非開示」の
大健福第1918号「国指
導」違反。

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成28年５月
27日付け大生
保生第228号

補正依頼に対する回答なし
平成26年６月
24日付け大生
保生第366号

大福祉第4869号「決定
書」（ケース記録票は、
「レセプト」では、無
い）
大生保生第161号「決定
書」（ケース記録票は、
「レセプト」では、無
い）
大生保生第825号「理由説
明書」（通知上③ア主
張）は、大生保生第648号
「不非公開」有③ア６・
７事例欠如（法第４条
は、医療扶助の検討よ
り、無診療不可）

「レセプト」欠如する６・７指導（発
行）は、違反。（大健福第1916号）大
生支第470号「不非開示」（他法活用
検討依頼通知は、欠如）上記は、請求
時の「保有」欠如は、平成21年度欠如
より、Ｈ19年12月分除外。Ｈ19年12月
「レセプト」非該当は大健福第1916号
（局指導）大生支第470号「不非開示
（大個審第57号）」　大福祉第3285号
「不非開示」・大生保生第1396・
1397・1398・15・16・17・27号「不非
開示」の大健福第1918号「国指導」違
反。

取扱是正申出書の記載内容で
は、是正の申出に係る保有個
人情報の取り扱いに関し、大
阪市個人情報保護条例第６条
から14条までのどの規定に違
反しているのかが明らかでな
く、また是正措置の内容や是
正申出の理由欄が明確かつ具
体的でないため、平成26年５
月27日に補正を依頼したが、
回答期限である６月９日まで
に補正依頼に対する回答書の
提出がなく、是正すべき内容
を判断できないため、是正の
措置は講じない。

平成26年７月
３日

大生支第470号「不非開示（社援保発
第0929003号・社援指発第0929001号基
づく、他法活用検討依頼通知欠如）」
件
平成19年12月「診療報酬明細書」医師
回答書６・７貼るものは、他法活用欠
如する自立支援医療の扱い否認。
「大生保生第189号」件※「ケース記
録票（Ｈ20．４／１）」
生野区生活支援が、自立支援医療見解
するもの前記「レセプト」は、自立支
援医療可能回答否認する「申請」欠如
の「一慣性」信義則義務負う。「補正
依頼」応じる義務は無い。

10



是正の申出に係る保有個人情
報を取り扱う事務の名称及び
内容その他保有個人情報を特

定するに足りる事項

是正の申出の趣旨 是正の申出の理由

（し）
再調査申出

年月日

（す）
再調査の申出を

する理由

（か）
補正依頼

（き）
補正依頼に
対する回答

（く）
通知

（け）
是正申出に係る
保有個人情報

（こ）
是正の申出の内容

（さ）
是正の申出に対する

処理の内容

（お）
担当

項
番

（あ）
諮問受理番号

（い）
諮問

（う）
是正申出
年月日

（え）

36
平成26年度
諮問受理第57
号

平成26年８月
４日付け大生
保生第550号

平成26年５月
７日

大生保生第39号「決定
書」（答申第272号６・７
行政指導根拠「不」主張
大生保生第67号「決定
書」（調査するもの「調
査後」開示は、理不尽主
張）発行を回答の主張す
る因果関係逆転。
「行政指導」（発行）
は、法令規定基づく。法
的根拠より、法的解釈
「見解」要す。

「個人」件の主張（生野
区）は、全世界中一致す
るべきもの。「第12章」
（ＩＣＤ10）は、国連保
健機構ＷＨＯ作成。
厚生労働省ＨＰ上の「自
立支援医療の概要」国の
見解は、第12章。

大生保生第1055・1057・
1085・1086・1099・
1170・1313・1317・
1168・1263・1265・1294
号「公」件の中、「自立
支援医療の概要」主張。
大生保生第860・950・
1396・1397・1398・15・
16・17・27号「不非開
示」件

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成28年５月
27日付け大生
保生第229号

補正依頼に対する回答なし
平成26年６月
24日付け大生
保生第367号

大生保生第39号「決定
書」（答申第272号６・７
行政指導根拠「不」主張
大生保生第67号「決定
書」（調査するもの「調
査後」開示は、理不尽主
張）発行を回答の主張す
る因果関係逆転。
（発行）「行政指導」
は、法令規定基づく。法
的根拠より、法的解釈
「見解」要す。

「個人」件の主張（生野区）は、全世
界中一致するべきもの。「第12章」
（ＩＣＤ10）は、国連保健機構ＷＨＯ
作成。厚生労働省ＨＰ上の「自立支援
医療の概要」国の見解は、第12章。
大生保生第1055・1057・1085・1086・
1099・1170・1313・1317・1168・
1263・1265・1294号「公」件の中、
「自立支援医療の概要」主張。
大生保生第860・950・1396・1397・
1398・15・16・17・27号「不非開示」
件

取扱是正申出書の記載内容で
は、是正の申出に係る保有個
人情報の取り扱いに関し、大
阪市個人情報保護条例第６条
から14条までのどの規定に違
反しているのかが明らかでな
く、また是正措置の内容や是
正申出の理由欄が明確かつ具
体的でないため、平成26年５
月27日に補正を依頼したが、
回答期限である６月９日まで
に補正依頼に対する回答書の
提出がなく、是正すべき内容
を判断できないため、是正の
措置は講じない。

平成26年７月
３日

大生支第470号「不非開示（社援保発
第0929003号・社援指発第0929001号基
づく、他法活用検討依頼通知欠如）」
件
平成19年12月「診療報酬明細書」医師
回答書６・７貼るものは、他法活用欠
如する自立支援医療の扱い否認。
「大生保生第189号」件※「ケース記
録票（Ｈ20．４／１）」
生野区生活支援が、自立支援医療見解
するもの前記「レセプト」は、自立支
援医療可能回答否認する「申請」欠如
の「一慣性」信義則義務負う。「補正
依頼」応じる義務は無い。

37
平成26年度
諮問受理第58
号

平成26年８月
４日付け大生
保生第552号

平成24年９月
４日

答申第318号は、事実誤認
有る為、別紙３点とう
り、「来庁」を窓口請求
とすべき。
市民の声回答は、個人情
報で有る。

理由説明書「大生保生第
614」が、虚為記載を意見
書に供述を無視した。
（市民を否定）

来庁を窓口請求と供述し
ている点
市政参画目的から逸脱す
る。（不信要因）

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成24年９月
26日付け大生
保生第631号

補正に応じない旨の回答あり
平成24年10月
25日付け大生
保生第749号

答申第318号は、事実誤認
有る為、別紙３点とう
り、「来庁」を窓口請求
とすべき。市民の声回答
は、個人情報で有る。

理由説明書「大生保生第614」が、虚
為記載を意見書に供述を無視した。
（市民を否定）

保有個人情報が特定されてお
らず、是正の申出の趣旨及び
是正の申出の理由が明確かつ
具体的ではないため、是正の
申出に対する補正依頼をお願
いしましたが、平成24年10月
13日に請求者から補正に応じ
ない旨の意思表示があったた
め、是正処理を行うことがで
きません。

平成26年７月
３日

答申第318号上は、市民の声「来庁」
否認。
第４章（社発第727号）第３－10急迫
保護等々から、「医療券」持参強調す
る○○書面は、不当行為。ＣＷの一方
から、「医療券」欠如も治療（受診）
可能は、明白。
数日間の受診不可は、人権問題示す。
※「来庁」（連絡）否認なら、交付拒
否する理由欠如した「答申」件
○○書面が、具体化するのは、「裁量
権」濫用である。
私は、「不要に」自動発券・息子は、
「必要に」発券拒否「医療扶助」件の
差別化具現化する。
「他法」件は、保護中主張から、本件
「保護中」拒否する○○主張！

38
平成26年度
諮問受理第85
号

平成26年10月
２日付け大生
保生第863号

平成26年７月
３日

大生保生第67号「決定
書」
○○ＣＷの憶測たる「主
観」の偏見「治療中」思
い込む！

回答を調査理由決定は、
果を因示す本末転倒。
（因果関係欠如
大福祉第3281号「市民の
声６点」1001-11239-001-
01、1101-10043-001-01、
1101-10570-001-01、
1101-11589-001-02、
1201-11353-001-01、
1220-20116-001-01

大生保生第251号「不非開
示（医療担当規定理由欠
如）」件、大生保生第
1398号「〃（法第50条根
拠欠如）」件は、本件
「決定書」主張相違す
る。大生保生第27号「不
非開示」件有。

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成26年７月
17日付け大生
保生第466号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年８月
14日付け大生
保生第617号

大生保生第67号「決定
書」

○○ＣＷの憶測たる「主観」の偏見
「治療中」思い込む！
回答を調査理由決定は、果を因示す本
末転倒。（因果関係欠如
大福祉第3281号「市民の声６点」
1001-11239-001-01、1101-10043-001-
01、1101-10570-001-01、1101-11589-
001-02、1201-11353-001-01、1220-
20116-001-01
大生保生第251号「不非開示（医療担
当規定理由欠如）」件、大生保生第
1398号「〃（法第50条根拠欠如）」件
は、本件「決定書」主張相違する。大
生保生第27号「不非開示」件有。

取扱是正申出書の記載内容で
は、是正の申出に係る保有個
人情報の取り扱いに関し、大
阪市個人情報保護条例第６条
から14条までのどの規定に違
反しているのかが明らかでな
く、また是正措置の内容や是
正申出の理由欄が明確かつ具
体的でないため、平成26年７
月17日に補正を依頼したが、
７月30日に補正依頼応じない
旨の回答書が提出されたの
で、是正すべき内容を判断で
きないため、是正の措置は講
じない。

平成26年８月
29日

生活保護法第４条「他法優先」規定
は、他法支払うべく、保護費要しての
事態可能故、私は、「受診しておら
ず」通院治療欠如明白な「ケース記録
票」（Ｈ20．４／１）有り、大福祉第
3281号「市民の声６点回答」見解有。
「ＩＣＤ－10」Ｆ４類は、治療必要不
可欠とする私の場合「通知書Ａ」大生
総第106号調査資料とうりの大生保生
第451号「ケース記録票（Ｈ20．４／
１）様に。通院欠如前提の治療欠如続
き、完治？有り得ず。
医療券末使用発行続けるのは、生野区
生活支援判断６・７貼る判断したの
は、○○ＣＷ。但し、判断根拠不明。

39
平成26年度
諮問受理第86
号

平成26年10月
２日付け大生
保生第865号

平成26年７月
３日

大生保生第235・236・296
号「開却」件（Ｈ26．５
／29）①
〃241号「利停却下」件
（Ｈ26．５／29）②
〃242・243号「公却（権
利の濫用）」（Ｈ26．５
／29）③
〃188・271・272号「不非
開示」件（Ｈ26．５／
29）④
（余りにも、相変わらず
の「意思疎通」欠如か
ら、答申第272号「見解
（判然としない）」示す

「補正依頼」趣旨の保有
特定する目的逸脱した開
示拒否行為。
「利用」目的欠如する法
的根拠は、「申請」欠
如。※末受診
大健こ第258・580号「不
非公開」件から、６・７
貼る「神経症」可は違
法。

大生保生第251・1398号
「不非開示」件（法第50
条理由欠如）大生支第470
号「不非開示」件（Ｈ
22．２／17）請求時点
で、「Ｈ19．12月診療報
酬明細書（レセプト）」
見解が、「非該当者」扱
い明確。①②④「神経
症」除外する大健こ第
258・580号「不非公開」
件から③違法。

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成26年７月
17日付け大生
保生第467号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年８月
14日付け大生
保生第618号

大生保生第235・236・296
号「開却」件（Ｈ26．５
／29）①
〃241号「利停却下」件
（Ｈ26．５／29）②
〃242・243号「公却（権
利の濫用）」（Ｈ26．５
／29）③
〃188・271・272号「不非
開示」件（Ｈ26．５／
29）④

（余りにも、相変わらずの「意思疎
通」欠如から、答申第272号「見解
（判然としない）」示す「補正依頼」
趣旨の保有特定する目的逸脱した開示
拒否行為。「利用」目的欠如する法的
根拠は、「申請」欠如。※末受診
大健こ第258・580号「不非公開」件か
ら、６・７貼る「神経症」可は違法。
大生保生第251・1398号「不非開示」
件（法第50条理由欠如）大生支第470
号「不非開示」件（Ｈ22．２／17）請
求時点で、「Ｈ19．12月診療報酬明細
書（レセプト）」見解が、「非該当
者」扱い明確。①②④「神経症」除外
する大健こ第258・580号「不非公開」
件から③違法。

取扱是正申出書の記載内容で
は、是正の申出に係る保有個
人情報の取り扱いに関し、大
阪市個人情報保護条例第６条
から14条までのどの規定に違
反しているのかが明らかでな
く、また是正措置の内容や是
正申出の理由欄が明確かつ具
体的でないため、平成26年７
月17日に補正を依頼したが、
７月30日に補正依頼応じない
旨の回答書が提出されたの
で、是正すべき内容を判断で
きないため、是正の措置は講
じない。

平成26年８月
29日

生活保護法第４条「他法優先」規定
は、他法支払うべく、保護費要しての
事態可能故、私は、「受診しておら
ず」通院治療欠如明白な「ケース記録
票」（Ｈ20．４／１）有り、大福祉第
3281号「市民の声６点回答」見解有。
「ＩＣＤ－10」Ｆ４類は、治療必要不
可欠とする私の場合「通知書Ａ」大生
総第106号調査資料とうりの大生保生
第451号「ケース記録票（Ｈ20．４／
１）様に。通院欠如前提の治療欠如続
き、完治？有り得ず。
医療券末使用発行続けるのは、生野区
生活支援判断６・７貼る判断したの
は、○○ＣＷ。但し、判断根拠不明。

40
平成26年度
諮問受理第87
号

平成26年10月
２日付け大生
保生第867号

平成26年７月
３日

大生保生第1380号（Ｈ
25．３／21）他権利の濫
用31件

権利の濫用示すもの、法
律上欠如。
「改訂増補生活保護法の
解釈と運用」法第４・
25・50条部分は、生野区
「公」件反す。「神経
症」を法第50条主張分か
らず。

大福祉第3281号「市民の
声６点」見解
1001-11289-001-01、
1101-10043-001-01、
1101-10570-001-01、
1101-11589-001-02、
1201-11353-001-01、
1220-20116-001-01大生支
第470号「不非開示」件の
合致

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成27年７月
17日付け大生
保生第468号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年８月
14日付け大生
保生第619号

権利の濫用31件（内訳別
紙のとおり）

権利の濫用示すもの、法律上欠如。
「改訂増補生活保護法の解釈と運用」
法第４・25・50条部分は、生野区
「公」件反す。「神経症」を法第50条
主張分からず。
大福祉第3281号「市民の声６点」見解
1001-11289-001-01、1101-10043-001-
01、1101-10570-001-01、1101-11589-
001-02、1201-11353-001-01、1220-
20116-001-01　大生支第470号「不非
開示」件の合致

取扱是正申出書の記載内容で
は、是正の申出に係る保有個
人情報の取り扱いに関し、大
阪市個人情報保護条例第６条
から14条までのどの規定に違
反しているのかが明らかでな
く、また是正措置の内容や是
正申出の理由欄が明確かつ具
体的でないため、平成26年７
月17日に補正を依頼したが、
７月30日に補正依頼応じない
旨の回答書が提出されたの
で、是正すべき内容を判断で
きないため、是正の措置は講
じない。

平成26年８月
29日

生活保護法第４条「他法優先」規定
は、他法支払うべく、保護費要しての
事態可能故、私は、「受診しておら
ず」通院治療欠如明白な「ケース記録
票」（Ｈ20．４／１）有り、大福祉第
3281号「市民の声６点回答」見解有。
「ＩＣＤ－10」Ｆ４類は、治療必要不
可欠とする私の場合「通知書Ａ」大生
総第106号調査資料とうりの大生保生
第451号「ケース記録票（Ｈ20．４／
１）様に。通院欠如前提の治療欠如続
き、完治？有り得ず。
医療券末使用発行続けるのは、生野区
生活支援判断６・７貼る判断したの
は、○○ＣＷ。但し、判断根拠不明。

11



是正の申出に係る保有個人情
報を取り扱う事務の名称及び
内容その他保有個人情報を特

定するに足りる事項

是正の申出の趣旨 是正の申出の理由

（し）
再調査申出

年月日

（す）
再調査の申出を

する理由

（か）
補正依頼

（き）
補正依頼に
対する回答

（く）
通知

（け）
是正申出に係る
保有個人情報

（こ）
是正の申出の内容

（さ）
是正の申出に対する

処理の内容

（お）
担当

項
番

（あ）
諮問受理番号

（い）
諮問

（う）
是正申出
年月日

（え）

41
平成26年度
諮問受理第88
号

平成26年10月
２日付け大生
保生第869号

平成26年７月
３日

大生保生第87号「利停
却」件（Ｈ26．４／
21）、〃第33号「訂正不
承認」件（Ｈ24．４／
11）、〃第640号「訂正不
承認」件（Ｈ24．４／
11）（相関関係欠如）
※医師回答を有効とする
生野区生活支援主張全く
分からず！

生野区生活支援見解「該
当者」元に、自立支援医
療可能とする６・７（貼
る）行政指導実施（発
行）する法的根拠欠如。
「厚生労働省告示第158
号」法令、「社発第727
号」第４章要領

「第12章（ＩＣＤ10）」
Ｆ４「神経症性障害」
は、「神経症」とは、異
なる大健こ第258・580号
「不非公開」件（見解）
を争う６・７貼り付けた
生野区生活支援主張。※
大生保生第1099・1313・
1317・1170・1314・1265
号「公」件

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成27年７月
17日付け大生
保生第469号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年８月
14日付け大生
保生第620号

大生保生第87号「利停
却」件（Ｈ26．４／21）
〃第33号「訂正不承認」
件（Ｈ26．４／11）
〃第640号「訂正不承認」
件（Ｈ26．４／11）
（相関関係欠如）

※医師回答を有効とする生野区生活支
援主張全く分からず！生野区生活支援
見解「該当者」元に、自立支援医療可
能とする６・７（貼る）行政指導実施
（発行）する法的根拠欠如。
「厚生労働省告示第158号」法令、
「社発第727号」第４章要領
「第12章（ＩＣＤ10）」Ｆ４「神経症
性障害」は、「神経症」とは、異なる
大健こ第258・580号「不非公開」件
（見解）争う６・７貼り付けた生野区
生活支援主張。※大生保生第1099・
1313・1317・1170・1314・1265号
「公」件

取扱是正申出書の記載内容で
は、是正の申出に係る保有個
人情報の取り扱いに関し、大
阪市個人情報保護条例第６条
から14条までのどの規定に違
反しているのかが明らかでな
く、また是正措置の内容や是
正申出の理由欄が明確かつ具
体的でないため、平成26年７
月17日に補正を依頼したが、
７月30日に補正依頼応じない
旨の回答書が提出されたの
で、是正すべき内容を判断で
きないため、是正の措置は講
じない。

平成26年８月
29日

生活保護法第４条「他法優先」規定
は、他法支払うべく、保護費要しての
事態可能故、私は、「受診しておら
ず」通院治療欠如明白な「ケース記録
票」（Ｈ20．４／１）有り、大福祉第
3281号「市民の声６点回答」見解有。
「ＩＣＤ－10」Ｆ４類は、治療必要不
可欠とする私の場合「通知書Ａ」大生
総第106号調査資料とうりの大生保生
第451号「ケース記録票（Ｈ20．４／
１）様に。通院欠如前提の治療欠如続
き、完治？有り得ず。
医療券末使用発行続けるのは、生野区
生活支援判断６・７貼る判断したの
は、○○ＣＷ。但し、判断根拠不明。

42
平成26年度
諮問受理第89
号

平成26年10月
２日付け大生
保生第871号

平成26年７月
３日

大生保生第189号・190
号・361号・362号・363
号・364号計７件不整合
○○診療所の診療状況回
答書（６・７貼り付け）
「診療報酬明細書」
「ケース記録票（Ｈ20．
４／１）

「診療報酬明細書（レセ
プト）」規定する「社援
保発第0929003号・社援指
発第0929001号」

厚生労働省告示第158号
（Ｈ18．３／29）法令
は、「重度かつ継続する
高額治療者」規定（一定
以上症状有す治療必要な
方）「神経症」規定欠如
「大健こ第258・580号不
非公開」件

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成27年７月
17日付け大生
保生第470号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年８月
14日付け大生
保生第621号

大生保生第189号　190号
361号　362号　363号
364号　計７件不整合
○○診療所の診療状況回
答書（６・７貼り付け）
「診療報酬明細書」
「ケース記録票（Ｈ20．
４／１）　365号「不非開
示」

「診療報酬明細書（レセプト）」規定
する「社援保発第0929003号・社援指
発第0929001号」
厚生労働省告示第158号（Ｈ18．３／
29）法令は、「重度かつ継続する高額
治療者規定（一定以上症状有す治療必
要な方）「神経症」規定欠如「大健こ
第258・580号不非公開」件

取扱是正申出書の記載内容で
は、是正の申出に係る保有個
人情報の取り扱いに関し、大
阪市個人情報保護条例第６条
から14条までのどの規定に違
反しているのかが明らかでな
く、また是正措置の内容や是
正申出の理由欄が明確かつ具
体的でないため、平成26年７
月17日に補正を依頼したが、
７月30日に補正依頼応じない
旨の回答書が提出されたの
で、是正すべき内容を判断で
きないため、是正の措置は講
じない。

平成26年８月
29日

生活保護法第４条「他法優先」規定
は、他法支払うべく、保護費要しての
事態可能故、私は、「受診しておら
ず」通院治療欠如明白な「ケース記録
票」（Ｈ20．４／１）有り、大福祉第
3281号「市民の声６点回答」見解有。
「ＩＣＤ－10」Ｆ４類は、治療必要不
可欠とする私の場合「通知書Ａ」大生
総第106号調査資料とうりの大生保生
第451号「ケース記録票（Ｈ20．４／
１）様に。通院欠如前提の治療欠如続
き、完治？有り得ず。
医療券末使用発行続けるのは、生野区
生活支援判断６・７貼る判断したの
は、○○ＣＷ。但し、判断根拠不明。

43
平成26年度
諮問受理第90
号

平成26年10月
２日付け大生
保生第873号

平成26年７月
３日

「権利の濫用」件大生保
生第544号「公却」　768
号「公却」　36号「公
却」　1420号「公却」
462号「公却」　769号
「公却」　37号「公却」
18号「公却」　692号「公
却」　770号「公却」　38
号「公却」　90号「公
却」　19号「公却」　30
号「公却」　726号「公
却」　772号「公却」
1370号「公却」　31号
「公却」　766号「公却」
909号「公却」　1399号
「公却」

こころの健康センター見
解は、「法律第123号」見
解であり、生野区生活支
援争えず。

大生保生第1055・1057・
1085・1086・1099・
1170・1168・1263・
1265・1294・1313・
1314・1317号「公」件
は、「神経症」は、自立
支援医療該当する他法可
能の決定事項

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成27年７月
17日付け大生
保生第471号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年８月
14日付け大生
保生第622号

「権利の濫用」件大生保
生第544号「公却」　462
号「公却」　692号「公
却」　726号「公却」
766号「公却」　768号
「公却」　769号「公却」
770号「公却」　772号
「公却」　909号「公却」
36号「公却」　37号「公
却」　38号「公却」　90
号「公却」　1370号「公
却」　1399号「公却」
1400号「公却」　18号
「公却」　19号「公却」
30号「公却」　31号「公
却」

こころの健康センター見解は、「法律
第123号」見解であり、生野区生活支
援争えず。
大生保生第1055・1057・1085・1086・
1099・1170・1168・1263・1265・
1294・1313・1314・1317号「公」件
は、「神経症」は、自立支援医療該当
する他法可能の決定事項

取扱是正申出書の記載内容で
は、是正の申出に係る保有個
人情報の取り扱いに関し、大
阪市個人情報保護条例第６条
から14条までのどの規定に違
反しているのかが明らかでな
く、また是正措置の内容や是
正申出の理由欄が明確かつ具
体的でないため、平成26年７
月17日に補正を依頼したが、
７月30日に補正依頼応じない
旨の回答書が提出されたの
で、是正すべき内容を判断で
きないため、是正の措置は講
じない。

平成26年８月
29日

生活保護法第４条「他法優先」規定
は、他法支払うべく、保護費要しての
事態可能故、私は、「受診しておら
ず」通院治療欠如明白な「ケース記録
票」（Ｈ20．４／１）有り、大福祉第
3281号「市民の声６点回答」見解有。
「ＩＣＤ－10」Ｆ４類は、治療必要不
可欠とする私の場合「通知書Ａ」大生
総第106号調査資料とうりの大生保生
第451号「ケース記録票（Ｈ20．４／
１）様に。通院欠如前提の治療欠如続
き、完治？有り得ず。
医療券末使用発行続けるのは、生野区
生活支援判断６・７貼る判断したの
は、○○ＣＷ。但し、判断根拠不明。

44
平成26年度
諮問受理第91
号

平成26年10月
２日付け大生
保生第875号

平成26年７月
３日

大生保生第867号「公却」
（特定不可） 880号「開
却」（〃） 899号「公
却」 （〃） 955号「公
却」（〃） 大生総第88号
「開却」（〃） 大生保生
第525号「開却」（〃）
大生保生第526号「開却」
（特定不可）  527号「開
却」（〃）  528号「開
却」（〃）  581号「開
却」（〃）  582号「開
却」（〃）  583号「開
却」（〃）  637号「公
却」（〃）  809号「開
却」（〃）  1176号「訂
却」（〃） 1252号「開
却」（〃）

特定可」の請求事項
「レセプト」「医療要否
意見書」
再診の件は、「レセプ
ト」有。

「社援保発第0929003号・
社援指発第0929001号」
「社発第727号」第２・第
７・第３
「厚生労働省告示第158
号」（法令）、法第７・
34条（法律第144号）

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成27年７月
17日付け大生
保生第472号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年８月
14日付け大生
保生第623号

大生保生第867号「公却」
(特定不可) 880号「開
却」(〃) 899号「公却」
(〃) 955号「公却」(〃)
大生総第88号「開却」
(〃) 大生保生第525号
「開却」(〃) 大生保生第
526号「開却」(特定不可)
527号「開却」(〃)  528
号「開却」(〃)  581号
「開却」(〃)  582号「開
却」(〃)  583号「開却」
(〃)  637号「公却」(〃)
809号「開却」(〃)  1176
号「訂却」(〃) 1252号
「開却」(〃)

「特定可」の請求事項　「レセプト」
「医療要否意見書」
再診の件は、「レセプト」有。
「社援保発第0929003号・社援指発第
0929001号」「社発第727号」第２・第
７・第３　「厚生労働省告示第158
号」（法令）、法第７・34条（法律第
144号）

取扱是正申出書の記載内容で
は、是正の申出に係る保有個
人情報の取り扱いに関し、大
阪市個人情報保護条例第６条
から14条までのどの規定に違
反しているのかが明らかでな
く、また是正措置の内容や是
正申出の理由欄が明確かつ具
体的でないため、平成26年７
月17日に補正を依頼したが、
７月30日に補正依頼に応じな
い旨の回答書が提出されたの
で、是正すべき内容を判断で
きないため、是正の措置は講
じない。

平成26年８月
29日

生活保護法第４条「他法優先」規定
は、他法支払うべく、保護費要しての
事態可能故、私は、「受診しておら
ず」通院治療欠如明白な「ケース記録
票」（Ｈ20．４／１）有り、大福祉第
3281号「市民の声６点回答」見解有。
「ＩＣＤ－10」Ｆ４類は、治療必要不
可欠とする私の場合「通知書Ａ」大生
総第106号調査資料とうりの大生保生
第451号「ケース記録票（Ｈ20．４／
１）様に。通院欠如前提の治療欠如続
き、完治？有り得ず。
医療券末使用発行続けるのは、生野区
生活支援判断６・７貼る判断したの
は、○○ＣＷ。但し、判断根拠不明。

45
平成26年度
諮問受理第92
号

平成26年10月
２日付け大生
保生第877号

平成26年７月
31日

大生保生第443号「○○診
療所の診療状況回答書」
〃445号「〃」
〃451号「受診無く、自立
支援医療見合わす」ケー
ス記録票Ｈ20．３／31、
４／１
444・446・448・449・450
号「不非開示」件、418・
419・420・463号「公却」
件（権利の濫用）

こ健第1366－３号「不非
公開」件（Ｈ26．７／
22）※「社保第136号」
大健こ第258・580号「不
非公開」件（Ｈ24．９／
６・Ｈ25．３／８）
第12章所属マニュアル大
阪市総合福祉システム
「ＩＣＤ－10」

６・７（貼）見解の生野
区生活支援「法第50条
（医療担当規定）」行政
指導に従え実施する行政
文書は、実施機関の法的
責務示す。大福祉第3281
号「市民の声６点（回
答）」

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成27年８月
７日付け大生
保生第573号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年８月
21日付け大生
保生第637号

大生保生第443号「○○診
療所の診療状況回答書」
〃445号「〃」
〃451号「受診無く、自立
支援医療見合わす」
ケース記録票Ｈ20．３／
31、４／１
444・446・448・449・450
号「不非開示」件、
418・419・420・463号
「公却」件（権利の濫
用）

こ健第1366－３号「不非公開」件（Ｈ
26、７／22）※「社保第136号」
大健こ第258・580号「不非公開」件
（Ｈ24，９／６，Ｈ25，３／８）
第12章所属マニュアル大阪市総合福祉
システム「ＩＣＤ－10」
６・７（貼）見解の生野区生活支援
「法第50条（医療担当規定）」行政指
導に従え実施する行政文書は、実施機
関の法的責務示す。大福祉第3281号
「市民の声６点（回答）」

取扱是正申出書の記載内容で
は、是正の申出に係る保有個
人情報の取り扱いに関し、大
阪市個人情報保護条例第６条
から14条までのどの規定に違
反しているのかが明らかでな
く、また是正措置の内容や是
正申出の理由欄が明確かつ具
体的でないため、平成26年８
月７日に補正を依頼したが、
８月12日に補正依頼に応じな
いとする回答があった。ま
た、回答書の余白に記載が
あったが、その内容も不明確
なものであり、是正すべき内
容を判断できないため、是正
の措置は講じない。

平成26年８月
29日

生活保護法第４条「他法優先」規定
は、他法支払うべく、保護費要しての
事態可能故、私は、「受診しておら
ず」通院治療欠如明白な「ケース記録
票」（Ｈ20．４／１）有り、大福祉第
3281号「市民の声６点回答」見解有。
「ＩＣＤ－10」Ｆ４類は、治療必要不
可欠とする私の場合「通知書Ａ」大生
総第106号調査資料とうりの大生保生
第451号「ケース記録票（Ｈ20．４／
１）様に。通院欠如前提の治療欠如続
き、完治？有り得ず。
医療券末使用発行続けるのは、生野区
生活支援判断６・７貼る判断したの
は、○○ＣＷ。但し、判断根拠不明。

12



是正の申出に係る保有個人情
報を取り扱う事務の名称及び
内容その他保有個人情報を特

定するに足りる事項

是正の申出の趣旨 是正の申出の理由

（し）
再調査申出

年月日

（す）
再調査の申出を

する理由

（か）
補正依頼

（き）
補正依頼に
対する回答

（く）
通知

（け）
是正申出に係る
保有個人情報

（こ）
是正の申出の内容

（さ）
是正の申出に対する

処理の内容

（お）
担当

項
番

（あ）
諮問受理番号

（い）
諮問

（う）
是正申出
年月日

（え）

46
平成26年度
諮問受理第119
号

平成26年11月
14日付け大政
第ｅ－61号

平成26年７月
14日

「開示請求却下決定通知
書」大政第ｅ－10号（Ｈ
26．５／30）
「開示請求却下決定通知
書」大政第ｅ－18号（Ｈ
26．７／４）

○○代理は、「申出者さ
んの市民の声請求は、取
り扱わない」主張から、
Ｈ25．４／１着任～今日
まで、「拒否」続く。
市民の声回答「申出者
様」は、審議会様「理由
説明書」不一致の違法。

○○代理の主張根拠請
求。保有情報題目不知の
私に補正依頼以前の情報
提供「保有提示」欠如す
る不利益。記者会見当室
（当時）の道義的責任負
う。

政策企画室市
民情報部広聴
担当

平成26年７月
25日付け大政
第ｅ－22号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年８月
20日付け大政
第ｅ－30号

「開示請求却下決定通知
書」大政第ｅ－10号（Ｈ
26．５／30）
「開示請求却下決定通知
書」大政第ｅ－18号（Ｈ
26．７／４）

○○代理は、「申出者さんの市民の声
請求は、取り扱わない」主張から、Ｈ
25．４／１着任～今日まで、「拒否」
続く。
市民の声回答「申出者様」は、審議会
様「理由説明書」不一致の違法。
○○代理の主張根拠請求。保有情報題
目不知の私に補正依頼以前の情報提供
「保有提示」欠如する不利益。記者会
見当室（当時）の道義的責任負う。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成26
年７月25日付けで補正を求め
たところ、同年８月４日付け
で申出人から補正依頼に応じ
ない旨の回答があり、大阪市
個人情報保護条例第46条第２
項に規定された申出要件を満
たしていないと認められるた
め

平成26年10月
23日

市民の声No.1306-20012-001-01（Ｈ
25．５／２人事室）、大政第249・
329・330・400・401号「市民の声回答
類５冊の大政第ｅ－43号「市民の声12
点保護課見解の回答」（上記抜粋）
大福祉第3281号「市民の声６点保護課
○○回答」（上記抜粋＝５冊）
障害者総合支援法（旧障害者自立支援
法）※生活保護法第4条
「大生支第470号」不非開示件（Ｈ
22．２／17）（大個審答申第57号）
※福祉のあらまし（冊子）上表明有。
厚生労働省告示第158号、厚生労働省
告示第4号大政第ｅ－50号「市民局の
市民の声○○回答」（１点）件

47
平成26年度
諮問受理第120
号

平成26年11月
14日付け大政
第ｅ－62号

平成26年９月
29日

大政第249・329・330・
400・401号「市民の声」
回答

抜粋する大政第ｅ－43号
「12点」回答
ｅ－８号「24区」回答
大福祉第3281号「市民の
声」回答６点

整合性・一貫性精査要
す。※「理由説明書」※
「通報についての連絡」
相違も有。

政策企画室市
民情報部広聴
担当

平成26年10月
２日付け大政
第ｅ－40号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年10月
17日付け大政
第ｅ－55号

大政第249・329・330・
400・401号「市民の声」
回答

抜粋する大政第ｅ－43号「12点」回答
ｅ－８号「24区」回答
大福祉第3281号「市民の声」回答６点
整合性・一貫性精査要す。※「理由説
明書」※「通報についての連絡」相違
も有。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成26
年10月２日付けで補正を求め
たところ、同年10月７日付け
で申出人から補正依頼に応じ
ない旨の回答があり、大阪市
個人情報保護条例第46条第２
項に規定された申出要件を満
たしていないと認められるた
め

平成26年10月
23日

職員は、「謝罪」承知の元、本件決定
する不法行為。（大生支第470号「不
非開示」件）
大個審答申第57号（本市見解）争う違
反行為。
市民の声No.1101-20042-001-01（○
○・○○回答文）市民局
1101-10667-001-01（○○回答文）福
祉局
大福祉第3281号「市民の声６点回答文
（○○）」福祉局
大政第ｅ－43号「〃12点回答文（保護
課）」〃
ｅ－50号「〃１点回答文（人権室）」
市民局　抜粋分
市民の声No.1101-11587-001-01、
1101-12232-001-01、1306-20012-001-
01

48
平成26年度
諮問受理第123
号

平成26年11月
28日付け大総
務第ｅ－267号

平成26年７月
３日

大総務第ｅ－16号（Ｈ
25．５／16）、ｅ－119号
（Ｈ25．９／24）、ｅ－
143号（Ｈ25．10／25）、
ｅ－147号（Ｈ25．10／
30）、ｅ－164号（Ｈ25．
11／18）、ｅ－165号（Ｈ
25．11／８）、ｅ－169号
（Ｈ25．11／９）、ｅ－
212号（Ｈ25．12／27）、
ｅ－251号（Ｈ26．１／
29）、ｅ－266号（Ｈ26．
２／14）、ｅ－18号（Ｈ
26．４／11）権利の濫用
件

権利の濫用示す、法律上
根拠欠如。
→「個人」申出者への見
解示すもの特定個人との
表示。

「不」非公開件が、
「公」件相関関係欠如示
す。
「公」件は、「不非開
示」件が、因果関係欠如
示す。

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成26年７月
22日付け大総
務第ｅ－123号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年８月
15日付け大総
務第ｅ－172号

大総務第ｅ－16号（Ｈ
25．５／16）、ｅ－119号
（Ｈ25．９／24）、ｅ－
143号（Ｈ25．10／25）、
ｅ－147号（Ｈ25．10／
30）、ｅ－164号（Ｈ25．
11／18）、ｅ－165号（Ｈ
25．11／８）、ｅ－169号
（Ｈ25．11／９）、ｅ－
212号（Ｈ25．12／27）、
ｅ－251号（Ｈ26．１／
29）、ｅ－266号（Ｈ26．
２／14）、ｅ－18号（Ｈ
26．４／11）権利の濫用
件

権利の濫用示す、法律上根拠欠如。
→「個人」申出者への見解示すもの特
定個人との表示。
「不」非公開件が、「公」件相関関係
欠如示す。
「公」件は、「不非開示」件が、因果
関係欠如示す。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成26
年７月22日付けで補正を求め
たところ、同年８月４日付け
で申出人から補正に応じない
旨の回答があり、大阪市個人
情報保護条例第46条第２項に
規定された申出要件を満たし
ていないと認められるため

平成26年10月
23日

大個審答申第57号（申出者の件「不非
開示」大健福第452・454号、大生支
415・470・528号（Ｈ25．３／15）
〈大健福第6151号「決定書」（Ｈ23．
３／16）〉
大福祉第3281号「市民の声６点○○回
答」見解
大政第ｅ－43号「市民の声12点」保護
課見解の回答。
大健こ第258・145・311号「不非公
開」件（法律第123号解釈する見解。
大情審答申第272号調査資料全点の見
解「大生支第113号」不件
大情審答申第332号「大生保生第574・
604・624・778号」不件
大福祉第1371・1951・2026号「不」
件・大健福第5580・6290号「不」件
大健福第6515号「想像・思い込み」○
○・○○の発行主張件。

49
平成26年度
諮問受理第124
号

平成26年11月
28日付け大総
務第ｅ－268号

平成26年７月
３日

大総務第ｅ－58号（Ｈ
25．７／23）、ｅ－114号
（Ｈ25．９／17）、ｅ－
117号（Ｈ25．11／22）、
ｅ－237号（Ｈ26．１／
16）、ｅ－243号（Ｈ26．
１／16）、ｅ－43号（Ｈ
26．５／19）、ｅ－73号
（Ｈ25．８／１）、ｅ－
37号（Ｈ26．５／１）、
ｅ－162号（Ｈ25．11／
８）、ｅ－239号（Ｈ26．
１／16）、ｅ－240号（Ｈ
26．１／16）、ｅ－241号
（Ｈ26．１／16）、ｅ－
242号（Ｈ26．１／16）、
ｅ－264号（Ｈ26．２／
10）、ｅ－267号（Ｈ26．
２／14）「件」（15件全
部）

「福祉のあらまし」（冊
子）自立支援医療部分不
一致ｅ－類「神経症」件
「法的根拠」欠如する弁
護士の回答は大市民第
6148・6005・6014号「不
非公開」件より、「意
見」個人的。
「消費者相談記録」不一
致ｅ－類。

行政機関は、必らず、法
律上義務負い、地公法第
32条からも、職員は、法
的責務負う。「法律第123
号」から「神経症」説明
義務負う。弁護士の個人
的意見。特例法「法律第
79号」

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成26年７月
22日付け大総
務第ｅ－124号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年８月
15日付け大総
務第ｅ－173号

大総務第ｅ－58号（Ｈ
25．７／23）、ｅ－114号
（Ｈ25．９／17）、ｅ－
117号（Ｈ25．11／22）、
ｅ－237号（Ｈ26．１／
16）、ｅ－243号（Ｈ26．
１／16）、ｅ－43号（Ｈ
26．５／19）、ｅ－73号
（Ｈ25．８／１）、ｅ－
37号（Ｈ26．５／１）、
ｅ－162号（Ｈ25．11／
８）、ｅ－239号（Ｈ26．
１／16）、ｅ－240号（Ｈ
26．１／16）、ｅ－241号
（Ｈ26．１／16）、ｅ－
242号（Ｈ26．１／16）、
ｅ－264号（Ｈ26．２／
10）、ｅ－267号（Ｈ26．
２／14）「件」（15件全
部）

「福祉のあらまし」（冊子）自立支援
医療部分不一致ｅ－類「神経症」件
「法的根拠」欠如する弁護士の回答は
大市民第6148・6005・6014号「不非公
開」件より、「意見」個人的。
「消費者相談記録」不一致ｅ－類。
行政機関は、必らず、法律上義務負
い、地公法第32条からも、職員は、法
的責務負う。「法律第123号」から
「神経症」説明義務負う。弁護士の個
人的意見。特例法「法律第79号」

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成26
年７月22日付けで補正を求め
たところ、同年８月４日付け
で申出人から補正に応じない
旨の回答があり、大阪市個人
情報保護条例第46条第２項に
規定された申出要件を満たし
ていないと認められるため

平成26年10月
23日

大個審答申第57号（申出者の件「不非
開示」大健福第452・454号、大生支
415・470・528号（Ｈ25．３／15）
〈大健福第6151号「決定書」（Ｈ23．
３／16）〉
大福祉第3281号「市民の声６点○○回
答」見解
大政第ｅ－43号「市民の声12点」保護
課見解の回答。
大健こ第258・145・311号「不非公
開」件（法律第123号解釈する見解。
大情審答申第272号調査資料全点の見
解「大生支第113号」不件
大情審答申第332号「大生保生第574・
604・624・778号」不件
大福祉第1371・1951・2026号「不」
件・大健福第5580・6290号「不」件
大健福第6515号「想像・思い込み」○
○・○○の発行主張件。

13



是正の申出に係る保有個人情
報を取り扱う事務の名称及び
内容その他保有個人情報を特

定するに足りる事項

是正の申出の趣旨 是正の申出の理由

（し）
再調査申出

年月日

（す）
再調査の申出を

する理由

（か）
補正依頼

（き）
補正依頼に
対する回答

（く）
通知

（け）
是正申出に係る
保有個人情報

（こ）
是正の申出の内容

（さ）
是正の申出に対する

処理の内容

（お）
担当

項
番

（あ）
諮問受理番号

（い）
諮問

（う）
是正申出
年月日

（え）

50
平成26年度
諮問受理第125
号

平成26年11月
28日付け大総
務第ｅ－269号

平成26年７月
３日

大総務第ｅ－３・ｅ－
９・ｅ－26号「件」関係
のｅ－62・ｅ－63・ｅ－
64・ｅ－65号（Ｈ26．６
／16）「補正依頼する回
答」請求満たさず「開
却」件
「個人の識見」元知恵の
人種差別意識否定出来ず
「政令」示す！

法律上「見解」逸脱する
○○書面大総務第ｅ－
３・ｅ－26・ｅ－９号
「件」※大福祉第3281号
「市民の声６点」、大健
こ第258・273・580・145
号「不非公開」件
「回数」強調のみは、
「性質」隠ペイ工作の○
○書面。

「福祉のあらまし」自立
支援医療部分は、国の見
解。
「不非公開」件は、裁量
権欠如する具体性事案。
「法的根拠」欠如する弁
護士の回答は、「個人の
意見」。

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成26年７月
22日付け大総
務第ｅ－125号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年８月
15日付け大総
務第ｅ－174号

大総務第ｅ－３・ｅ－
９・ｅ－26号「件」関係
のｅ－62・ｅ－63・ｅ－
64・ｅ－65号（Ｈ26．６
／16）「補正依頼する回
答」請求満たさず「開
却」件
「個人の識見」元知恵の
人種差別意識否定出来ず
「政令」示す！

法律上「見解」逸脱する○○書面大総
務第ｅ－３・ｅ－26・ｅ－９号「件」
※大福祉第3281号「市民の声６点」、
大健こ第258・273・580・145号「不非
公開」件
「回数」強調のみは、「性質」隠ペイ
工作の○○書面。
「福祉のあらまし」自立支援医療部分
は、国の見解。
「不非公開」件は、裁量権欠如する具
体性事案。
「法的根拠」欠如する弁護士の回答
は、「個人の意見」。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成26
年７月22日付けで補正を求め
たところ、同年８月４日付け
で申出人から補正に応じない
旨の回答があり、大阪市個人
情報保護条例第46条第２項に
規定された申出要件を満たし
ていないと認められるため

平成26年10月
23日

大個審答申第57号（申出者の件「不非
開示」大健福第452・454号、大生支
415・470・528号（Ｈ25．３／15）
〈大健福第6151号「決定書」（Ｈ23．
３／16）〉
大福祉第3281号「市民の声６点○○回
答」見解
大政第ｅ－43号「市民の声12点」保護
課見解の回答。
大健こ第258・145・311号「不非公
開」件（法律第123号解釈する見解。
大情審答申第272号調査資料全点の見
解「大生支第113号」不件
大情審答申第332号「大生保生第574・
604・624・778号」不件
大福祉第1371・1951・2026号「不」
件・大健福第5580・6290号「不」件
大健福第6515号「想像・思い込み」○
○・○○の発行主張件。

51
平成26年度
諮問受理第126
号

平成26年11月
28日付け大総
務第ｅ－270号

平成26年７月
３日

大総務第ｅ－46号（Ｈ
25．７／３）

不」件とうり、欠如する
ものへの裁量権濫用

「不非公開」件を明示し
たｅ－３号「補正」要す
○○書面
大個審答申第57号「件」
の相関関係「具体性」要
す。

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成26年７月
22日付け大総
務第ｅ－126号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年８月
15日付け大総
務第ｅ－175号

大総務第ｅ－46号（Ｈ
25．７／３）

不」件とうり、欠如するものへの裁量
権濫用
「不非公開」件を明示したｅ－３号
「補正」要す○○書面
大個審答申第57号「件」の相関関係
「具体性」要す。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成26
年７月22日付けで補正を求め
たところ、同年８月４日付け
で申出人から補正に応じない
旨の回答があり、大阪市個人
情報保護条例第46条第２項に
規定された申出要件を満たし
ていないと認められるため

平成26年10月
23日

大個審答申第57号（申出者の件「不非
開示」大健福第452・454号、大生支
415・470・528号（Ｈ25．３／15）
〈大健福第6151号「決定書」（Ｈ23．
３／16）〉
大福祉第3281号「市民の声６点○○回
答」見解
大政第ｅ－43号「市民の声12点」保護
課見解の回答。
大健こ第258・145・311号「不非公
開」件（法律第123号解釈する見解。
大情審答申第272号調査資料全点の見
解「大生支第113号」不件
大情審答申第332号「大生保生第574・
604・624・778号」不件
大福祉第1371・1951・2026号「不」
件・大健福第5580・6290号「不」件
大健福第6515号「想像・思い込み」○
○・○○の発行主張件。

52
平成26年度
諮問受理第127
号

平成26年11月
28日付け大総
務第ｅ－271号

平成26年７月
３日

大総務第ｅ－62号（Ｈ
25．７／26）、ｅ－79号
（Ｈ25．８／16）、ｅ－
112号（Ｈ25．９／12）、
ｅ－131号（Ｈ25．10／
２）、ｅ－184号（Ｈ25．
12／６）、ｅ－261号（Ｈ
26．２／７）、ｅ－74号
（Ｈ26．６／20）
※全件「不明確」な理由
付け有り。

「特定可能」な事実関係
請求している。
保有「題目」分からず、
補正依頼回答出来ず。

「事実行為」の法令規定
するもの欠如ならば、不
当行為具体化する。答申
「件」具体化要す法的義
務有。

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成26年７月
22日付け大総
務第ｅ－127号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年８月
15日付け大総
務第ｅ－176号

大総務第ｅ－62号（Ｈ
25．７／26）、ｅ－79号
（Ｈ25．８／16）、ｅ－
112号（Ｈ25．９／12）、
ｅ－131号（Ｈ25．10／
２）、ｅ－184号（Ｈ25．
12／６）、ｅ－261号（Ｈ
26．２／７）、ｅ－74号
（Ｈ26．６／20）　※全
件「不明確」な理由付け
有り。

「特定可能」な事実関係請求してい
る。
保有「題目」分からず、補正依頼回答
出来ず。
「事実行為」の法令規定するもの欠如
ならば、不当行為具体化する。答申
「件」具体化要す法的義務有。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成26
年７月22日付けで補正を求め
たところ、同年８月４日付け
で申出人から補正に応じない
旨の回答があり、大阪市個人
情報保護条例第46条第２項に
規定された申出要件を満たし
ていないと認められるため

平成26年10月
23日

大個審答申第57号（申出者の件「不非
開示」大健福第452・454号、大生支
415・470・528号（Ｈ25．３／15）
〈大健福第6151号「決定書」（Ｈ23．
３／16）〉
大福祉第3281号「市民の声６点○○回
答」見解
大政第ｅ－43号「市民の声12点」保護
課見解の回答。
大健こ第258・145・311号「不非公
開」件（法律第123号解釈する見解。
大情審答申第272号調査資料全点の見
解「大生支第113号」不件
大情審答申第332号「大生保生第574・
604・624・778号」不件
大福祉第1371・1951・2026号「不」
件・大健福第5580・6290号「不」件
大健福第6515号「想像・思い込み」○
○・○○の発行主張件。

53
平成26年度
諮問受理第128
号

平成26年11月
28日付け大総
務第ｅ－272号

平成26年７月
14日

大総務第107号「開却」
（特定出来ず）件
〃「開却」（特定出来
ず）件
（そもその「保有」提示
欠如する補正依頼「難易
度相当高い」）

記者会見する法的責務か
ら、「答申」件の公表だ
ろうから、答申「件」特
定可能。「生野区女性」
強調する特定個人の個人
情報件主張からも法的義
務より「特定」出来る。

大市民第6277号「不非開
示（弁護士回答不満欠
如）」件、大福祉第899号
「不非開示（合致欠
如）」件、大生保生
「12」件公却（権利の濫
用）Ｈ25．３／21付同件
関係有、等々不整合。

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成26年７月
25日付け大総
務第ｅ－129号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年８月
15日付け大総
務第ｅ－177号

大総務第107号「開却」
（特定出来ず）件
大総務第108号「開却」
（特定出来ず）件
（そもその「保有」提示
欠如する補正依頼「難易
度相当高い」）

記者会見する法的責務から、「答申」
件の公表だろうから、答申「件」特定
可能。「生野区女性」強調する特定個
人の個人情報件主張からも法的義務よ
り「特定」出来る。
大市民第6277号「不非開示（弁護士回
答不満欠如）」件、大福祉第899号
「不非開示（合致欠如）」件、大生保
生「12」件公却（権利の濫用）Ｈ25．
３／21付同件関係有、等々不整合。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成26
年７月25日付けで補正を求め
たところ、同年８月４日付け
で申出人から補正に応じない
旨の回答があり、大阪市個人
情報保護条例第46条第２項に
規定された申出要件を満たし
ていないと認められるため

平成26年10月
23日

大個審答申第57号（申出者の件「不非
開示」大健福第452・454号、大生支
415・470・528号（Ｈ25．３／15）
〈大健福第6151号「決定書」（Ｈ23．
３／16）〉
大福祉第3281号「市民の声６点○○回
答」見解
大政第ｅ－43号「市民の声12点」保護
課見解の回答。
大健こ第258・145・311号「不非公
開」件（法律第123号解釈する見解。
大情審答申第272号調査資料全点の見
解「大生支第113号」不件
大情審答申第332号「大生保生第574・
604・624・778号」不件
大福祉第1371・1951・2026号「不」
件・大健福第5580・6290号「不」件
大健福第6515号「想像・思い込み」○
○・○○の発行主張件。

14



是正の申出に係る保有個人情
報を取り扱う事務の名称及び
内容その他保有個人情報を特

定するに足りる事項

是正の申出の趣旨 是正の申出の理由

（し）
再調査申出

年月日

（す）
再調査の申出を

する理由

（か）
補正依頼

（き）
補正依頼に
対する回答

（く）
通知

（け）
是正申出に係る
保有個人情報

（こ）
是正の申出の内容

（さ）
是正の申出に対する

処理の内容

（お）
担当

項
番

（あ）
諮問受理番号

（い）
諮問

（う）
是正申出
年月日

（え）

54
平成26年度
諮問受理第129
号

平成26年11月
28日付け大総
務第ｅ－273号

平成26年７月
14日

「開示請求却下決定通知
書」大総務第ｅ－19号
「〃」大総務第ｅ－20号
「〃」大総務第ｅ－21号
Ｈ26．４／21
「〃」大総務第ｅ－52号
（Ｈ26．５／26）
「公開請求却下決定通知
書」大政第ｅ－237・ｅ－
238・ｅ－239・ｅ－240号
（Ｈ24．12／３）

保有の存否分からず、決
定事項から、原則「不存
在」速やかに実施からも
明らかな、保有前提の本
件類。

意志疎通の欠如する職員
対応象徴する本件類は、
職員の「良心」疑う。悪
意からのネグレクト行為
を示す本件類。通常、市
民又は、請求者は、保有
不知故に、情報提示欠如
の請求が、不利益。

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成26年７月
25日付け大総
務第ｅ－130号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年８月
15日付け大総
務第ｅ－178号

「開示請求却下決定通知
書」大総務第ｅ－19号・
「開示請求却下決定通知
書」大総務第ｅ－20号・
「開示請求却下決定通知
書」大総務第ｅ－21号
Ｈ26．４／21
「開示請求却下決定通知
書」大総務第ｅ－52号
（Ｈ26．５／26）
「公開請求却下決定通知
書」大政第ｅ－237・ｅ－
238・ｅ－239・ｅ－240号
（Ｈ24．12／３）

保有の存否分からず、決定事項から、
原則「不存在」速やかに実施からも明
らかな、保有前提の本件類。
意志疎通の欠如する職員対応象徴する
本件類は、職員の「良心」疑う。悪意
からのネグレクト行為を示す本件類。
通常、市民又は、請求者は、保有不知
故に、情報提示欠如の請求が、不利
益。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成26
年７月25日付けで補正を求め
たところ、同年８月４日付け
で申出人から補正に応じない
旨の回答があり、大阪市個人
情報保護条例第46条第２項に
規定された申出要件を満たし
ていないと認められるため

平成26年10月
23日

大個審答申第57号（申出者の件「不非
開示」大健福第452・454号、大生支
415・470・528号（Ｈ25．３／15）
〈大健福第6151号「決定書」（Ｈ23．
３／16）〉
大福祉第3281号「市民の声６点○○回
答」見解
大政第ｅ－43号「市民の声12点」保護
課見解の回答。
大健こ第258・145・311号「不非公
開」件（法律第123号解釈する見解。
大情審答申第272号調査資料全点の見
解「大生支第113号」不件
大情審答申第332号「大生保生第574・
604・624・778号」不件
大福祉第1371・1951・2026号「不」
件・大健福第5580・6290号「不」件
大健福第6515号「想像・思い込み」○
○・○○の発行主張件。

55
平成26年度
諮問受理第130
号

平成26年11月
28日付け大総
務第ｅ－274号

平成26年７月
14日

「公開請求却下決定通知
書」大政第ｅ－280号（Ｈ
25．１／４）

○○代理は、「申出者さ
んの市民の声請求は、取
り扱わない」主張から、
Ｈ25．４／１着任～今日
まで、「拒否」続く。
市民の声回答「申出者
様」は、審議会様「理由
説明書」不一致の違法。

○○代理の主張根拠請
求。保有情報題目不知の
私に補正依頼以前の情報
提供「保有提示」欠如す
る不利益。記者会見当室
（当時）の道義的責任負
う。

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成26年７月
25日付け大総
務第ｅ－131号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年８月
15日付け大総
務第ｅ－179号

「公開請求却下決定通知
書」大政第ｅ－280号（Ｈ
25．１／４）

○○代理は、「申出者さんの市民の声
請求は、取り扱わない」主張から、Ｈ
25．４／１着任～今日まで、「拒否」
続く。
市民の声回答「申出者様」は、審議会
様「理由説明書」不一致の違法。
○○代理の主張根拠請求。保有情報題
目不知の私に補正依頼以前の情報提供
「保有提示」欠如する不利益。記者会
見当室（当時）の道義的責任負う。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成26
年７月25日付けで補正を求め
たところ、同年８月４日付け
で申出人から補正に応じない
旨の回答があり、大阪市個人
情報保護条例第46条第２項に
規定された申出要件を満たし
ていないと認められるため

平成26年10月
23日

大個審答申第57号（申出者の件「不非
開示」大健福第452・454号、大生支
415・470・528号（Ｈ25．３／15）
〈大健福第6151号「決定書」（Ｈ23．
３／16）〉
大福祉第3281号「市民の声６点○○回
答」見解
大政第ｅ－43号「市民の声12点」保護
課見解の回答。
大健こ第258・145・311号「不非公
開」件（法律第123号解釈する見解。
大情審答申第272号調査資料全点の見
解「大生支第113号」不件
大情審答申第332号「大生保生第574・
604・624・778号」不件
大福祉第1371・1951・2026号「不」
件・大健福第5580・6290号「不」件
大健福第6515号「想像・思い込み」○
○・○○の発行主張件。

56
平成26年度
諮問受理第131
号

平成26年11月
28日付け大総
務第ｅ－275号

平成26年７月
31日

大総務第ｅ－115号「決定
書」（個人情報の不一致
件）
ｅ－116号「決定書」（答
申第332号「11」ｅ－類欠
如件）
ｅ－109号「公却」（請求
要件満たさず）※通例
は、「合意」得る。
※「特定」出来ず、個人
情報の呼称する記者会見
違法。

個人情報保護条例第７
条、６・13条の「正確な
個人情報」
地法公務員法第32条「法
令尊守」※法令免責欠如
地法公務員法第28・29・
33・35条より、「合意」
要す。

「神経症（抑うつ状
態）」は、ＩＣＤ－10Ｆ
４類上欠如。
大健こ第258・580・145条
「不非公開」件（法律第
123号見解）
※大生保生「公」件違法

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成26年８月
７日付け大総
務第ｅ－168号

補正依頼に対する回答なし
平成26年８月
28日付け大総
務第ｅ－186号

大総務第ｅ－115号「決定
書」（個人情報の不一致
件）、ｅ－116号「決定
書」（答申第332号「11」
ｅ－類欠如件）、ｅ－109
号「公却」（請求要件満
たさず）※通例は、「合
意」得る。
※「特定」出来ず、個人
情報の呼称する記者会見
違法。

個人情報保護条例第７条、６・13条の
「正確な個人情報」
地法公務員法第32条「法令尊守」※法
令免責欠如
地法公務員法第28・29・33・35条よ
り、「合意」要す。
「神経症（抑うつ状態）」は、ＩＣＤ
－10Ｆ４類上欠如。
大健こ第258・580・145条「不非公
開」件（法律第123号見解）
※大生保生「公」件違法

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成26
年８月７日付けで補正を求め
たところ、補正に対する回答
書の提出がなく、大阪市個人
情報保護条例第46条第２項に
規定された申出要件を満たし
ていないと認められるため

平成26年10月
23日

大個審答申第57号（申出者の件「不非
開示」大健福第452・454号、大生支
415・470・528号（Ｈ25．３／15）
〈大健福第6151号「決定書」（Ｈ23．
３／16）〉
大福祉第3281号「市民の声６点○○回
答」見解
大政第ｅ－43号「市民の声12点」保護
課見解の回答。
大健こ第258・145・311号「不非公
開」件（法律第123号解釈する見解。
大情審答申第272号調査資料全点の見
解「大生支第113号」不件
大情審答申第332号「大生保生第574・
604・624・778号」不件
大福祉第1371・1951・2026号「不」
件・大健福第5580・6290号「不」件
大健福第6515号「想像・思い込み」○
○・○○の発行主張件。

57
平成26年度
諮問受理第165
号

平成27年１月
29日付け大市
民消費第290号

平成26年７月
31日

大市民第5265号「公却」
件（Ｈ26．３／19）
（権利の濫用を主張）

権利の濫用が「客観的理
解し得る理由」欠如。条
例上は、「〃」明示を示
す。

大情審答申第332号「不非
公開」件から裁量権欠如
の為。
地公法第32・35条とう
り、法令正しく懇切丁寧
な説明要す。

大阪市消費者
センター

平成26年９月
５日付け大市
民消費第157号

公益通報制度・情報公開制度・市民の声制度（回答
類）一慣性欠如した元での、「整合性」欠如。

平成26年９月
30日付け大市
民消費第167号

大市民第5265号「公却」
件（Ｈ26．３／29）
（権利の濫用を主張）

権利の濫用が「客観的理解し得る理
由」欠如。
↓
条例上は、「〃」明示を示す。

是正の措置は講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
内容が不明確であるため、平
成26年９月５日付けで補正を
求めたところ、同年９月９日
付けで補正依頼に対する回答
書が提出されたが、当該回答
書の内容では、是正請求に係
る是正申出の趣旨及び理由も
不明確であることから、そも
そも是正の必要性を判断する
ことができないため。

平成26年10月
23日

①大市民第6110号「○○弁護士相談記
録票」
②大市民第5302号「不非公開」件(条
例第18条「著しく」解釈出来る法的根
拠分かるもの欠如)Ｈ24．12／27
市民局の条例決定事項行政処分の整合
性欠く。
※又、引き継ぎ問題
※「職員」は地公法第32条従え。も、
一因有。
大情審答申第332号「不」件から、必
要なもの上記①のみ！
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是正の申出に係る保有個人情
報を取り扱う事務の名称及び
内容その他保有個人情報を特

定するに足りる事項

是正の申出の趣旨 是正の申出の理由

（し）
再調査申出

年月日

（す）
再調査の申出を

する理由

（か）
補正依頼

（き）
補正依頼に
対する回答

（く）
通知

（け）
是正申出に係る
保有個人情報

（こ）
是正の申出の内容

（さ）
是正の申出に対する

処理の内容

（お）
担当

項
番

（あ）
諮問受理番号

（い）
諮問

（う）
是正申出
年月日

（え）

58
平成26年度
諮問受理第166
号

平成27年２月
４日付け大総
務行第42号

平成26年11月
５日

大総務行第25号「公却
（不明）」件（Ｈ26．10
／29）

大健こ第232号「公」件
（Ｈ26．８／７）は、Ｉ
ＣＤ10決定事項より、市
ＨＰ上非公開。「福祉の
あらまし（冊子）」相反
する職員行為。先例答申
第272・332号「大健福第
6290号」不件　大福祉第
1371号「不」件・大福祉
第1951号「不」

大総務行第10・30号「Ｈ
Ｐ」件は、Ｈ26．３／15
「大個審答申第57号」整
合性無く、「通院治療無
い市民」を対象示すもの
が、ＨＰ上欠く。※補正
依頼「ＨＰ上」特定不可
能。

総務局行政部
行政課（文書
グループ）

平成26年11月
25日付け大総
務行第30号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年12月
10日付け大総
務行第37号

大総務行第25号「公却
（不明）」件（Ｈ26．10
／29）

大健こ第232号「公」件（Ｈ26．８／
７）は、ＩＣＤ10決定事項より、市Ｈ
Ｐ上非公開。「福祉のあらまし（冊
子）」相反する職員行為。先例答申第
272・332号「大健福第6290号」不件、
大福祉第1371号「不」件・大福祉第
1951号「不」
大総務行第10・30号「ＨＰ」件は、Ｈ
26．３／15「大個審答申第57号」整合
性無く、「通院治療無い市民」を対象
示すものが、ＨＰ上欠く。※補正依頼
「ＨＰ上」特定不可能。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成26
年11月25日付けで補正を求め
たところ、同月28日付けで補
正に応じない旨の回答があ
り、大阪市個人情報保護条例
第46条第２項に規定された申
出要件を満たしていないと認
められるため

平成26年12月
22日

大総務行第33号「公開請求却下決定通
知書（特定不可）」件（Ｈ26．11／
27）
障害者自立支援法（当時）解釈する見
解資料類保有欠く実施機関の越権かつ
共謀行為示すものであり、地公法第32
条違反する同法第33条違反。※達第３
号示す。（健康局見解否認は、不法行
為明白）大福祉決定事項否定の不当行
為。

59
平成26年度
諮問受理第188
号

平成27年３月
６日付け大市
民第941号

平成26年９月
18日

大市民1683号「公却」
（特定不可）件

普遍的人権
ヘイトクライム案件「前
歴・経歴問わず」件

一部の事業が、特例「免
責」許されず。
まるで、ヘイトスピーチ
次元の職員主張（人権除
外）

市民局ダイ
バーシティ推
進室人権企画
課

平成26年10月
６日付け大市
民第446号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年12月
26日付け大市
民第732号

大市民1683号「公却」
（特定不可）件

普遍的人権
ヘイトクライム案件「前歴・経歴問わ
ず」件
一部の事業が、特例「免責」許され
ず。
まるで、ヘイトスピーチ次元の職員主
張（人権除外）

是正の措置は講じない。
（理由）
保有個人情報の取扱是正申出
書に記載された内容が不明確
であったため、平成26年10月
６日付け大市民446号で補正依
頼を行ったところ、補正に応
じない旨の回答があり、ま
た、同回答書の補正後（補正
内容）に記載されている内容
からも、是正が必要な個人情
報の特定ができず、また、是
正の必要性を判断することが
できないため。

平成27年１月
13日

補正依頼全く分からず。以下は、大阪
市認識する法令類示す。
人権教育及び人権啓発の推進に関する
法律（法律第145号）
大阪市人権尊重の社会づくり条例（大
阪市条例第25号）
特例法（法律第71号）※在日コリアン
４世不就学作る免責欠く。
日本政府官報号外第135号
（S.40.12.18）
文初中第371号・厚生省文児第188号・
収婦第44号（Ｓ．30．９．30）
以上、地公法反する。
人種差別撤廃条約・子どもの権利条
約・社会権規約、自由権規約憲法第98
条２項等の免責は無い。

60
平成26年度
諮問受理第193
号

平成27年３月
10日付け大生
保生第1736号

平成26年７月
14日

「利用停止請求却下通知
書」大生保生第237号件
「〃」〃238号件
「〃」〃239号件
「〃」〃240号件

「社発第727号」第４章医
療扶助運営要領
「政府官報号外第135号
（Ｓ．40．12．18）」日
韓協定受諾する政府見解
（特別永住者は、日本人
同等扱いする　※生活保
護含む）

補正依頼の常時が、全く
分からず。通例は、「保
有提示」する補正依頼
（手引き）から、保有不
明の補正依頼は、「難易
度高く、一般市民は、不
可能」、第一、「補正せ
ずとも」生野区生活支援
承知の事。

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成27年７月
17日付け大生
保生第473号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年９月
４日付け大生
保生第729号

「利用停止請求却下通知
書」大生保生第237号件
「〃」〃238号件
「〃」〃239号件
「〃」〃240号件

「社発第727号」第４章医療扶助運営
要領
「政府官報号外第135号（Ｓ、40、
12、18）」日韓協定受諾する政府見解
（特別永住者は、日本人同等扱いする
※生活保護含む）
補正依頼の常時が、全く分からず。通
例は、「保有提示」する補正依頼（手
引き）から、保有不明の補正依頼は、
「難易度高く、一般市民は、不可
能」、第一、「補正せずとも」生野区
生活支援承知の事。

取扱是正申出書の記載内容で
は、是正の申出に係る保有個
人情報の取り扱いに関し、大
阪市個人情報保護条例第６条
から14条までのどの規定に違
反しているのかが明らかでな
く、また是正措置の内容や是
正申出の理由欄が明確かつ具
体的でないため、平成26年７
月17日に補正を依頼したが、
７月30日に補正依頼に応じな
い旨の回答書が提出されたの
で、是正すべき内容を判断で
きないため、是正の措置は講
じない。

平成26年９月
18日

大情審答申第272号「大生支第113号
（６・７押印法的根拠欠如）」件、調
査資料別表１・２の全点
大個審答申第57号「大生支第470号
（「他法活用検討依頼通知」欠如）件
（Ｈ22．２／17）
大生保生第449・501号「不非開示」件
等々の６・７押印「違法」行為に、
「権利の濫用」欠如。
※大生保生第1398・251号「不非開
示」件

61
平成26年度
諮問受理第194
号

平成27年３月
10日付け大生
保生第1738号

平成26年７月
14日

「公開請求却下決定通知
書」大生保生第332号件
「〃」〃333号件
「〃」〃334号件
「〃」〃335号件
「〃」〃336号件

大生保生第191号「開
（ケース記録票Ｈ20．３
／31・４／１）」の請求
事項「通院が無い為、自
立支援医療の申請手続き
不要ですとの貴方に回答
したとの生野区職員主
張」（通知書Ａ）

大生保生第365号「不非開
（精神通院医療確認調書
欠如）」件
大生支第470号「不非開示
（他法活用検討依頼通知
欠如）」件

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成27年７月
17日付け大生
保生第474号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年９月
４日付け大生
保生第730号

「公開請求却下決定通知
書」大生保生第332号件
「〃」〃333号件
「〃」〃334号件
「〃」〃335号件
「〃」〃336号件

大生保生第191号「開（ケース記録票
Ｈ20、３／31・４／１）」の請求事項
「通院が無い為、自立支援医療の申請
手続き不要ですとの貴方に回答したと
の生野区職員主張」（通知書Ａ）
大健福第1916号「公」件→大生保生第
365号「不非公開（精神通院医療確認
調書欠如）」件　大健福第1918号
「公」件→大生支第470号「不非開示
（他法活用検討依頼通知欠如）」件

取扱是正申出書の記載内容で
は、是正の申出に係る保有個
人情報の取り扱いに関し、大
阪市個人情報保護条例第６条
から14条までのどの規定に違
反しているのかが明らかでな
く、また是正措置の内容や是
正申出の理由欄が明確かつ具
体的でないため、平成26年７
月17日に補正を依頼したが、
７月30日に補正依頼に応じな
い旨の回答書が提出されたの
で、是正すべき内容を判断で
きないため、是正の措置は講
じない。

平成26年９月
18日

大情審答申第272号「大生支第113号
（６・７押印法的根拠欠如）」件、調
査資料別表１・２の全点
大個審答申第57号「大生支第470号
（「他法活用検討依頼通知」欠如）件
（Ｈ22．２／17）
大生保生第449・501号「不非開示」件
等々の６・７押印「違法」行為に、
「権利の濫用」欠如。
※大生保生第1398・251号「不非開
示」件

62
平成26年度
諮問受理第195
号

平成27年３月
10日付け大生
保生第1740号

平成26年７月
14日

大生保生第399号「決定
書」（平成26年７月４
日）
※「一般的な不平不満」
理由付けの却下は、
「開」件の不法性争う権
利を侵害するもので有
り、「答申」件との不整
合隠蔽行為論証「大福祉
第3281号（市民の声６点
回答）」件有。

不服申立ては、行政不服
審査法上可能であり、大
生保生第963号「開」件
（医療要否意見書４点）
が、大生保生第702・1448
号「開」件（診療状況照
会書６・７貼る）の相関
性欠如。

大生支第470号「不非開示
（他法活用検討依頼通知
欠如）」件の平成22年２
月17日期日からも明白な
「非該当者」根拠が、平
成19年12月「診療報酬明
細書（レセプト）」判断
及び大生保生第963号「４
点」判断有。

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成27年７月
17日付け大生
保生第475号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年９月
４日付け大生
保生第731号

大生保生第399号「決定
書」（平成26年７月４
日）
※「一般的な不平不満」
理由付けの却下は、
「開」件の不法性争う権
利を侵害するもので有
り、「答申」件との不整
合隠蔽行為論証「大福祉
第3281号（市民の声６点
回答）」件有。

不服申立ては、行政不服審査法上可能
であり、大生保生第963号「開」件
（医療要否意見書４点）が、大生保生
第702・1448号「開」件（診療状況照
会書６・７貼る）の相関性欠如。
大生支第470号「不非開示（他法活用
検討依頼通知欠如）」件の平成22年２
月17日期日からも明白な「非該当者」
根拠が、平成19年12月「診療報酬明細
書（レセプト）」判断及び大生保生第
963号「４点」判断有。

取扱是正申出書の記載内容で
は、是正の申出に係る保有個
人情報の取り扱いに関し、大
阪市個人情報保護条例第６条
から14条までのどの規定に違
反しているのかが明らかでな
く、また是正措置の内容や是
正申出の理由欄が明確かつ具
体的でないため、平成26年７
月17日に補正を依頼したが、
７月30日に補正依頼に応じな
い旨の回答書が提出されたの
で、是正すべき内容を判断で
きないため、是正の措置は講
じない。

平成26年９月
18日

大情審答申第272号「大生支第113号
（６・７押印法的根拠欠如）」件、調
査資料別表１・２の全点
大個審答申第57号「大生支第470号
（「他法活用検討依頼通知」欠如）件
（Ｈ22．２／17）
大生保生第449・501号「不非開示」件
等々の６・７押印「違法」行為に、
「権利の濫用」欠如。
※大生保生第1398・251号「不非開
示」件

16



是正の申出に係る保有個人情
報を取り扱う事務の名称及び
内容その他保有個人情報を特

定するに足りる事項

是正の申出の趣旨 是正の申出の理由

（し）
再調査申出

年月日

（す）
再調査の申出を

する理由

（か）
補正依頼

（き）
補正依頼に
対する回答

（く）
通知

（け）
是正申出に係る
保有個人情報

（こ）
是正の申出の内容

（さ）
是正の申出に対する

処理の内容

（お）
担当

項
番

（あ）
諮問受理番号

（い）
諮問

（う）
是正申出
年月日

（え）

63
平成26年度
諮問受理第196
号

平成27年３月
10日付け大生
保生第1742号

平成26年９月
18日

大生保生第862号「公」件
（Ｈ25．10／22）
（「権利の濫用」公却件
13枚ＨＰ分）

大情審答申第272号調査資
料別表１・２全点、特に
は、「社発第727号」第
２・第７

「他法活用検討依頼」欠
如した６・７押印する
「本人の事情聴収」欠如
は、通知違反等々

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成27年10月
２日付け大生
保生第853号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年10月
17日付け大生
保生第975号

大生保生第862号「公」件
（Ｈ25、10／22）
（「権利の濫用」公却件
13枚ＨＰ分）

大情審答申第272号調査資料別表１・
２全点、特には、「社発第727号」第
２・第７「他法活用検討依頼」欠如し
た６・７押印する「本人の事情聴収」
欠如は、通知違反等々

取扱是正申出書の記載内容で
は、是正の申出に係る保有個
人情報の取り扱いに関し、大
阪市個人情報保護条例第６条
から14条までのどの規定に違
反しているのかが明らかでな
く、また是正措置の内容や是
正申出の理由欄が明確かつ具
体的でないため、平成26年10
月２日に補正を依頼したが、
10月９日の期限までに補正依
頼に対する回答がなく、是正
すべき内容を判断できないた
め、是正の措置は講じない。

平成26年10月
23日

大情審答申第272号調査資料全点、答
申第316号調査資料全点
大個審答申第57号「大生支第470号」
不非開示件（Ｈ22．２／17）※法第４
条見解（本市）大阪市所定様式
大情審答申第332号「大生保生第574
号」不件（神経症規定欠く）
大生保生第902号「不」件（答申第345
号下ル345）「大生保生第604号」不件
（神経症欠く）「大生保生第624号」
不件（神経症欠く）
市民の声No.1101-11587-001-01（生野
区生活支援Ｈ23．８／８）
市民の声No.1101-12232-001-01（保護
課Ｈ23.11／８）
市民の声1306-20012-001-01（人事室
人事課Ｈ25．５／２）

64
平成26年度
諮問受理第197
号

平成27年３月
10日付け大生
保生第1744号

平成26年９月
29日

大生保生第525・526・
585・586・636・786号
「開却（補正依頼する回
答応じず、不明確）」件
（Ｈ26．７／31・８／
11・８／21・９／12）※
市民の声No.1101-10877-
001-01・   1101-11486-
001-01・1001-13450-001-
01
大生総第117号「開却（補
正依頼する回答応じず、
不明確）」件

生野区生活支援の「記
載」するもの特定可能。
＜特定出来ず＞不法行為
示す！
○○は、自身の作成分か
らず不当行為本件示す。

大生生第568・569号「理
由説明書」から、市民の
声回答数点有り、「補正
依頼」不法行為（不明確
主張失当）全件は、大生
保生「件」請求関係の
為、請求要件満たす。

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成26年10月
９日付け大生
保生第917号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年10月
17日付け大生
保生第976号

大生保生第525・526・
585・586・636・786号
「開却（補正依頼する回
答応じず、不明確）」
件、（Ｈ26，７／31・８
／11・８／21・９／12）
※市民の声No.1101-
10877-001-01   1101-
11486-001-01   1001-
13450-001-01
大生総第117号「開却（補
正依頼する回答応じず、
不明確）」件

生野区生活支援の「記載」するもの特
定可能。＜特定出来ず＞不法行為示
す！○○は、自身の作成分からず不当
行為本件示す。
大生生第568・569号「理由説明書」か
ら、市民の声回答数点有り、「補正依
頼」不法行為（不明確主張失当）全件
は、大生保生「件」請求関係の為、請
求要件満たす。

取扱是正申出書の記載内容で
は、是正の申出に係る保有個
人情報の取り扱いに関し、大
阪市個人情報保護条例第６条
から14条までのどの規定に違
反しているのかが明らかでな
く、また是正措置の内容や是
正申出の理由欄が明確かつ具
体的でないため、平成26年10
月９日に補正を依頼したが、
10月14日に補正依頼に応じな
い旨の回答書が提出された。
また、回答書の余白等に記載
があったが、その内容も不明
確なものであり、是正すべき
内容を判断できないため、是
正の措置は講じない。

平成26年10月
23日

大情審答申第272号調査資料全点、答
申第316号調査資料全点
大個審答申第57号「大生支第470号」
不非開示件（Ｈ22．２／17）※法第４
条見解（本市）大阪市所定様式
大情審答申第332号「大生保生第574
号」不件（神経症規定欠く）
大生保生第902号「不」件（答申第345
号下ル345）「大生保生第604号」不件
（神経症欠く）「大生保生第624号」
不件（神経症欠く）
市民の声No.1101-11587-001-01（生野
区生活支援Ｈ23．８／８）
市民の声No.1101-12232-001-01（保護
課Ｈ23.11／８）
市民の声1306-20012-001-01（人事室
人事課Ｈ25．５／２）

65
平成26年度
諮問受理第198
号

平成27年３月
12日付け大政
第ｅ－120号

平成26年12月
22日

大政第ｅ－76号「公開請
求却下決定通知書」件Ｈ
26 12／16
大政第ｅ－60・ｅ－70号
「開示請求却下決定通知
書」件 Ｈ26.11／10、12
／4
大政第ｅ－73号「決定
書」
大政第ｅ－54号「開示決
定通知書」Ｈ26.10／10

個人情報保護法違反。民
法違反。
障害者自立支援法違反。
地法公務員法違反。
医師法違反（第20条）。

大政第ｅ－43号「開示」
する市民の声回答12点
〃ｅ－50号「開示」する
市民の声回答1点の整合性
欠く「理由説明書」・
「○○（大健福第6054・
1098号）有る当局・当
区。

政策企画室市
民情報部広聴
担当

平成27年１月
９日付け大政
第ｅ－81号

補正に応じない旨の回答あり
平成27年１月
19日付け大政
第ｅ－83号

大政第ｅ－76号「公開請
求却下決定通知書」件Ｈ
26 12／16
大政第ｅ－60、ｅ－70号
「開示請求却下決定通知
書」件 Ｈ26.11／10、12
／4
大政第ｅ－73号「決定
書」
大政第ｅ－54号「開示決
定通知書」Ｈ26.10／10

個人情報保護法違反。民法違反。
障害者自立支援法違反。地法公務員法
違反。
医師法違反（第20条）。
大政第ｅ－43号「開示」する市民の声
回答12点
〃ｅ－50号「開示」する市民の声回答
1点の整合性欠く「理由説明書」・
「○○（大健福第6054・1098号）有る
当局・当区

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成27
年１月９日付けで補正を求め
たところ、同月13日付けで申
出人から補正依頼に応じない
旨の回答があり、大阪市個人
情報保護条例第46条第２項に
規定された申出要件を満たし
ていないと認められるため

平成27年２月
19日

大政第ｅ－43号「市民の声No.1101-
12345-001-01（通院がなかったという
ことですから、自立支援医療の適用の
可能性はなく、調査の必要はなかった
と考えております）回答・大福祉第
3281号（大政第249・329・330・400・
401号の抜粋６点）「市民の声
No.1101-11589-001-02（病状照会を
「使用」しているわけではありませ
ん）回答、ｅ－43号の12点・3281号の
６点は、一部抜粋（大政第249・329・
330・400・401号「開示」件存在する
市民の声回答類Ｈ21～Ｈ24年の○○・
○○・○○受付分）、又、大情審答申
第272・332・345号・316号、大個審答
申第55・57号、「他法活用検討依頼通
知」大阪市所定様式欠く大生支第470
号「不非開示」件（Ｈ22．２／17）

66
平成26年度
諮問受理第206
号

平成27年３月
19日付け大生
保生第1782号

平成26年12月
22日

大生保生第838・972・
973・974・1091・1270号
「開却（特定不可）」
件、大生保生第935・
936・972・973・974・
977・978・713号「公却
（特定不可）件
大生総第145号「公却（特
定不可）」件・大生総第
141・172号「公却（権利
の濫用）」件

障害者自立支援法違反す
る生活保護法第４条違
反。
大情審答申第272・332・
354号　医師法違反（第20
条）
大個審答申第55・57・
58・60号　民法違反。

大生保生第658・659・
660・668・669・670・
691・693・695・769・
789・790・791・793・
862・834・836・933・
934・968・969・970・
971・980・981・1067・
1068・1069・1070・
1071・1174・1175・
1176・1178・1179・
1202・1203・1235・
1236・1237・1238・
1239・1241・1242・
1276・1277・1278・
1279・1280・1281・
1282・1283号（権利の濫
用）公却件等々

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成27年１月
19日付け大生
保生第1455号

補正に応じない旨の回答あり
平成27年２月
６日付け大生
保生第1530号

大生保生第838・972・
973・974・1091・1270号
「開却（特定不可）」
件、大生保生第935・
936・972・973・974・
977・978・713号「公却
（特定不可）件、大生総
第145号「公却（特定不
可）」件・大生総第141・
172号「公却（権利の濫
用）」件

障害者自立支援法違反する生活保護法
第４条違反。
大情審答申第272・332・354号
大個審答申第55・57・58・60号
医師法違反（第20条）　民法違反。
大生保生第658・659・660・668・
669・670・691・693・695・769・
789・790・791・793・862・834・
836・933・934・968・969・970・
971・980・981・1067・1068・1069・
1070・1071・1174・1175・1176・
1178・1179・1202・1203・1235・
1236・1237・1238・1239・1241・
1242・1276・1277・1278・1279・
1280・1281・1282・1283号（権利の濫
用）公却件等々

取扱是正申出書の記載内容で
は、是正の申出に係る保有個
人情報の取り扱いに関し、大
阪市個人情報保護条例第６条
から14条までのどの規定に違
反しているのかが明らかでな
く、また是正措置の内容や是
正申出の理由欄が明確かつ具
体的でないため、平成27年１
月19日に補正を依頼したが、
１月30日に補正依頼に応じな
い旨の回答書が提出された。
また、回答書の余白等に記載
があったが、その内容も不明
確なものであり、是正すべき
内容を判断できないため、是
正の措置は講じない。

平成27年２月
19日

大生保生第251・635・636・912・
935・950・1396・1397・1398・449・
499・501・1109・1243・15・16・27・
365・188・271・272・444・448・
450・584・645・646・766・802・
803・804・806・807・812・839・
937・938・939・940・941・1066・
1247号等「不存在による非開示決定通
知書」（時系例左右）とうり、大生支
第470号「他法活用検討依頼通知」欠
如する不存在による非開示決定通知書
合致等々。※非該当者

17



是正の申出に係る保有個人情
報を取り扱う事務の名称及び
内容その他保有個人情報を特

定するに足りる事項

是正の申出の趣旨 是正の申出の理由

（し）
再調査申出

年月日

（す）
再調査の申出を

する理由

（か）
補正依頼

（き）
補正依頼に
対する回答

（く）
通知

（け）
是正申出に係る
保有個人情報

（こ）
是正の申出の内容

（さ）
是正の申出に対する

処理の内容

（お）
担当

項
番

（あ）
諮問受理番号

（い）
諮問

（う）
是正申出
年月日

（え）
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平成26年度
諮問受理第207
号

平成27年３月
19日付け大生
保生第1780号

平成26年12月
22日

大生保生第1276・1277・
1278・1279・1280・
1281・1282・1283・658・
659・660・668・669・
670・691・693・695・
769・789・790・791・
793・862・834・836・
933・934・968・969・
970・971・980・981・
1067・1068・1069・
1070・1071・1174・
1175・1176・1178・
1179・1202・1203・
1235・1236・1237・
1238・1239・1241・1242
号「公開請求却下決定通
知書」（権利の濫用）、
大生総第141・172号「公
開請求却下決定通知書」
（権利の濫用）件

障害者自立支援法違反す
る生活保護法第４条違
反。
大情審答申第272・332・
354号　民法違反。
大個審答申第55・57・
58・60号　医師法違反
（第20条）

大生保生第777・29・
120・251・701・702・
15・596・100・105・
1260・1262・1440・106・
635・636・860・897・
903・912・935・950・
1039・1113・1109・
1243・1396・1397・
1398・15・16・27・365・
188・271・272・444・
446・448・449・499・
450・501・583・584・
645・646・766・802・
803・804・806・807・
809・812・839・937・
938・939・940・941・
1066号「不非開示」件
等、大生総第153号「不非
開示」有。

生野区役所保
健福祉課（生
活支援）

平成27年１月
19日付け大生
保生第1456号

補正に応じない旨の回答あり
平成27年２月
６日付け大生
保生第1531号

大生保生第1276・1277・
1278・1279・1280・
1281・1282・1283・658・
659・660・668・669・
670・691・693・695・
769・789・790・791・
793・862・834・836・
933・934・968・969・
970・971・980・981・
1067・1068・1069・
1070・1071・1174・
1175・1176・1178・
1179・1202・1203・
1235・1236・1237・
1238・1239・1241・1242
号「公開請求却下決定通
知書」（権利の濫用）、
大生総第141・172号「公
開請求却下決定通知書」
（権利の濫用）件

障害者自立支援法違反する生活保護法
第４条違反。
大情審答申第272・332・354号
大個審答申第55・57・58・60号
民法違反。医師法違反（第20条）
大生保生第777・29・120・251・701・
702・15・596・100・105・1260・
1262・1440・106・635・636・860・
897・903・912・935・950・1039・
1113・1109・1243・1396・1397・
1398・15・16・27・365・188・271・
272・444・446・448・449・499・
450・501・583・584・645・646・
766・802・803・804・806・807・
809・812・839・937・938・939・
940・941・1066号「不非開示」件等、
大生総第153号「不非開示」有。

取扱是正申出書の記載内容で
は、是正の申出に係る保有個
人情報の取り扱いに関し、大
阪市個人情報保護条例第６条
から14条までのどの規定に違
反しているのかが明らかでな
く、また是正措置の内容や是
正申出の理由欄が明確かつ具
体的でないため、平成27年１
月19日に補正を依頼したが、
１月30日に補正依頼に応じな
い旨の回答書が提出された。
また、回答書の余白等に記載
があったが、その内容も不明
確なものであり、是正すべき
内容を判断できないため、是
正の措置は講じない。

平成27年２月
19日

大生保生第251・635・636・912・
935・950・1396・1397・1398・449・
499・501・1109・1243・15・16・27・
365・188・271・272・444・448・
450・584・645・646・766・802・
803・804・806・807・812・839・
937・938・939・940・941・1066・
1247号等「不存在による非開示決定通
知書」（時系例左右）とうり、大生支
第470号「他法活用検討依頼通知」欠
如する不存在による非開示決定通知書
合致等々。※非該当者
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平成27年度
諮問受理第１
号

平成27年４月
14日付け大人
事第１号

平成26年12月
22日

大人事第11・13号「開示
却下（特定不可）」件
Ｈ26．10／27・11／11
大人事第16・17号「公開
却下（特定不可）」件
Ｈ26．11／28

障害者自立支援法違反
（答申第272号明示）
個人情報保護法違反。民
法違反。
医師法違反（第20条）。
地方公務員法違反。

整合性欠く職員達。※市
民の声No.1316-20012-
001-01（○○・○○）回
答、1406-20010-001-01
（○○回答）、1406-
2001-001-01（○○回答）
※組織連帯責任示す。

人事室総務課
平成27年２月
９日付け大人
事第25号

補正に応じない旨の回答あり
平成27年２月
27日付け大人
事第27号

大人事第11・13号「開示
却下（特定不可）」件
Ｈ26．10／27、11／11
大人事第16・17号「公開
却下（特定不可）」件
Ｈ26．11／28

障害者自立支援法違反（答申第272号
明示）
個人情報保護法違反。民法違反。
医師法違反（第20条）。地方公務員法
違反。
整合性欠く職員達。※市民の声
No.1316-20012-001-01（○○・○○）
回答、1406-20010-001-01（○○回
答）
※組織連帯責任示す。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成27
年２月９日付けで補正を求め
たところ、同年２月19日付け
で申出人から補正に応じない
旨の回答があり、大阪市個人
情報保護条例第46条第２項に
規定された申出要件を満たし
ていないと認められるため

平成27年３月
30日

面接強要等禁止仮処分申立事件の乙第
１号証～乙第25号証。以降の提出する
「乙第26号～全点」
［服務の原則］
法令の従事「的確」行え。
※○○区長は、「最大限のパフォーマ
ンス」理由説明書（答申第332号）の
道義的責任負う（地公法第29条）
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平成27年度
諮問受理第２
号

平成27年４月
14日付け大総
務第20号

平成26年12月
22日

大総務第107・116・117・
127・75・85・86・97・99
号「公却（特定不可）」
件
大総務第82号「公却（権
利の濫用）」件

障害者自立支援法違反・
医師法違反・生活保護法
違反。
消費者契約法違反・消費
者保護法違反。
地法公務員法違反。大個
審答申第57号、大情審答
申第272号

私は、自立支援医療の取
り扱い欠く。（通院欠
く）
消費者保護欠く。個人情
報保護法
市民の権利利益欠く。公
文書管理条例　等々

総務局行政部
総務課（総務
グループ）

平成27年２月
５日付け大総
務第155号

補正に応じない旨の回答あり
平成27年２月
27日付け大総
務第162号

大総務第107・116・117・
127・75・85・86・97・99
号「公却（特定不可）」
件
大総務第82号「公却（権
利の濫用）」件

障害者自立支援法違反
消費者契約法違反・消費者保護法違反
地方公務員法違反。大個審答申第57
号、大情審答申第272号
私は、自立支援医療の取り扱い欠く。
（通院欠く）
消費者保護欠く。個人情報保護法
市民の権利利益欠く。公文書管理条例
等々

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成27
年２月９日付けで補正を求め
たところ、同年２月19日付け
で申出人から補正に応じない
旨の回答があり、大阪市個人
情報保護条例第46条第２項に
規定された申出要件を満たし
ていないと認められるため

平成27年３月
30日

面接強要等禁止仮処分申立事件の乙第
１号証～２第25号証。以降の提出する
「乙第26号～全点」
・平成26年度個人情報の適正な取扱い
に関する研修～重要管理ポイントの尊
守による漏えい等事故の抑止～
・平成26年度服務研修～風通しの良い
職場風土づくりに向けて～
・大阪市の人権行政について
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平成27年度
諮問受理第３
号

平成27年４月
14日付け大総
務第ｅ－6号

平成26年12月
22日

大総務第ｅ－294号「利用
停止請求却下決定通知
書」
大総務第ｅ－169号・ｅ－
185・ｅ－213号・ｅ－
261・ｅ－262・ｅ－295号
「開却（特定不可）
大総務第ｅ－252号「決定
書」
大総務第ｅ－240・ｅ－
245・ｅ－246・ｅ－288・
ｅ－193・ｅ－202・ｅ－
263・ｅ－264・ｅ－265・
ｅ－286・ｅ－287・ｅ－
296・大政第ｅ－238号・
ｅ－239号・ｅ－240号
「公却（特定不可）」
件、大総務第ｅ－237・ｅ
－223号・ｅ－291・ｅ－
292号「公却（権利の濫
用）」件

障害者自立支援法違反・
医師法違反・生活保護法
違反。
消費者契約法違反・消費
者保護法違反。
地法公務員法違反。大個
審答申第57号、大情審答
申第272号

私は、自立支援医療の取
り扱い欠く。（通院欠
く）
消費者保護欠く。個人情
報保護法
市民の権利利益欠く。公
文書管理条例　等々

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成27年１月
30日付け大総
務第ｅ－334号

補正に応じない旨の回答あり
平成27年３月
６日付け大総
務第ｅ－341号

大総務第ｅ－294号「利用
停止請求却下決定通知
書」
大総務第ｅ－169号・ｅ－
185・ｅ－213号・ｅ－
261・ｅ－262・ｅ－295号
「開却（特定不可）
大総務第ｅ－252号「決定
書」
大総務第ｅ－240・ｅ－
245・ｅ－246・ｅ－288・
ｅ－193・ｅ－202・ｅ－
263・ｅ－264・ｅ－265・
ｅ－286・ｅ－287・ｅ－
296・大政第ｅ－238号・
ｅ－239号・ｅ－240号
「公却（特定不可）」
件、大総務第ｅ－237・ｅ
－223号・ｅ－291・ｅ－
292号「公却（権利の濫
用）」件

障害者自立支援法違反・医師法違反・
生活保護法違反。
消費者契約法違反・消費者保護法違
反。
地法公務員法違反。大個審答申第57
号、大情審答申第272号
私は、自立支援医療の取り扱い欠く。
（通院欠く）
消費者保護欠く。個人情報保護法
市民の権利利益欠く。公文書管理条例
等々

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成27
年１月30日付けで補正を求め
たところ、同年２月９日付け
で申出人から補正に応じない
旨の回答があり、大阪市個人
情報保護条例第46条第２項に
規定された申出要件を満たし
ていないと認められるため

平成27年３月
30日

面接強要等禁止仮処分命令申立事件の
乙号証第１～２第25号証。（以降の乙
号証全点）
大阪市公文書、及び、平成26年３月12
日「意見書」添付する疏明資料100
点、等々。（条例第６条及び13条の的
確性要す）
法律上「的確」示すもの欠く。尚、無
診療診察の指導基づく本人不同意回答
を適法とする法律欠く。
市職員は、「地法公務員法第32条」従
事せよ。※「不」件での平成25年３月
21日「記者会見」する12件却下決定
「権利の濫用」。

71
平成27年度
諮問受理第37
号

平成27年６月
９日付け大総
務第ｅ－69号

平成27年２月
19日

大総務第ｅ－331号「決定
書」（開示却下）
大総務第ｅ－332号「決定
書」（利用停止却下）
大総務第ｅ－335号「開示
請求却下決定通知書」
（補正依頼）
大総務第ｅ－336号「開示
請求却下決定通知書」
（補正依頼）
大総務第ｅ－337号「利用
停止請求却下決定通知
書」（補正依頼）

非開示情報の補正依頼す
る回答求める条例第６条
～13条違反。
障害者自立支援法違反。
（私の最善の利益欠く）

大個審答申第57条（「他
法活用検討依頼通知」欠
く見解）
大情審答申第272号・332
号・345号・354・366号
通院欠く、自立支援医療
扱い出来ず。又、「申
請」欠く。

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成27年３月
６日付け大総
務第ｅ－342号

補正に応じない旨の回答あり
平成27年３月
18日付け大総
務第ｅ－347号

大総務第ｅ－331号「決定
書」（開示却下）
大総務第ｅ－332号「決定
書」（利用停止却下）
大総務第ｅ－335号「開示
請求却下決定通知書」
（補正依頼）
大総務第ｅ－336号「開示
請求却下決定通知書」
（補正依頼）
大総務第ｅ－337号「利用
停止請求却下決定通知
書」（補正依頼）

非開示情報の補正依頼する回答求める
条例第６条～13条違反。
障害者自立支援法違反。（私の最善の
利益欠く）
大個審答申第57条（「他法活用検討依
頼通知」欠く見解）
大情審答申第272号・332号・345号・
354・366号
通院欠く、自立支援医療扱い出来ず。
又、「申請」欠く。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成27
年３月６日付けで補正を求め
たところ、同月12日付けで申
出人から補正に応じない旨の
回答があり、大阪市個人情報
保護条例第46条第２項に規定
された申出要件を満たしてい
ないと認められるため

平成27年３月
30日

個人情報非開示の補正依頼する回答不
可。
大総務第ｅ-341号「取扱再調査申出」
同じく理由示す。
※保有の存否は、実施機関のみ把握か
ら、請求者不知
但し、「申立事件」から、市内情報共
有化判明する為、「整合性」有る保有
を想定する（矛盾しない）

18



是正の申出に係る保有個人情
報を取り扱う事務の名称及び
内容その他保有個人情報を特

定するに足りる事項

是正の申出の趣旨 是正の申出の理由

（し）
再調査申出

年月日

（す）
再調査の申出を

する理由

（か）
補正依頼

（き）
補正依頼に
対する回答

（く）
通知

（け）
是正申出に係る
保有個人情報

（こ）
是正の申出の内容

（さ）
是正の申出に対する

処理の内容

（お）
担当

項
番

（あ）
諮問受理番号

（い）
諮問

（う）
是正申出
年月日

（え）

72
平成27年度
諮問受理第131
号

平成27年８月
31日付け大福
祉第2008号

平成26年12月
22日

大福祉第3101号「利用停
止不承認通知書」Ｈ26．
12／12件
〃第3102号「公開請求却
下決定通知書」（権利の
濫用）Ｈ26．12／12件
大福祉第2798号「開示決
定通知書」件Ｈ26．11／
19

障害者自立支援法違反す
る生活保護法第４条違
反。
医師法違反（第20条）地
方公務員法違反。民法違
反。刑法違反。

大福祉第3281号「市民の
声回答」６点保護課（○
○）
大政第ｅ－43号「〃」12
点〃（○○）
大個審答申第57号等々、
私は自立支援医療の取り
扱い欠く（通院欠く）。

福祉局総務部
総務課

平成27年１月
19日付け大福
祉第3495号

補正に応じない旨の回答あり
平成27年２月
６日付け大福
祉第3824号

大福祉第3101号「利用停
止不承認通知書」Ｈ26．
12／12件
〃第3102号「公開請求却
下決定通知書」（権利の
濫用）Ｈ26．12／12件
大福祉第2798号「開示決
定通知書」件Ｈ26．11／
19

障害者自立支援法違反する生活保護法
第4条違反。
医師法違反（第20条）地方公務員法違
反。民法違反。刑法違反。
大福祉第3281号「市民の声回答」６点
保護課（○○）
大政第ｅ－43号「〃」12点〃（○○）
大個審答申第57号等々、私は自立支援
医療の取り扱い欠く（通院欠く）。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成27
年１月19日付けで補正を求め
たところ、同年１月30日付け
で申出人から補正に応じない
旨の回答があり、大阪市個人
情報保護条例第46条第２項に
規定された申出要件を満たし
ていないと認められるため

平成27年２月
19日

大健福第6290号「大生支第469号・生
保生73号・大生保生第218号のケース
記録票Ｈ20．3／31・4／1示す病名抑
うつ状態」ＩＣＤ－10の判定するもの
欠如見解（不非公開）件※Ｈ20～Ｈ27
「通院欠く」申出者。※大福祉第
1951・2026号「不」件（答申第332
号）大福祉第3281号「市民の声６点回
答」件、大政第ｅ－43号「福祉局回答
12点」件等回答類は「他法活用検討依
頼通知」欠く事由（答申第272号）※
大健福第6515号（答申第332号）

73
平成27年度
諮問受理第171
号

平成27年10月
23日付け大福
祉第2676号

平成27年７月
22日

大福祉第609号「開示」
（Ｈ27．５／26）
大福祉第611号「開示」
（Ｈ27．５／26）
大福祉第663号「開示」
（Ｈ27．５／27）
大福祉第748号「〃」（Ｈ
27．６／８）
大福祉第749号「〃」（Ｈ
27．６／８）
（「○○」の謝罪釈明す
る調査資料：人事担当）
※783号（Ｈ27．６／８）
1072号（Ｈ27．６／24）

疎明資料：答申第272号の
別表の２のＰ．907「第２
章－第９－２：他法によ
り医療の給付を受けてい
る被保護者の病状等の確
認について」照会。

レセプト及び医療要否意
見書の保有する生野区生
活支援は、疎明資料の矛
盾示す。

福祉局総務部
総務課

平成27年８月
３日付け大福
祉第1641号

補正に応じない旨の回答あり
平成27年８月
18日付け大福
祉第1841号

大福祉第609号「開示」
（Ｈ27．５／26）
大福祉第611号「開示」
（Ｈ27．５／26）
大福祉第663号「開示」
（Ｈ27．５／27）
大福祉第748号「〃」（Ｈ
27．６／８）
大福祉第609号「〃」（Ｈ
27．６／８）
※783号（Ｈ27．６／８）
1072号（Ｈ27．６／24）

疎明資料：答申第272号の別表の２の
Ｐ．907「第２章－第９－２：他法に
より医療の給付を受けている被保護者
の病状等の確認について」照会。
レセプト及び医療要否意見書の保有す
る生野区生活支援は、疎明資料の矛盾
示す。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成27
年８月３日付けで補正を求め
たところ、同年８月10日付け
で申出人から補正に応じない
旨の回答があり、大阪市個人
情報保護条例第46条第２項に
規定された申出要件を満たし
ていないと認められるため

平成27年９月
24日

乙第１号証から乙第201号証及び債務
者の答弁書第２回主張書面から第16回
主張書面と甲第３号証の非整合性。第
一、他法他施策の活用欠く私の場合
が、「障害者（何の基準かは、不明な
職員）」主張する職員の交付する甲第
３号証の照会理由欠く元、「ＩＣＤ－
10」示す決定事項、市民の声回答・答
申第272号別表の１、等々は、「精神
障害者」示している。個人情報保護条
例の原則「正確な個人情報」規定。

74
平成27年度
諮問受理第172
号

平成27年10月
23日付け大福
祉第2678号

平成27年７月
22日

大情審答申第332号：大健
福第6290号「不存在」非
公開件、大福祉第1951号
「不存在」非公開件、大
福祉第2026号「不存在」
非公開件、大生保生第
574・604・624号「不存
在」非公開件
※「ＩＣＤ－10」見解。
※「法第50条」見解。

大健福第6054（1098）号
「○○」調査資料：本人
作成Ｈ22．５／20
※大健福第4090号
大生総第84・52号「○
○」調査資料：総務課作
成

疎明資料：第２章－第９
－２（Ｐ．907）※答申第
272号の別表２：診療状況
について（照会）
大個審答申第69・72号の
同事案：「神経症」該当
する主張。

福祉局総務部
総務課

平成27年８月
３日付け大福
祉第1642号

補正に応じない旨の回答あり
平成27年８月
18日付け大福
祉第1842号

大情審答申第332号：大健
福第6290号「不存在」非
公開件、大福祉第1951号
「不存在」非公開件、大
福祉第2026号「不存在」
非公開件、大生保生第
574・604・624号「不存
在」非公開件
※「ＩＣＤ－10」見解。
※「法第50条」見解。

大健福第6054（1098）号「○○」調査
資料：本人作成Ｈ22．５／20
※大健福第4090号
大生総第84・52号「○○」調査資料：
総務課作成
疎明資料：第２章－第９－２（Ｐ．
907）※答申第272号の別表２：診療状
況について（照会）
大個審答申第69・72号の同事案：「神
経症」該当する主張。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成27
年８月３日付けで補正を求め
たところ、同年８月10日付け
で申出人から補正に応じない
旨の回答があり、大阪市個人
情報保護条例第46条第２項に
規定された申出要件を満たし
ていないと認められるため

平成27年９月
24日

乙第１号証から乙第201号証及び債務
者の答弁書第２回主張書面から第16回
主張書面と甲第３号証の非整合性。第
一、他法他施策の活用欠く私の場合
が、「障害者（何の基準かは、不明な
職員）」主張する職員の交付する甲第
３号証の照会理由欠く元、「ＩＣＤ－
10」示す決定事項、市民の声回答・答
申第272号別表の１、等々は、「精神
障害者」示している。個人情報保護条
例の原則「正確な個人情報」規定。

75
平成27年度
諮問受理第173
号

平成27年10月
23日付け大福
祉第2680号

平成27年７月
29日

大福祉第663号「開示」
（Ｈ27．５／27）※広聴
電話録（甲18号証）
大福祉第609号「開示」
（Ｈ27．５／26）※「陳
述書」の証拠欠く不存在
決定。
大福祉第611号「開示」
（Ｈ27．５／26）※答申
第345号の論難：大福祉第
3188号
大福祉第748号「開示」
（Ｈ27．６／８）※照会
必要：末受診の元。
大福祉第749号「開示」
（Ｈ27．６／８）※照会
不要：末受診の元。

疎明資料：第２章－第９
－２（Ｐ．709）※答申第
272号の別表の２、自立支
援医療制度の概要（国の
ＨＰ）

大個審答申第55号、57号
等の債務者の乙第１号証
から乙第201号証及び、答
弁書、第２回主張書面か
ら第16回主張書面、債務
者の甲第14・15・22号
証。

福祉局総務部
総務課

平成27年８月
６日付け大福
祉第1678号

補正に応じない旨の回答あり
平成27年８月
19日付け大福
祉第1854号

大福祉第663号「開示」
（Ｈ27．５／27）※広聴
電話録（甲18号証）
大福祉第609号「開示」
（Ｈ27．５／26）※「陳
述書」の証拠欠く不存在
決定。
大福祉第611号「開示」
（Ｈ27．５／26）※答申
第345号の論難：大福祉第
3188号
大福祉第748号「開示」
（Ｈ27．６／８）※照会
必要：未受診の元。
大福祉第749号「開示」
（Ｈ27．６／８）※照会
不要：未受診の元。

疎明資料：第２章－第９－２（Ｐ．
709）※答申第272号の別表の２、自立
支援医療制度の概要（国のＨＰ）
大個審答申第55号、57号等の債務者の
乙第１号証から乙第201号証及び、答
弁書、第２回主張書面から第16回主張
書面、債務者の甲第14・15・22号証。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成27
年８月６日付けで補正を求め
たところ、同年８月10日付け
で申出人から補正に応じない
旨の回答があり、大阪市個人
情報保護条例第46条第２項に
規定された申出要件を満たし
ていないと認められるため

平成27年９月
24日

乙第１号証から乙第201号証及び債務
者の答弁書第２回主張書面から第16回
主張書面と甲第３号証の非整合性。第
一、他法他施策の活用欠く私の場合
が、「障害者（何の基準かは、不明な
職員）」主張する職員の交付する甲第
３号証の照会理由欠く元、「ＩＣＤ－
10」示す決定事項、市民の声回答・答
申第272号別表の１、等々は、「精神
障害者」示している。個人情報保護条
例の原則「正確な個人情報」規定。

76
平成27年度
諮問受理第174
号

平成27年10月
23日付け大福
祉第2682号

平成27年７月
29日

面談強要等禁止仮処命令
申立事件：平成27年第○
○号の甲第15号証：○○
「陳述書」

事実関係欠く、疎明資
料：P907の第２章－第９
－２答申第272号の別表の
２と甲第３号証。答申資
料の否定示す○○職員主
張。※照会基準の否認。

債務者の乙第1号証から乙
第201号証及び、答弁書、
第２回主張書面から第16
回主張書面。

福祉局総務部
総務課

平成27年８月
６日付け大福
祉第1677号

補正に応じない旨の回答あり
平成27年８月
19日付け大福
祉第1855号

面談強要等禁止仮処分命
令申立事件：平成27年第
○○号の甲第15号証：○
○「陳述書」

事実関係欠く、疎明資料：P907の第２
章－第９－２答申第272号の別表の２
と甲第３号証。答申資料の否定示す○
○職員主張。※照会基準の否認。
債務者の乙第1号証から乙第201号証及
び、答弁書、第２回主張書面から第16
回主張書面。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成27
年８月６日付けで補正を求め
たところ、同年８月10日付け
で申出人から補正に応じない
旨の回答があり、大阪市個人
情報保護条例第46条第２項に
規定された申出要件を満たし
ていないと認められるため

平成27年９月
24日

乙第１号証から乙第201号証及び債務
者の答弁書第２回主張書面から第16回
主張書面と甲第３号証の非整合性。第
一、他法他施策の活用欠く私の場合
が、「障害者（何の基準かは、不明な
職員）」主張する職員の交付する甲第
３号証の照会理由欠く元、「ＩＣＤ－
10」示す決定事項、市民の声回答・答
申第272号別表の１、等々は、「精神
障害者」示している。個人情報保護条
例の原則「正確な個人情報」規定。

77
平成27年度
諮問受理第178
号

平成27年10月
26日付け大政
第ｅ－211号

平成27年７月
17日

大政第ｅ－78号「開示」
(平成27年６月23日)平成
21年度の市民の声回答
類：情報公開室10件、生
野区役所（総務課・生活
支援）90件、市民局18
件、福祉局47件※公益通
報の通知書との矛盾示
す。

性質異なる複数件の関連
事項より多岐渡る複数職
は疎明資料：第２章－第
９－２（Ｐ．907）の合点
する回答欠く。乙第１号
証から乙第201号証（面談
強要等仮処分命令申立事
件）

平成21年度版の大阪市生
活保護の基礎知識のＰ．
907の第２章－第９：他法
により医療の給付を受け
ている被保護者の病状等
の確認について※私の場
合矛盾（真逆の為）

政策企画室市
民情報部広聴
担当

平成27年７月
23日付け大政
第ｅ－115号

補正に応じない旨の回答あり
平成27年８月
７日付け大政
第ｅ－142号

大政第ｅ－78号「開示」
(平成27年６月23日)平成
21年度の市民の声回答
類：情報公開室10件、生
野区役所（総務課・生活
支援）90件、市民局18
件、福祉局47件※公益通
報の通知書との矛盾示
す。

性質異なる複数件の関連事項より多岐
渡る複数職は疎明資料：第２章－第９
－２（Ｐ．907）の合点する回答欠
く。乙第１号証から乙第201号証（面
談強要等仮処分命令申立事件）
平成21年度版の大阪市生活保護の基礎
知識のＰ．907の第２章－第９：他法
により医療の給付を受けている被保護
者の病状等の確認について※私の場合
矛盾（真逆の為）

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成27
年７月23日付けで補正を求め
たところ、同月29日付けで申
出人から補正依頼に応じない
旨の回答があり、大阪市個人
情報保護条例第46条第２項に
規定された申出要件を満たし
ていないと認められるため

平成27年９月
24日

乙第１号証から乙第201号証及び債務
者の答弁書第２回主張書面から第16回
主張書面と甲第３号証の非整合性。第
一、他法他施策の活用欠く私の場合
が、「障害者（何の基準かは、不明な
職員）」主張する職員の交付する甲第
３号証の照会理由欠く元、「ＩＣＤ－
10」示す決定事項、市民の声回答・答
申第272号別表の１、等々は、「精神
障害者」示している。個人情報保護条
例の原則「正確な個人情報」規定。

19



是正の申出に係る保有個人情
報を取り扱う事務の名称及び
内容その他保有個人情報を特

定するに足りる事項

是正の申出の趣旨 是正の申出の理由

（し）
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（け）
是正申出に係る
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（こ）
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（お）
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項
番

（あ）
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（う）
是正申出
年月日

（え）

78
平成27年度
諮問受理第180
号

平成27年10月
26日付け大政
第ｅ－213号

平成27年７月
29日

面談強要等禁止仮処分命
令申立事件：平成27年第
○号の甲第18号証：○○
「陳述書」、甲第19号
証、甲第20号証の契約関
係除く。

事実関係示す客観的証拠
物件欠く：疎明資料※第
２章－第9の２（Ｐ．
907）（答申第272号の別
表の２）
契約関係は、本市と当
社、市民と当社ではな
い。

債務者の乙第１号証か
ら、乙第201号証及び、答
弁書、第２回主張書面か
ら第16回主張書面。

政策企画室市
民情報部広聴
担当

平成27年８月
７日付け大政
第ｅ－141号

補正に応じない旨の回答あり
平成27年８月
25日付け大政
第ｅ－163号

面談強要等禁止仮処分命
令申立事件：平成27年第
○号の甲第18号証：○○
「陳述書」、甲第19号
証、甲第20号証の契約関
係除く。

事実関係示す客観的証拠物件欠く：疎
明資料※第２章－第9の２（Ｐ．907）
（答申第272号の別表の２）契約関係
は、本市と当社、市民と当社ではな
い。
債務者の乙第１号証から、乙第201号
証及び、答弁書、第２回主張書面から
第16回主張書面。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成27
年８月７日付けで補正を求め
たところ、同月11日付けで申
出人から補正依頼に応じない
旨の回答があり、大阪市個人
情報保護条例第46条第２項に
規定された申出要件を満たし
ていないと認められるため

平成27年９月
24日

乙第１号証から乙第201号証及び債務
者の答弁書第２回主張書面から第16回
主張書面と甲第３号証の非整合性。第
一、他法他施策の活用欠く私の場合
が、「障害者（何の基準かは、不明な
職員）」主張する職員の交付する甲第
３号証の照会理由欠く元、「ＩＣＤ－
10」示す決定事項、市民の声回答・答
申第272号別表の１、等々は、「精神
障害者」示している。個人情報保護条
例の原則「正確な個人情報」規定。

79
平成27年度
諮問受理第197
号

平成27年11月
11日付け大総
務監第59号

平成27年７月
17日

大総務監第54号「通知書
Ａ」事案

疎明資料（Ｐ．907）：大
阪市生活保護の基礎知識
平成21年度版第２章－第
９－２他法により医療の
給付を受けている被保護
者の病状等の確認につい
て

疎明資料とうり、他法受
診中の事実欠く私の場
合。

総務局監察部
監察課

平成27年８月
７日付け大総
務監第32号

補正に応じない旨の回答あり
平成27年９月
１日付け大総
務監第40号

大総務監第54号「通知書
Ａ」事案

疎明資料（Ｐ．907）：大阪市生活保
護の基礎知識平成21年度版第２章－第
９－２他法により医療の給付を受けて
いる被保護者の病状等の確認について
疎明資料とうり、他法受診中の事実欠
く私の場合。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成27
年８月７日付けで補正を求め
たところ、同月11日付けで申
出人から補正に応じない旨の
回答があり、大阪市個人情報
保護条例第46条第２項に規定
された申出要件を満たしてい
ないと認められるため

平成27年９月
24日

乙第１号証から乙第201号証及び債務
者の答弁書第２回主張書面から第16回
主張書面と甲第３号証の非整合性。第
一、他法他施策の活用欠く私の場合
が、「障害者（何の基準かは、不明な
職員）」主張する職員の交付する甲第
３号証の照会理由欠く元、「ＩＣＤ－
10」示す決定事項、市民の声回答・答
申第272号別表の１、等々は、「精神
障害者」示している。個人情報保護条
例の原則「正確な個人情報」規定。

80
平成27年度
諮問受理第198
号

平成27年11月
11日付け大総
務監第61号

平成27年７月
22日

大総務監第９号「開示」
（生野区事案：他法他施
策の活用する為の照会）
※７／９の○○職員他１
名の実施時の理由示し
た。

疎明資料：答申第272号の
別表の２のＰ．907の第２
章－第９－２「他法によ
り医療の給付を受けてい
る被保護者の病状等の確
認について」

他法受診中の被保護者の
照会基準を他法活用する
為の可否照会する生野区
矛盾示す。

総務局監察部
監察課

平成27年８月
７日付け大総
務監第33号

補正に応じない旨の回答あり
平成27年９月
１日付け大総
務監第41号

大総務監第９号「開示」
（生野区事案：他法他施
策の活用する為の照会）

疎明資料：答申第272号の別表の２の
Ｐ．907の第２章－第９－２「他法に
より医療の給付を受けている被保護者
の病状等の確認について」
他法受診中の被保護者の照会基準を他
法活用する為の可否照会する生野区矛
盾示す。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成27
年８月７日付けで補正を求め
たところ、同月11日付けで申
出人から補正に応じない旨の
回答があり、大阪市個人情報
保護条例第46条第２項に規定
された申出要件を満たしてい
ないと認められるため

平成27年９月
24日

乙第１号証から乙第201号証及び債務
者の答弁書第２回主張書面から第16回
主張書面と甲第３号証の非整合性。第
一、他法他施策の活用欠く私の場合
が、「障害者（何の基準かは、不明な
職員）」主張する職員の交付する甲第
３号証の照会理由欠く元、「ＩＣＤ－
10」示す決定事項、市民の声回答・答
申第272号別表の１、等々は、「精神
障害者」示している。個人情報保護条
例の原則「正確な個人情報」規定。

81
平成27年度
諮問受理第199
号

平成27年11月
19日付け大総
務第ｅ－193号

平成27年５月
１日

大総務行第ｅ－３・ｅ－
26・ｅ－９号「○○」件
条例第13条の欠いた作
成。

大生生第568号実施機関理
由説明書（大個審第57
号）大生保生第539号実施
機関理由説明書（答申第
316号）「ケース記録票」
平成20年４月１日※部
分、乙第30・106号証。

大個審答申第72号は、
「事実示すもの」と有る
が、「ケース記録票」平
成20年４月１日の※部分
は、明確な事実から、職
員が不知有り得ずの「Ｉ
ＣＤ－10」乙第７・34・
36・13・15号証答申類
（272・294・332・345・
381号、等）

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成27年８月
７日付け大総
務第ｅ－120号

補正に応じない旨の回答あり
平成27年９月
９日付け大総
務第ｅ－148号

大総務行第ｅ－３・ｅ－
26・ｅ－９号「○○」件
条例第13条の欠いた作
成。

大生生第568号実施機関理由説明書
（大個審第57号）大生保生第539号実
施機関理由説明書（答申第316号）
「ケース記録票」平成20年４月１日※
部分、乙第30・106号証。
大個審答申第72号は、「事実示すも
の」と有るが、「ケース記録票」平成
20年４月１日の※部分は、明確な事実
から、職員が不知有り得ずの「ＩＣＤ
－10」乙第７・34・36・13・15号証答
申類（272・294・332・345・381号、
等）

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成27
年８月７日付けで補正を求め
たところ、同月19日付けで申
出人から補正に応じない旨の
回答があり、大阪市個人情報
保護条例第46条第２項に規定
された申出要件を満たしてい
ないと認められるため

平成27年９月
24日

乙第１号証から乙第201号証及び債務
者の答弁書第２回主張書面から第16回
主張書面と甲第３号証の非整合性。第
一、他法他施策の活用欠く私の場合
が、「障害者（何の基準かは、不明な
職員）」主張する職員の交付する甲第
３号証の照会理由欠く元、「ＩＣＤ－
10」示す決定事項、市民の声回答・答
申第272号別表の１、等々は、「精神
障害者」示している。個人情報保護条
例の原則「正確な個人情報」規定。

82
平成27年度
諮問受理第200
号

平成27年11月
19日付け大総
務第ｅ－194号

平成27年７月
９日

面談強要等仮処分命令申
立事件：平成27年第○号
の甲第１号証から甲第24
号証。（「趣旨」抽象
的）※行政サービス各制
度上の個人情報の扱いに
ついて：条例第７条及び
第13条、第６条。

乙第１号証から、乙第201
号証までの公文書類。※
時系例注視した市民への
回答類（市民の声請求）
と実施機関理由説明書と
の公益通報上の通知書Ａ

債務者（申出者）の答弁
書及び第２回主張書面か
ら、第16回主張書面、陳
述書等※各制度上の事実
関係。大健福第6152号
「決定書」（Ｈ23．３／
17）

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成27年８月
７日付け大総
務第ｅ－121号

補正に応じない旨の回答あり
平成27年９月
９日付け大総
務第ｅ－149号

面談強要等仮処分命令申
立事件：平成27年第○号
の甲第１号証から甲第24
号証。（「趣旨」抽象
的）※行政サービス各制
度上の個人情報の扱いに
ついて：条例第７条及び
第13条、第６条。

乙第１号証から、乙第201号証までの
公文書類。※時系例注視した市民への
回答類（市民の声請求）と実施機関理
由説明書との公益通報上の通知書Ａ
 債務者（申出者）の答弁書及び第２
回主張書面から、第16回主張書面、陳
述書等※各制度上の事実関係。大健福
第6152号「決定書」（Ｈ23．３／17）

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成27
年８月７日付けで補正を求め
たところ、同月19日付けで申
出人から補正に応じない旨の
回答があり、大阪市個人情報
保護条例第46条第２項に規定
された申出要件を満たしてい
ないと認められるため

平成27年９月
24日

乙第１号証から乙第201号証及び債務
者の答弁書第２回主張書面から第16回
主張書面と甲第３号証の非整合性。第
一、他法他施策の活用欠く私の場合
が、「障害者（何の基準かは、不明な
職員）」主張する職員の交付する甲第
３号証の照会理由欠く元、「ＩＣＤ－
10」示す決定事項、市民の声回答・答
申第272号別表の１、等々は、「精神
障害者」示している。個人情報保護条
例の原則「正確な個人情報」規定。

83
平成27年度
諮問受理第201
号

平成27年11月
19日付け大総
務第ｅ－195号

平成27年７月
９日

大総務第ｅ－５号「開
示」事案（平成27年４月
13日）
大総務第ｅ－12号「開
示」事案（平成27年４月
27日）
大総務第ｅ－13号「開
示」事案（平成27年４月
27日）

面談強要等禁止仮処分申
立事件：平成27年第○号
の申立の趣旨示すもの
「大声」「罵声」「強
要」明白欠く特記事項：
職員倫理規則の是非問う
もの。

同上の債務者：平成27年
第○号の乙第１号証から
乙第201号証及び答弁書・
第２回主張書面から第16
回主張書面、条例第７条
及び第13条示す。

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成27年８月
７日付け大総
務第ｅ－122号

補正に応じない旨の回答あり
平成27年９月
９日付け大総
務第ｅ－150号

大総務第ｅ－５号「開
示」事案（平成27年４月
13日）
大総務第ｅ－12号「開
示」事案（平成27年４月
27日）
大総務第ｅ－13号「開
示」事案（平成27年４月
27日）

面談強要等禁止仮処分申立事件：平成
27年第○号の申立の趣旨示すもの「大
声」「罵声」「強要」明白欠く特記事
項：職員倫理規則の是非問うもの。
同上の債務者：平成27年第○号の乙第
１号証から乙第201号証及び答弁書・
第２回主張書面から第16回主張書面、
条例第７条及び第13条示す。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成27
年８月７日付けで補正を求め
たところ、同月19日付けで申
出人から補正に応じない旨の
回答があり、大阪市個人情報
保護条例第46条第２項に規定
された申出要件を満たしてい
ないと認められるため

平成27年９月
24日

乙第１号証から乙第201号証及び債務
者の答弁書第２回主張書面から第16回
主張書面と甲第３号証の非整合性。第
一、他法他施策の活用欠く私の場合
が、「障害者（何の基準かは、不明な
職員）」主張する職員の交付する甲第
３号証の照会理由欠く元、「ＩＣＤ－
10」示す決定事項、市民の声回答・答
申第272号別表の１、等々は、「精神
障害者」示している。個人情報保護条
例の原則「正確な個人情報」規定。
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是正の申出に係る保有個人情
報を取り扱う事務の名称及び
内容その他保有個人情報を特

定するに足りる事項

是正の申出の趣旨 是正の申出の理由

（し）
再調査申出

年月日

（す）
再調査の申出を

する理由

（か）
補正依頼

（き）
補正依頼に
対する回答

（く）
通知

（け）
是正申出に係る
保有個人情報

（こ）
是正の申出の内容

（さ）
是正の申出に対する

処理の内容

（お）
担当

項
番

（あ）
諮問受理番号

（い）
諮問

（う）
是正申出
年月日

（え）

84
平成27年度
諮問受理第202
号

平成27年11月
19日付け大総
務第ｅ－196号

平成27年７月
17日

大総務第ｅ－３号（ｅ－
26・ｅ－９号）「○○職
員の記者会見」作成事案

疎明資料（Ｐ．907）：大
阪市生活保護の基礎知識
平成21年度版第２章－第
９－２他法により医療の
給付を受けている被保護
者の病状等の確認につい
て

疎明資料とうり、他法受
診中の事実欠く私の場
合。

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成27年８月
７日付け大総
務第ｅ－123号

補正に応じない旨の回答あり
平成27年９月
９日付け大総
務第ｅ－151号

大総務第ｅ－３号（ｅ－
26・ｅ－９号）「○○職
員の記者会見」作成事案

疎明資料（Ｐ．907）：大阪市生活保
護の基礎知識平成21年度版第２章－第
９－２他法により医療の給付を受けて
いる被保護者の病状等の確認について
疎明資料とうり、他法受診中の事実欠
く私の場合。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成27
年８月７日付けで補正を求め
たところ、同月19日付けで申
出人から補正に応じない旨の
回答があり、大阪市個人情報
保護条例第46条第２項に規定
された申出要件を満たしてい
ないと認められるため

平成27年９月
24日

乙第１号証から乙第201号証及び債務
者の答弁書第２回主張書面から第16回
主張書面と甲第３号証の非整合性。第
一、他法他施策の活用欠く私の場合
が、「障害者（何の基準かは、不明な
職員）」主張する職員の交付する甲第
３号証の照会理由欠く元、「ＩＣＤ－
10」示す決定事項、市民の声回答・答
申第272号別表の１、等々は、「精神
障害者」示している。個人情報保護条
例の原則「正確な個人情報」規定。

85
平成27年度
諮問受理第203
号

平成27年11月
19日付け大総
務第ｅ－197号

平成27年７月
29日

面談強要等禁止仮処分命
令申立事件：平成27年第
○号の甲第16号証：○○
「陳述書」

事実関係示す証拠物件欠
く：疎明資料（Ｐ．907と
うり。
※「陳述書」は、証拠基
づいた弁護士作成。

債務者の乙第１号証から
乙第201号証及び、答弁
書、第２回主張書面から
第16回主張書面。

総務局行政部
行政課（情報
公開グルー
プ）

平成27年８月
７日付け大総
務第ｅ－124号

補正に応じない旨の回答あり
平成27年９月
９日付け大総
務第ｅ－152号

面談強要等禁止仮処分命
令申立事件：平成27年第
○号の甲第16号証：○○
「陳述書」

事実関係示す証拠物件欠く：疎明資料
（Ｐ．907とうり。
※「陳述書」は、証拠基づいた弁護士
作成。
債務者の乙第１号証から乙第201号証
及び、答弁書、第２回主張書面から第
16回主張書面。

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
当該申出の趣旨及び理由が不
明確であることから、平成27
年８月７日付けで補正を求め
たところ、同月19日付けで申
出人から補正に応じない旨の
回答があり、大阪市個人情報
保護条例第46条第２項に規定
された申出要件を満たしてい
ないと認められるため

平成27年９月
24日

乙第１号証から乙第201号証及び債務
者の答弁書第２回主張書面から第16回
主張書面と甲第３号証の非整合性。第
一、他法他施策の活用欠く私の場合
が、「障害者（何の基準かは、不明な
職員）」主張する職員の交付する甲第
３号証の照会理由欠く元、「ＩＣＤ－
10」示す決定事項、市民の声回答・答
申第272号別表の１、等々は、「精神
障害者」示している。個人情報保護条
例の原則「正確な個人情報」規定。

86
平成27年度
諮問受理第340
号

平成28年３月
24日付け大福
祉第4705号

平成27年７月
22日

福祉局交付する○○職員
の市民の声回答類（大政
第249・329・330・400・
401号の該当分）生野区
は、○○職員の指導に従
うＨ20.３／26照会※７／
17（本年）、○○・○
○・○○：○○回答否
定。

疎明資料：第２章－第９
－２（Ｐ．907）※答申第
272号の別表2：照会基準
（他制度利用者）

私のレセプト及び医療要
否意見書（Ｈ20．３／
25）※ケース記録票（Ｈ
20．３／31、４／１）大
個審第55号・57号・58
号・60号：答申第272号の
別表の２資料

福祉局生活福
祉部保護課

平成27年８月
28日付け大福
祉第1974号

補正依頼に対する回答なし
平成28年１月
７日付け大福
祉第3617号

福祉局交付する○○職員
の市民の声回答類（大政
第249・329・330・400・
401号の該当分）生野区
は、○○職員の指導に従
うＨ20.３／26照会※７／
17（本年）、○○・○
○・○○：○○回答否
定。

疎明資料：第２章－第９－２（Ｐ、
907）※答申第272号の別表2：照会基
準（他制度利用者）私のレセプト及び
医療要否意見書（Ｈ20、３／25）※
ケース記録票（Ｈ20、３／31、４／
１）大個審第55号・57号・58号・60
号：答申第272号の別表の２資料

是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出に記載された当
該申出の趣旨及び理由が不明
確であることから、平成27年8
月28日付で補正を求めたとこ
ろ、補正回答期限である同年9
月11日までに申出人からの回
答がなく、大阪市個人情報保
護条例第46条第2項に規定され
た申出要件を満たしていない
と認められるため。

平成28年１月
13日

平成27年第○号の乙第１号証から、乙
第201号証、及び、答弁書・第２回主
張書面から、第16号主張書面。又、条
例第13条の適合性示すもの乙号証類の
み成らず、大阪市の公式見解適応する
「ＩＣＤ－10」示す、他、国の見解示
す「ＩＣＤ－10」指摘する。（合法
性）

87
平成27年度
諮問受理第341
号

平成28年３月
24日付け大福
祉第4707号

平成27年７月
22日

福祉局交付する○○職員
の市民の声回答類（平成
21年度・平成22年度：大
政第249・329・400・401
号）大健福第6054・1098
号：人事担当調査資料
「○○作成」

疎明資料：第２章－第９
－２（Ｐ．907）※答申第
272号の別表2、大個審答
申第55号・57号

私のレセプト及び医療要
否意見書（Ｈ20．3／25）
○○回答類（市民の
声）：私は、「照会不
要」見解。

福祉局生活福
祉部保護課

平成27年８月
28日付け大福
祉第1975号

補正依頼に対する回答なし
平成28年１月
７日付け大福
祉第3618号

福祉局交付する○○職員
の市民の声回答類（平成
21年度・平成22年度：大
政第249・329・400・401
号）大健福第6054・1098
号：人事担当調査資料
「○○作成」

疎明資料：第２章－第９－２（Ｐ、
907）※答申第272号の別表2、大個審
答申第55号・57号私のレセプト及び医
療要否意見書（Ｈ20．3／25）○○回
答類（市民の声）：私は、「照会不
要」見解。

 是正の措置を講じない。
（理由）
取扱是正申出に記載された当
該申出の趣旨及び理由が不明
確であることから、平成27年8
月28日付で補正を求めたとこ
ろ、補正回答期限である同年9
月11日までに申出人からの回
答がなく、大阪市個人情報保
護条例第46条第2項に規定され
た申出要件を満たしていない
と認められるため。

平成28年１月
13日

平成27年第○号の乙第１号証から、乙
第201号証、及び、答弁書・第２回主
張書面から、第16号主張書面。又、条
例第13条の適合性示すもの乙号証類の
み成らず、大阪市の公式見解適応する
「ＩＣＤ－10」示す、他、国の見解示
す「ＩＣＤ－10」指摘する。（合法
性）

88
平成28年度
諮問受理第26
号

平成28年７月
19日付け大市
民啓第８号

平成25年12月
３日

大市民第6121号◎添付資
料（局見解分）「申出者
は非該当者」
◎○○職員回答相違市民
の声No.1001-10240-0401
や右７点を全く拒否して
いる為、添付する「添明
資料」８点
市民の声No.1101-12232-
001-01、1101-11589-001-
02、1001-11239-001-01、
1101-10043-001-01、
1201-11353-001-01、
1101-10570-001-01、
1220-20116-001-01
「弁護士記録票」公式以
外の職員独作成書面に有
る。

大市民第6167号「○○弁
護士記録票→大市民第
6139号以上の回答は無い
回答書」（○○弁護士作
成）
又、当区の「行政指導」
（申出者の件）事実欠
如。

市民の声No.1301-20048-
001-01（Ｈ25．11／25）
は、「発行」相談を歪曲
して、「指導」相談に扱
うのは、「弁護士記録
票」（発行する必要性
「相当の理由」要す）理
解欠く。※判断力欠如

大阪市人権啓
発・相談セン
ター

平成26年３月
20日付け大市
民第6267号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年３月
31日付け大市
民第6294号

大市民第6121号
大市民第6167号「○○弁護士記録票以
上の回答は無い回答書」（○○弁護士
記録）

是正の措置は講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
内容が不明確であるため、平
成26年３月20日付けで補正を
求めたところ、同月27日付け
で補正依頼に対する回答書が
提出され、補正に応じないと
の内容であり、是正請求に係
る是正申出の趣旨及び理由も
不明確であることから、そも
そも是正の必要性を判断する
ことができないため。

平成26年４月
11日

大市民第6278・6279号「不」非開示
（Ｈ26．３／26）も作成根拠欠如一因
処分。大市民第6234・6235・6236号
「諮」に提出した「意見書」Ｂ．
Vol．１・２．添明資料１・３～39・
ラ計100枚、大健こ第258・580号
「不」非公開、大情審答申第332号
「不」非公開（別表２・４・７）同案
分。大生支第469号「ケース記録票(Ｈ
20．４／１)」、大生支第470号「不」
非開示（100枚中有）、大福祉第3281
号（市民の声６点）・3284・３　85号
「不」非開示（100枚中有）、大市民
第6140号「不」非開示、等々の「交付
した全点」同案分からは、「職員まと
め」根拠全く欠如。（第12章相違）☆
上記は、根拠欠如の証拠類。市民の声
No、1410-20018-001-01、1410-20019-
001-01から、「偏見」判明。
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是正の申出に係る保有個人情
報を取り扱う事務の名称及び
内容その他保有個人情報を特

定するに足りる事項

是正の申出の趣旨 是正の申出の理由

（し）
再調査申出

年月日

（す）
再調査の申出を

する理由

（か）
補正依頼

（き）
補正依頼に
対する回答

（く）
通知

（け）
是正申出に係る
保有個人情報

（こ）
是正の申出の内容

（さ）
是正の申出に対する

処理の内容

（お）
担当

項
番

（あ）
諮問受理番号

（い）
諮問

（う）
是正申出
年月日

（え）

89
平成28年度
諮問受理第37
号

平成28年９月
２日付け大市
民啓第13号

平成25年12月
３日

大市民第6110号「○○弁
護士記録票」

消費者相談記録「電波障
害」認めている。
○○弁護士記録票「著し
く」判然とせず合致「大
市民5320号」不非公開

裁判系争中、「電波障
害」否定するのを判決
有。（一審）
「電波障害」有・無の
転々する答弁の事業者を
是認可規定欠く。条例第
50条の行為欠く為、「事
業者」記録不明。

大阪市人権啓
発・相談セン
ター

平成26年３月
20日付け大市
民第6266号

【是正の申出に係る保有個人情報を取り扱う事務の
名称及び内容その他保有個人情報を取り扱うに足り
る事項
人権啓発センターの「専問相談事業」での○○弁護
士相談は、市民局実施の為、大市民第6058号、6136
号「理由説明書」有、全件まとめたのが、大市民第
6110号「開」する内、○○弁護士分。
【是正の申出の趣旨】
大情審答申第332号別表７
１項番　大市民第6148号「不」非公開
２項番　大市民第6005号「不」非公開
法的根拠欠如する為、法的解釈不可。（法律上根拠
無く、解釈できず）
○○は、「不作為」である。
【是正の申出の理由】
申出者と開示決定する事業者の弁護士相談を保有内
特定不可有り得ず、又、請求満たさず有り得ず。系
争中の証言が、消費者相談記録と相違（逆論は、啓
発センターと消費者センターの記録相違有。

平成26年３月
31日付け大市
民第6293号

大市民第6110号「○○弁
護士記録票」

消費者相談記録「電波障害」認めてい
る。
○○弁護士記録票「著しく」判然とせ
ず合致「大市民5320号」不非公開

是正の措置は講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
内容が不明確であるため、平
成26年３月20日付けで補正を
求めたところ、同月27日付け
で補正依頼に対する回答書が
提出され、当該回答書の内容
では、是正請求に係る是正申
出の趣旨及び理由も不明確で
あることから、そもそも是正
の必要性を判断することがで
きないため。

平成26年４月
11日

３／26、電話問い合わすも、○○課長
「回答拒否」より、「補正の必要性」
分からず、応じよう無かった「事実関
係」隠ペイする本件主張。
「系争中」相談の回答は、「事業者」
答弁示す（裁判所）為、「矛盾」明
白。尚、「法的根拠」欠如する弁護士
の回答は、「助言」？かの何の次元か
を明白に示すもの要す。事業の本旨を
逸脱認められず。大市民第6016号「弁
護士相談の有り方」＜偏見禁止＞
私は、「○○弁護士」からは、「事業
者の不作為」見解得たが、「削除」さ
れており、「事業者」擁護に記載は、
「消費者センター」擁護。

90
平成28年度
諮問受理第38
号

平成28年９月
２日付け大市
民啓第14号

平成25年12月
３日

大市民第6110号の「○○
弁護士記録票」
「被告京都市」名誉棄損
相談件

当人・証人の矛盾
○○弁護士回答とうり、
是正要す。
（大市民第6110号）

大阪市人権啓
発・相談セン
ター

平成26年３月
20日付け大市
民第6268号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年３月
31日付け大市
民第6295号

「○○弁護士記録票」
「被告京都市」名誉棄損
相談

当人・証人の矛盾
○○弁護士回答とうり、是正要す。

是正の措置は講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
内容が不明確であるため、平
成26年３月20日付けで補正を
求めたところ、同月27日付け
で補正依頼に対する回答書が
提出され、補正に応じないと
の内容であり、是正請求に係
る是正申出の趣旨及び理由も
不明確であることから、そも
そも是正の必要性を判断する
ことができないため。

平成26年４月
11日

被告京都市は、当人「京都市長」※大
市民第6016号「弁護士相談の有り方」
○○弁護士相談記録票（大市民第6110
号）「刑法」見解。
「文初財第464号」（省令）・「官報
号外第135号」（政令）「特別永住者
は、日本人同等扱いする」※教育を規
定（法令）＜偏見だ＞
「偽証」は、認められずが、「社会通
念上の一般常識」であり、ましてや
「校長」は、公務員の為、憲法第99・
98条２項は、無論従事。「子どもの権
利条約」は、平成６年に我が国「法制
化」有。
「学校事務の手引き」（省令＝上記
有）社会権規約第13条（批准）

91
平成28年度
諮問受理第39
号

平成28年９月
２日付け大市
民啓第15号

平成25年12月
３日

大市民第6110号「○○弁
護士記録票」
「遠視メガネ却下処分」
相談件

保護課は、生野区役所へ
取り下げ指導再三行う市
民の声回答分（多々）
は、○○職員共有。（供
覧）

平成22年２月18日本庁集
合（関係職）だが、当区
欠席。前回の入室拒否
（○○課長）有。大阪府
審査庁（社会援護課）
「裁決書」とうりの是正
要す。正確の見解記録
は、当然の法理。

大阪市人権啓
発・相談セン
ター

平成26年３月
20日付け大市
民第6269号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年３月
31日付け大市
民第6296号

「○○弁護士記録票」
「遠視メガネ却下処分」
相談

保護課は、生野区役所へ取り下げ指導
再三行う市民の声回答分（多々）は、
○○職員共有。（供覧）
平成22年２月18日本庁集合（関係職）
だが、当区欠席。前回の入室拒否（○
○課長）有。大阪府審査庁（社会援護
課）「裁決書」とうりの是正要す。正
確の見解記録は、当然の法理。

是正の措置は講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
内容が不明確であるため、平
成26年３月20日付けで補正を
求めたところ、同月27日付け
で補正依頼に対する回答書が
提出され、補正に応じないと
の内容であり、是正請求に係
る是正申出の趣旨及び理由も
不明確であることから、そも
そも是正の必要性を判断する
ことができないため。

平成26年４月
11日

明確であるのは、「裁決書」で判明。
弁護士は、「生活保護制度」認識不
足。
「生活保護手帳」
「生活保護関係法令通知集」
「生活保護法問答集」
「改訂増補生活保護法の解釈と運用」
以上での「見解」欠如。「保護課」見
解相違の本件。
「遠視メガネ」は、医療扶助の治療材
料より、「社発第727号」が、「給付
要否意見書」（医師の診断）規定有。
又、「指針」有。「偏見」だ。
行政不服審査法規定する「審査庁」見
解を相違有る弁護士の「主観的意見」
は、「不」非公開から明白。「法的根
拠」欠如する上の「法的解釈」は不可
能。
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平成28年度
諮問受理第40
号

平成28年９月
２日付け大市
民啓第16号

平成25年12月
３日

大市民第6110号「○○弁
護士記録票」
「生活保護の外国籍準用
扱い」相談件

大阪市生活保護のしお
り、政府官報号外第135号
（Ｓ40．12．18発布）
大阪市外国籍住民施策基
本指針

特別永住者は日本人同等
扱いする政令（上記官
報）
人種差別撤廃条約（批
准）、「世界人権宣言」
等々の「人権ナビゲー
ション」（冊子）見解の
是正要す。外務省見解合
致せよ。

大阪市人権啓
発・相談セン
ター

平成26年３月
20日付け大市
民第6270号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年３月
31日付け大市
民第6297号

「○○弁護士記録票」
「生活保護の外国籍準用
扱い」相談

大阪市生活保護のしおり、政府官報号
外第135号（Ｓ40．12．18発布）
大阪市外国籍住民施策基本指針
特別永住者は日本人同等扱いする政令
（上記官報）
人種差別撤廃条約（批准）、「世界人
権宣言」等々の「人権ナビゲーショ
ン」（冊子）見解の是正要す。外務省
見解合致せよ。

是正の措置は講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
内容が不明確であるため、平
成26年３月20日付けで補正を
求めたところ、同月27日付け
で補正依頼に対する回答書が
提出され、補正に応じないと
の内容であり、是正請求に係
る是正申出の趣旨及び理由も
不明確であることから、そも
そも是正の必要性を判断する
ことができないため。

平成26年４月
11日

 政府官報号外第135号「特別永住者
は、日本人と同等扱い」官報は、「市
内」の閲覧可
基準「生活保護」明示有。※日韓協定
受諾の見解
「同等扱い」「準用扱い」「矛盾」明
白（「不正確」かつ「不明確」は、職
員側明白＝答申。）
是正は、補正依頼不要＝政令（法令）
有。
人種差別である。
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平成28年度
諮問受理第41
号

平成28年９月
２日付け大市
民啓第17号

平成25年12月
３日

大市民第6121号◎添付資
料（局見解分）「申出者
は非該当者」
◎○○職員回答相違市民
の声No.1001-10240-0401
や右７点を全く拒否して
いる為、添付する「添明
資料」８点
市民の声No.1101-12232-
001-01、1101-11589-001-
02、1001-11239-001-01、
1101-10043-001-01、
1201-11353-001-01、
1101-10570-001-01、
1220-20116-001-01
「弁護士記録票」公式以
外の職員独作成書面に有
る。

大市民第6167号「○○弁
護士記録票→大市民第
6139号以上の回答は無い
回答書」（○○弁護士作
成）
又、当区の「行政指導」
（申出者の件）事実欠
如。

市民の声No.1301-20048-
001-01（Ｈ25．11／25）
は、「発行」相談を歪曲
して、「指導」相談に扱
うのは、「弁護士記録
票」（発行する必要性
「相当の理由」要す）理
解欠く。※判断力欠如

大阪市人権啓
発・相談セン
ター

平成26年３月
20日付け大市
民第6267号

補正に応じない旨の回答あり
平成26年３月
31日付け大市
民第6294号

大市民第6121号
大市民第6167号「○○弁護士記録票以
上の回答は無い回答書」（○○弁護士
記録）

是正の措置は講じない。
（理由）
取扱是正申出書に記載された
内容が不明確であるため、平
成26年３月20日付けで補正を
求めたところ、同月27日付け
で補正依頼に対する回答書が
提出され、補正に応じないと
の内容であり、是正請求に係
る是正申出の趣旨及び理由も
不明確であることから、そも
そも是正の必要性を判断する
ことができないため。

平成26年９月
18日

補正依頼が、違法示す「大生支第470
号」不非開示（「他法活用検討依頼通
知」欠如）件の平成22年２月17日交付
は、大個審答申第57号見解熟知する
（○○・○○・○○）の地公法違反。
（行政不服審査法）大情審答申第272
号「大生支第113号」不非公開（６・
７押印法的根拠欠如）件の答申調査資
料別表１・２全点を相違有。大情審答
申第316号〃（大政第188号「公」件）
相違有。大情審答申第332号大健福第
5580・6290号大福祉第1371・1951・
2026号「不」件、大生保生第574・
604・624号「不」件

（注）１　（え）欄及び（す）欄については、原則として申出者の記載のとおりとしている。
　　　２　（お）欄については、（か）欄に記載の処理時点における担当名としている。
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